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巻頭言： 阪神高速道路と曲線桁橋・斜張橋衝撃係数・橋梁交通振動 

技術顧問 川谷充郎 

（神戸大学名誉教授） 

 1974年大阪大学助手として勤め始めて、2015年神戸大学を定年退職するまで 41年間の主な研

究テーマは、橋の移動荷重（自動車や列車、あるいは人）による動的応答（いわゆる橋梁交通振

動）であった。その動的作用・影響は強度設計において衝撃として考慮されており、橋梁交通振

動に関わる研究は歴史的に衝撃係数の評価を目的に始まった。近年は環境振動影響（地盤振動や

低周波音）あるいは振動ヘルスモニタリングに関心が移っている。環境振動影響は高架橋に近接

して市民生活が営まれている都市高速道路では周辺住民から苦情が出ると対応に苦慮する場合が

ある。また、振動ヘルスモニタリング技術は建設から 50年以上経過した構造物を抱える阪神高速

道路にとって維持管理ツールとしての活用が期待されている。 

 大阪大学助教授のときに阪神高速道路技術審議会専門委員に就任して以来、長きにわたって阪

神高速道路からは各種技術課題を提供頂き、大学での研究推進に大いに役立った。1980年頃、土

木学会で他の地域からの大学教員と交流していると、関西地域は阪神高速道路や大阪市・神戸市

など発注側の技術レベルが高く、大学での研究課題に事欠かないことで羨ましがられた。まさに

その恩恵を受けたものとして感謝をこめて、ここでは、筆者と阪神高速道路との関係について研

究に関連して記す。 

 1971年大阪大学 4年生になり故小松定夫先生の研究室配属を希望し、与えられた卒業研究（阪

大では特別研究）テーマは曲線桁橋の荷重分配係数であった。小松先生は曲線桁橋の解析理論で

有名で、その理論により阪神高速の中之島 S 字橋が設計されており（1964 年竣工）、その一端を

垣間見れたことは誇らしく思えた。手元にある小松先生の博士論文「薄肉構造理論とその橋梁構

造物への適用に関する研究、昭和 36年 7月」の第四章が曲線桁橋に関するもので、双曲線関数の

羅列に大学4年生当時理解に苦しんだことを思い出す。中之島S字橋は竣工から54年を経て 2018

年度土木学会選奨土木遺産に選ばれている。 

 修士課程では斜張橋の衝撃係数に取り組むことになった。1972年当時、阪神高速では大和川橋

梁および安治川橋梁（現 天保山大橋）が計画され、小松先生はそれらの設計に貢献されていて、

斜張橋の衝撃係数に問題意識をもたれていた。当時、立命館大学に移られていた小林紘士先生に

直接的な指導を受け、有限要素法を用いて斜張橋の走行車両による動的応答解析プログラムを手

作りし始めた。ニューマーク‐β法で逐次応答解析を行うのに、解が上手く収束せず四苦八苦し

たが、小林先生がプログラムのミスを見つけて下さった。1974年 4月から助手として修士論文テ

ーマを発展させ、大和川橋梁と安治川橋梁を解析モデルに加え、種々の斜張橋の衝撃係数の検討

を続けた。小松先生は阪神高速から安治川橋梁の衝撃係数に関する研究を委託されており、技術

審議会の鋼構造分科会に報告するのに解析結果が間に合わず、会議が始まった後に解析結果を持
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って会議の席上に届けて冷や汗を掻いた苦い思い出がある。 

 助手になって数年、斜張橋の衝撃係数だけでは博士論文としてインパクトに欠けると考え模索

のときが続いた。そのようなとき、路面凹凸の不規則性を考慮した桁橋の走行車両による非定常

連成不規則振動解析に関する画期的な 2 種類の研究成果が土木学会論文集に相次いで掲載され、

衝撃を受けた。これだ！と感じた。既往の手法を超える理論を創るのに、確率過程に関する数学

関連の論文を捜し求めたが、非定常不規則振動かつ橋梁と車両の連成振動に適用できる上手い理

論はなく、どうしたものかと思い悩んだ末に、泥臭くはあるが基本に忠実に自ら解析プロセスを

導き、プログラム化した。この非定常連成不規則振動解析を核に後年博士論文をまとめ、また、

土木学会田中賞を受賞することが出来た。 

 不規則振動解析に先だって、斜張橋の動的応答解析プログラムを桁橋に適用できるように、車

両モデルを 1 自由度系から前後輪を考慮して 2 自由度系として発展させた。解析結果の検証のた

めに実験結果と比較検討するが、当時、桁橋交通振動に関して模型実験の実績がどこにも無く、

現地実験出来る機会を捉えることになる。それまでに一度、支間長 22.2m の桁橋での現地実験の

機会があり、解析結果との整合性を確認できた。それから 10 年程経過した 1989 年夏、阪神高速

の旧梅田入路が閉鎖され、撤去までの限られた期間に上下部構造物の各種現地実験ができるとの

連絡があり、車両走行実験を提案した。支間長 20m～40mの桁橋が揃っており、特に支間長 40.4m

の実測結果はその後何度も引用し、解析モデルとしても利用した。 

 1999年に神戸大学に異動して間もなく、阪神高速北神戸線の中野高架橋の衝撃係数の検討を依

頼された。本橋は波形鋼板ウェブ PC 箱桁橋であり、鋼コンクリート複合構造である。道路橋示

方書ではコンクリート橋の衝撃係数は鋼橋より小さく規定されており、どちらの衝撃係数を採れ

ばよいか判断出来ないとのことであった。動的応答解析により衝撃係数を提案し、2002年 7月竣

工後に現地振動実験により検証した。 

 中野高架橋の検討の先だって、鋼橋・PC 橋・RC 橋の衝撃係数の違いについて、非定常連成不

規則振動解析理論を用いて検討した。支間長 10m～45m の 3 橋種の標準設計桁橋をモデルとし、

固有振動数を調べると支間長に対して反比例的に減少し（固有振動数）= 100/L（L (m)：支間長）、

さらに 3種の桁橋について違いは大きくないことが分かった。ちなみに支間長 30mの場合の固有

振動数は約 3Hz となり、大型ダンプトラックの上下振動の固有振動数と同程度となる。すなわち

支間長 30m前後の桁橋では車両との共振により動的応答が大きくなることが予想され、不規則振

動解析による衝撃係数はこの予想の通り、前後の支間長の場合より大きくなった。示方書の衝撃

係数の規定は支間長の逓減関数としており、支間長 30m前後の解析結果は示方書規定を超える場

合があった。さらに橋種の違いによる衝撃係数の違いは大きくなく、特にコンクリート橋の場合、

示方書の規定を超える場合の多いことも分かった。 

 道路橋示方書においてコンクリート橋の衝撃係数が鋼橋より小さく規定されている理由を調べ

ると、コンクリート橋は鋼橋に比べて死荷重が大きく、断面設計時の全応力度に対する活荷重応

力度の占める割合が小さくなり、活荷重の動力学的作用に対して有利であることを考慮している

ためとあった。しかし、ここで記した通り振動系である車両との連成振動の結果、必ずしも単純

な現象とはならないことに注意を要する。このように橋種の違いによる衝撃係数の解析結果を論

文に記しても、道路橋示方書の衝撃係数の規定が変わることは無いが、この種の動的応答に関与

する場合は、現象の本質を見極めて対応頂きたいと念ずる。 
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阪神高速道路第 57 回技術研究発表会論文集(2025) 

大規模更新湊川橋梁に係る

疲労き裂監視手法の検討

赤松伸祐1・西海能史2・中本勇1 

1 (一財)阪神高速先進技術研究所調査研究部橋梁・構造研究室 
2 管理本部管理企画部保全技術課 

要約 

阪神高速道路では老朽化が進む構造物の大規模更新として特定更新等工事を推進している．本稿が対象

とする湊川橋梁は，過去より発生していた疲労損傷に対して，上部工の架替を予定しており，架替後の下

部工耐力確保および架替までの桁断面力の改善のため，先行して中間橋脚が設けられた．ただし，本橋の

うち西橋は一部の径間で中間橋脚が設置されておらず，この径間では桁断面力が改善されていない．その

ため，この径間では架替までの疲労き裂発生に対する監視を強化する必要があり，その手法について検討

を行った．

キーワード: 大規模更新，疲労き裂，き裂検知，ひずみ計測 

１．はじめに

湊川橋梁（以下，「本橋」という．）は，大規模

更新事業の対象であり，阪神高速 3 号神戸線湊川付

近（神上下 P585～591）に位置する．現地の状況を

写真-1 に，現況平面図を図-1 に示す．本橋は，上

下線分離の 3 径間連続鋼床版箱桁橋 4 連にて構成さ

れており，1968 年（昭和 43 年）に供用が開始され

た．神上下 P585～588 を東橋，神上下 P588～591 を

西橋と称している．

本橋の路下には国道 2号線があり，運河や国道 28
号と交差することから，限られた敷地内での建設が

余儀なくされた．そのため，上部工死荷重の軽減を

図るため鋼床版桁が採用され，①横リブ間隔を大き

くする，②ダイヤフラムを V型対傾構方式とするな

ど，合理化にチャレンジした設計となっている．ま

た主桁の板厚は，下フランジの端支点部 9 m（中間

支点部は最大 18 mm），ウェブ 12 mm と薄い．ま

た，中間支点付近においても，デッキプレ－ト板厚

は 12 mmと増厚されておらず，主桁系としての曲げ

剛性が低く，輸送や架設時の形状保持のため，主桁

箱断面の 4隅にコーナプレート（以下，「CP」とい

う．）が設けられている．

しかし，この CP 溶接部からは，フランジやウェ

ブに進展する致命的なき裂が数多く発生しており，

維持管理上の課題の一つとなっている 1)．このき裂

に対しては，適宜対策が取られてきているものの，

抜本的な対策として上部構造の架替が今後計画され

ている．

上部構造の架替時においては，既設下部工のみで

写真-1  現地の状況 

図-1  平面図（中間橋脚設置前） 
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は耐力が不足するため，架替に先行して既設橋脚間

に中間橋脚を増設する方針とし 2),3)，2023 年度に下

部工工事が完了している．この増設した中間橋脚は

活荷重反力を受け持つ構造となっていることから，

桁断面力の改善による新たなき裂発生の抑止効果を

期待できる．一方で上部構造の架替時期は，神戸地

区のネットワーク整備状況を鑑みて判断する必要が

あり，相当程度の時間を要する可能性がある．また，

西橋の国道 2 号と国道 28 号の交差点には中間橋脚

を構築できないため，神上下 P589～590 の桁断面力

は改善されていない．そのため，この径間は中間橋

脚構築前と同等のき裂発生リスクを抱えており，き

裂が大きく進展した場合には阪神高速の供用性のみ

ならず，路下にも多大な影響を及ぼす可能性がある．

そこで，本稿では，本橋の架替までの期間の監視

方針を示した上で，常時監視方法として低コストか

つ長期間計測が可能な LPWA（Low Power Wide Area）
を用いた疲労き裂検知モニタリング手法の適用につ

いて，検討した結果を述べる．

２．上部工監視の全体方針と監視対象のき裂

(1) 上部工監視の全体方針

上部工監視計画の全体方針を，図-2 に示す．湊

川橋梁全体に対しては，通常の定期点検（1 回/5
年）に加えて点検頻度強化（1 回/1 年）した臨時目

視点検を実施することとする．さらに，中間橋脚を

設置していない神 S589 については，き裂監視を目

的とした常時モニタリングを実施する．これらでき

裂が確認された場合は，当て板補修等を随時実施す

る方針としている．このように，定期点検および臨

時目視点検に加えて，常時モニタリングにより補修

対応までのよどみないメンテナンスサイクルを構築

する．

(2) 監視対象とするき裂

本検討では，CP 溶接部から発生するき裂を監視

の対象とする．このき裂のこれまでの発生および対

応の経緯を図-3 に示す．なお，このき裂以外に，

震災時のジャッキアップ補強として施された下フラ

ンジの増設リブ先端からのき裂，震災時の部材搬入

用のデッキプレート開口部のき裂，および鋼床版の

縦リブと横リブ交差部のき裂も発生していたが，こ

れらについては全て対策が完了している．

a) CP と横リブ交差部のき裂

供用開始から 16 年が経過した 1984 年（昭和 59
年）に，図-3 (a)に示すように，CP と横リブの交

差部中央付近から，すみ肉溶接のビードを貫通させ

ながら進展するき裂が 120 ヵ所で発見された．この

き裂の発生要因は，①溶接部に発生する拘束応力，

②組み立て時に生じるギャップによる溶込み不足，

と分析されている．

このき裂に対しては，き裂の除去と拘束応力を開

放するため，図-3 (b)に示すように，当該箇所の

CP を一部（200 mm）切除する半円状の切欠きが施

された．その後，CP の切欠き部は，防錆のために

カバープレートが設置された．CP と横リブ交差部

からき裂が確認された場合には，このような対応を

随時実施しており，切欠きによる補修累計は下フラ

ンジ側で 651 ヵ所，デッキ側で 35 ヵ所に及んでい

る．

b) CP 切欠き部のき裂

2016 年にカバープレートを除去した点検を実施

したところ，図-3 (c)に示すように，切欠き先端に

き裂が発見された．このき裂の起点は CP の切欠き

により露出した溶接ルート部であり，進展方向は下

フランジの主桁作用の最大主応力方向と直行する橋

軸直角方向であった．き裂数は下フランジ側で 145
ヵ所，ウェブ側で 36 ヵ所の計 181 ヵ所であり，内

28 ヵ所で主桁を貫通している状況であった．

このき裂は，ウェブやフランジなど主部材へのき

裂進展により深刻な健全性低下のリスクがあったた

め，図-3 (d)に示すように，き裂先端にストップホ

ールを施した上で当て板を実施された．なお，き裂

が発生した切欠き部は，全ての箇所で当て板補修が

図-2  上部工監視の全体方針 
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完了している．

き裂発生していない切欠き部に対しては，図-3 

(e)に示すように，応力集中を緩和するために切欠

き形状が改良されている．この改良では，止端部の

平滑性を改善するために棒グラインダーにて切削し

た上で，切欠き先端の立ち上がり角度を 20°に改

良している．なお，この対応は，下フランジ側 CP
の全ての切欠き部で 2021 年に完了している．ただ

し，切欠き形状が管理されているのは下フランジ側

のみであり，ウェブ側の切欠き形状にはバラつきが

見られる．また，下フランジ側にストップホールと

当て板を施した CP 切欠き部のウェブ側は，切欠い

た当初のままの形状が残っている．

このように，健全性低下に影響が大きい CP 切欠

き部のき裂は，今後発生するリスクが残されている

ことから，このき裂を常時モニタリングの対象とす

る．

３．常時モニタリング手法の検討

(1) 疲労き裂検知モニタリング手法の概要

疲労き裂検知モニタリング手法として，溶接部近

傍のひずみをLPWAによって転送し，このひずみを

監視することで疲労き裂の発生・進展を検知する手

法が提案されている 4)．LPWA は，無線通信規格の

一種であり，1 度に通信できるデータ量に制限があ

るが，低電力通信可能であり，長期間の稼働に適し

ている．

この LPWA を用いた無線ひずみ計測機器を図-4

に示す．この機器は主に，①計測チャンネル数や計

測する項目など計測プログラムを設定するボードコ

ンピューター，②Sigfox や LTE-M で計測データを

転送するLPWA通信装置，③ひずみゲージからの抵

抗変化を電圧信号に変換し増幅するひずみアンプシ

ールドから構成される．一つの機器で最大 20 箇所

のひずみを計測することが可能で，容易に持ち運び

可能なサイズである．

(2) 疲労試験

この計測機器を実橋の CP 切欠き部のき裂検知モ

ニタリングに適用することを想定し，き裂が発生・

進展した際のひずみ挙動の把握および計測したひず

み値の評価方法の設定を目的として疲労試験を実施

した．

a) 試験概要

疲労試験には，図-5に示す板曲げ振動疲労試験

機を用いた．この試験機は，載荷フレームに試験体

を片持ち梁状態で固定し，試験体自由端側に取付け

た加振機で曲げ荷重を発生させるものである．偏心

錘のメモリとバイブレータの振動数によって応力範

囲を，自由端側に取り付けたスプリングによって平

均応力を制御することができる．本試験では死荷重

状態で引張応力を受ける下フランジを対象とするこ

とから，応力比は引張の片振り（応力比 R = σmin / 

(a) CPと横リブ交差部のき裂

(b) CPと横リブ交差部のき裂への対応

(c) CP切欠き部のき裂

(d) CP切欠き部のき裂への対応(補修)

(e) CP切欠き部のき裂への対応(予防保全)

図-3  監視対象とするき裂のこれまでの経緯

図-4  LPWAを用いた無線ひずみ計測機器 
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σmax = 0）とし，公称応力範囲は Δσ＝40，60，120 
N/mm2とした． 

試験体を図-6 に示す．下フランジを模した主

板，幅 300 mm ×長さ 700 mm×板厚 9 mm（本橋で

最も薄い下フランジ厚）に，幅 150 mm×長さ 340 
mm×板厚 9 mm の CP を模した付加板を 45°の角

度で溶接する．鋼材の材質は，一般構造用圧延鋼板

（JIS G3106 SM490Y）とする．実橋における CP は

下フランジまたはウェブに対して片面からのみ溶接

されているため，試験体も実橋を再現するため片面

から溶接とした．また，切欠き角度の影響を検討す

るため，CP 先端の角度は 60°および 20°の試験体

を作成した．

試験体には図-7 に示すようにひずみゲージを貼

付した．LPWA を用いた無線ひずみ計測位置（HX-
L，HX-R）は，実橋での計測位置を想定して，溶接

止端から試験体幅方向に 5mm 位置とした． 
b) 疲労寿命の定義

本疲労試験では，図-8 に示すように，切欠き先

端部にφ0.05 mm の銅線を貼付してき裂の発生およ

び進展を捉えることとした．疲労寿命の定義は，疲

労き裂が発生し，銅線が破断した段階の繰返し回数

を Ntoe ，溶接止端部のゲージ A のひずみ範囲が 5%
低下した繰り返し回数を N5%，切欠き先端部から発

生した疲労き裂が溶接部から離れて主版に進展し始

め，切欠き先端部に沿って試験体軸方向に貼付した

銅線が破断した段階の繰返し回数を Nb ，疲労き裂

が切欠き先端部から 10 mm 離れた位置に貼付した

銅線が破断した段階の繰返し回数を N10 とした．

Nb，N10は，左右で先に銅線が破断した繰返し回数

としている．疲労試験は，実橋で捉えたいき裂長で

ある N10 に到達した段階で終了した． 

(3) 疲労試験結果

a) 疲労強度

図-9にN10 に対する疲労試験結果のS-N関係を示

す．図には，過去に実施された同寸法の試験体の内

AWの結果5)およびJSSCの疲労強度曲線を併記して

いる．なお，本試験は板曲げであり，実橋のフラン

ジおよびウェブ断面の応力分布である引張に比べ，

疲労き裂の進展が遅くなる．そこで，N10の試験結

果に対して，応力範囲を4/5倍とし，引張を繰返し

受ける場合の疲労強度に補正した．その結果，引張

を繰返し受ける場合では，JSSC-H等級を下限とし

てプロットされた．つまり，CP切欠き部の疲労強

度は低く，き裂が発生する可能性があると言える． 

b) き裂進展時のひずみの変化

疲労試験結果の内，実橋での計測を想定して

LPWA で計測した HX-L と HX-R のひずみ範囲を図

-10 (a)に，平均ひずみを図-10 (b)に示す．ここで

は一例として，切欠き角度 20°，応力範囲 40 
N/mm2の場合を示す． 

これらより，ひずみ範囲より平均ひずみの方が，

き裂の影響の感度が高いと言える．また，平均ひず

みは，N5%到達後に増加し，Nb到達後に減少する傾

図-5  板曲げ疲労試験機 

図-6  試験体 

図-7  ひずみゲージ貼付位置 

図-8  き裂を検出するための銅線 

図-9  引張を繰返し受ける場合の疲労強度に補正したS-

N関係図 
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向が見られる．これは，き裂がひずみゲージ貼付位

置に到達するまではき裂先端の小規模降伏の影響を

捉え，その後，き裂進展により引張残留応力が解放

される現象を捉えていると考えられる．このような

平均ひずみの変化は，同じ位置に同じ荷重を載荷し

ている疲労試験では容易に捉えることができるが，

実橋で適用する場合は，荷重条件を特定することは

できない．

そこで，無載荷時のひずみに着目した結果を図-

10 (c)に示す．なお，無荷重時のひずみは，応力比

R＝0 のため，最小引張荷重時のひずみとなる．無

載荷時のひずみも平均ひずみと同様の変化が見られ

ることから，無載荷時のひずみの変化によるき裂の

把握が可能と考えられる．

(4) 実橋におけるひずみ計測の方針

疲労試験の結果，無載荷時のひずみでき裂を検出

できることから，実橋におけるモニタリング計測で

は，交通車両が少ない夜間のひずみを計測する方針

とする．なお，夜間においても，車両が存在する場

合があることから，1 日 3 回（0 時，2 時，4 時）程

度の計測とする．

N10のき裂発生を捉えるための無載荷時のひずみ

変化量は，図-10 (c)に示す切欠き角度 20°，応力

範囲 40 N/mm2の場合は圧縮側に 400 µ 程度であ

る．ただし，この変化量は，試験ケースによってば

らつきが見られたことから，安全側の値として，

300 µ を目安に監視することとする．引張側の変化

量については，き裂がゲージ方向に進展しゲージを

破断させた場合に引張側の大きな値を示すことか

ら，1000 µ を目安に監視することとする． 

４．実橋における予備計測
３．に示す計測機器を用い，箱桁内の通信環境の

確認や時間帯（交通状況）によるひずみ変化量の把

握を目的として，2023 年 11 月より予備計測を実施

した．

計測対象は常時監視の対象の交差点上支間である

神下 S589 とし，計測箇所は径間中央部と交番部付

近の CP 切欠き部とした（図-11）．フランジ側の

CP 切欠き部に過去にき裂が発生し，ストップホー

ルと当て板が施されている箇所は，き裂発生のリス

クが低いため，ウェブ側のみを計測とした．

CP 切欠き部のひずみ計測位置を図-12に示す．

ウェブ側は，切欠き先端から発生したき裂がウェブ

の下縁側に進展すると進展速度が速く危険であるた

め，切欠き先端の下側（CP 内側）とした．一方，

下フランジ側は，き裂が発生した場合に切欠き先端

から橋軸直角方向の両側に進展することから，ゲー

ジの貼付しやすい CP の外側とした．なお，計測ゲ

ージには 5 mm ゲージを用い，計測間隔は 2 時間ご

ととした．

予備計測結果の一例として，2023 年 11 月上旬～

2024 年 12 月下旬の約 1 年間の交番部のひずみを図

-13に示す．図-13 (a)に示す 2 時間毎の計測で

は，車両荷重の影響により一日ごとのひずみ変化が

確認でき，その変化量は±150µ 程度であった．一

方，図-13 (b)に示す AM4,5 時の計測結果を抽出し

た場合は，車両荷重の影響が小さいため，一日毎の

ひずみ変化は小さいことが確認できる．

計測位置 No.14，15 のひずみの変化は，＋側のひ

ずみにシフトしているため，疲労試験のひずみ変化

を考えると，疲労き裂が発生している可能性が考え

られた．そこで 2024 年 12 月に現地を確認したが，

(a) ひずみ範囲

(b) 平均ひずみ

(c) 無載荷時（最小引張荷重時）のひずみ

図-10  疲労試験から得られたひずみと繰り返し回数 

(切欠き角度20°，応力範囲40N/mm2の場合) 
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塗膜割れはなく，MT によっても疲労き裂は確認さ

れなかった．これらのひずみは，1 年間を通して中

央値が圧縮から引張に変化していることから，温度

変化の影響を受けている可能性がある．支間中央部

を含めてその他の計測箇所では，有意な変化は見ら

れておらず，疲労き裂は発生していない．

予備計測より，箱内から通信可能であること，通

行車両や温度変化によるひずみ変化が設定した閾値

より小さいことを確認した．この結果に加え，き裂

発生リスクの分析により計測箇所を選定し，長期モ

ニタリング計画を立案している 6)．

５．まとめ 

本稿では，本橋の架替までの期間の監視計画を示

した上で，低コストかつ長期間計測が可能な LPWA
を用いた疲労き裂検知モニタリング手法の適用性を

検討した．得られた知見と計測の方針は以下の通り

である．

・CP 切欠き部を想定した曲げ疲労試験により，無

載荷時のひずみを計測することでき裂を検知可能

であることを確認した．よって，実橋でのひずみ

計測は，交通車両が少ない夜間のひずみを 1 日 3
回計測する方針とする．

・捉えたいき裂長（N10）到達時のひずみ変化量に

はばらつきがみられたが，安全側の値かつ車両荷

重の影響を排除できる値として，圧縮側 300 µ を

目安に監視する方針とする．なお，引張側の変化

量については，き裂がゲージを破断させた場合を

検知するため，1000 µ を目安に監視する．

・実橋での予備試験により，通信可能であること，

通行車両や温度変化によるひずみ変化が設定した

閾値より小さいことを確認した．

謝辞：疲労試験および予備計測にあたり，関西大学

石川教授に協力頂いた．ここに記して謝意を表する． 
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図-11  予備計測の対象としたCP（神下S589） 

図-12  CP切欠き部のひずみ計測位置 

(a) 2時間毎の計測

(b) AM4,5時の計測結果を抽出

図-13 予備計測の結果(ひずみ)
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LPWA を用いた鋼箱桁コーナープレート切欠き部の疲労き裂監視方法の検討 

(一財)阪神高速先進技術研究所 正会員 ○赤松 伸祐 正会員 中本 勇 非会員 笹脇 壮太 

阪神高速道路(株) 正会員  西海 能史    関西大学 正会員 石川 敏之 

１．はじめに 

コーナープレート（以下，CP）は，鋼床版箱桁橋において，輸

送や架設時の形状保持を目的として設置された部材であり，主桁

フランジ・ウェブおよび横リブウェブに片側からすみ肉溶接で取

付けられている．CP と横リブウェブの溶接部は荷重を伝達する

片面溶接継手となり，橋軸方向応力の繰返しにより疲労き裂が確

認された．このき裂に対する補修として，き裂の除去と拘束応力

を開放するため，図-1 に示すように，当該箇所の CP を一部切除

する切欠きが施された．しかし，切欠き端面に露出した片面すみ

肉溶接のルートから，再びき裂が発生する事例が報告されてい

る．このき裂は，ウェブやフランジといった主部材へ進展により

深刻な健全性低下のリスクがあることから，き裂の発生を早期に

検知する必要がある． 

そこで，疲労き裂検知モニタリング手法として提案されてい

る，溶接部近傍に貼り付けたひずみゲージの計測値をLPWA(Low 

Power Wide Aria)によって転送し，このひずみを監視することで

疲労き裂の発生・進展を検知する手法 1)に着目し，実橋での計測

方法の設定を目的とした板曲げ疲労試験を実施した． 

２．CP 切欠き部を模した板曲げ疲労試験 

試験体を図-2 に示す．下フランジを模した主板，幅 300 mm×

長さ 700 mm×板厚 9 mm に，CP を模した板厚 9 mm 付加板を

45°の角度で片側から溶接する．CP 先端の角度は，切欠き角度

の影響を検討するため，60°および 20°とした．試験体には図-

3 に示すようにひずみゲージを貼付した．LPWA を用いた無線ひ

ずみ計測位置は，実橋での計測位置を想定して，溶接止端から試

験体幅方向に 5mm 位置（HX-L，HX-R）とした．なお，実橋計

測では死荷重状態で引張応力を受ける下フランジを対象とする

ことから，応力比は引張の片振り（応力比 R = σmin / σmax = 0）と

し，公称応力範囲は Δσ＝40，60，120 N/mm2とした． 

本疲労試験では，図-4 に示すように，切欠き先端部にφ0.05 

mm の銅線を貼付してき裂の発生および進展を捉えることとし

た．疲労寿命の定義は，疲労き裂が発生し，銅線が破断した段階

の繰返し回数を Ntoe，溶接止端部のゲージ A のひずみ範囲が 5%

低下した繰り返し回数を N5%，切欠き先端部から発生した疲労き

裂が溶接部から離れて主版に進展し始め，切欠き先端部に沿って

試験体軸方向に貼付した銅線が破断した段階の繰返し回数を

Nb，疲労き裂が切欠き先端部から 10 mm 離れた位置に貼付した

銅線が破断した段階の繰返し回数を N10とした． 

キーワード コーナープレート，疲労き裂，き裂検知，ひずみ計測 

連絡先 〒541-0054 大阪市中央区南本町 4-5-7 東亜ビル内 (一財)阪神高速先進技術研究所 TEL 06-6244-6038 

 

図-1  コーナープレート端部の切欠き 

 

図-2  試験体 

 

図-3  ひずみゲージ貼付位置 

 
図-4  き裂を検出するための銅線 

 

図-5  引張を繰返し受ける場合の疲労強度に補正
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３．板曲げ疲労試験結果と計測方法の提案 

図-5に N10 に対する疲労試験結果の S-N 関係を示す．図には，過

去に実施された同寸法の試験体の内 AW の結果 2)および JSSC の疲

労強度曲線を併記している．なお，本試験は板曲げであり，実橋の

フランジおよびウェブ断面の応力分布である引張に比べ，疲労き裂

の進展が遅くなる．そこで N10の試験結果に対して，応力範囲を 4/5

倍とし，引張を繰返し受ける場合の疲労強度に補正した 3)．その結

果，引張を繰返し受ける場合では，JSSC-H 等級を下限としてプロッ

トされた．つまり，CP 切欠き部の疲労強度は低く，き裂が発生する

可能性があると言える．

実橋での計測を想定して LPWA で計測した HX-L と HX-R のひず

み範囲を図-6 (a)に，平均ひずみを図-6 (b)に示す．ここでは一例

として，切欠き角度 20°，応力範囲 40 N/mm2 の場合を示す．これ

らより，ひずみ範囲より平均ひずみの方が，き裂の影響の感度が高

いと言える．また，平均ひずみは，N5%到達後に増加し，Nb到達後に

継続的に減少する傾向が見られる．これは，き裂がひずみゲージ貼

付位置に到達するまではき裂先端の小規模降伏の影響を捉え，その

後，き裂進展により引張残留応力が解放される現象を捉えていると

考えられる．このような平均ひずみの変化は，同じ位置に同じ荷重

を載荷している疲労試験では容易に捉えることができるが，実橋で

適用する場合は，荷重条件を特定することはできない．そこで，無

載荷時のひずみに着目した結果を図-6 (c)に示す．なお，無荷重時

のひずみは，応力比 R＝0 のため，最小引張荷重時のひずみとなる．

無載荷時のひずみも平均ひずみと同様の変化が見られることから，

無載荷時のひずみの変化によるき裂の把握が可能と考えられる．

疲労試験結果より，無載荷時のひずみでき裂を検出できることか

ら，実橋におけるモニタリング計測では，交通車両が少ない夜間の

ひずみを計測することとする．なお，夜間では車両の活荷重の影響

を受けにくいものの，データ取得の確実性に配慮し，1 日 3 回（0

時，2 時，4 時）程度の計測とする．N10のき裂発生を捉えるための

無載荷時のひずみ変化量は，図-6 (c)に示す切欠き角度 20°，応力

範囲 40 N/mm2の場合は圧縮側に 400 µ 程度である．ただし，この変化量は，試験ケースによるばらつきを考慮し，

安全側の閾値設定として，300 µ を目安に監視し，引張側の変化量については，き裂がゲージ方向に進展しゲージを

破断させた場合に引張側の大きな値を示すことから，1000 µ を目安に監視することとする． 

４．まとめ 

CP 切欠き部を想定した板曲げ疲労試験の結果より，無載荷時のひずみ変化からき裂の発生や進展を捉えること

ができること，また，き裂進展時のひずみ変化量を確認した上で，実橋で溶接部近傍のひずみの計測値を LPWA に

よって転送するモニタリング手法を用いた場合の計測方法および監視するひずみ値を提案した．

参考文献

1) 松本直樹，石川敏之，公門和樹，上田尚史：LPWA を用いた疲労き裂検知モニタリング手法の開発，インフラメンテナンス実践研究論文集 
Vol.3 No.1，2024. 2) 清水優，舘石和雄，Shinta Ayuningtyas，判治剛，高田佳彦，熊澤美早，山口樹，岡本亮二，西芝貴光：コーナープレート

切欠き部の疲労耐久性と ICR 処理による延命効果，構造工学論文集，Vol.68A，2022. 3) 日本鋼構造協会：鋼構造物の疲労設計指針・同解説，

2012 年改定版 

(a) ひずみ範囲

(b) 平均ひずみ

(c) 無載荷時(最小引張荷重時)のひずみ

図-6  疲労試験から得られたひずみと繰り返し回数

（切欠き角度20°，応力範囲40N/mm2の場合） 
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LPWA をを活活用用ししたた鋼鋼箱箱桁桁ココーーナナーーププレレーートト切切欠欠きき部部のの 
疲疲労労きき裂裂モモニニタタリリンンググのの試試行行とと監監視視方方法法のの検検討討

TRIAL OF FATIGUE CRACK MONITORING OF CUT-OUTS IN CORNER PLATES OF STEEL 
BOX GIRDERS USING LPWA AND CONSIDERATION OF THE METHOD 

赤松 伸祐*1   西海 能史*2  上見 範彦*2 

中本 勇*3    笹脇 壮太*3     石川 敏之* 4 

Shinsuke AKAMATSU*1    Yoshifumi NISHIUMI*2    Norihiko AGEMI*2 

Yuu NAKAMOTO*3     Sota SASAWAKI*3  Toshiyuki ISHIKAWA*4 

1. ははじじめめにに

鋼床版箱桁は，箱断面の上側が床版であり，その

厚みは 12mm と薄肉となる．更にウェブや下フラ

ンジが薄い場合，横リブ間隔が大きい場合，ダイア

フラムに V 字型対傾構方式が採用された場合など

は，断面の剛性が不足し，輸送や架設時に断面が変

形する恐れがある．これに対し，コーナープレート

は，図 1 に示すように，形状保持を目的として設

置された部材であり，主桁フランジ・ウェブおよび

横リブウェブに片側からすみ肉溶接で取付けられ

ている． 
コーナープレートと横リブウェブの隅肉溶接部

は荷重を伝達する片面溶接継手となる．文献[1]，
[2]では，この交差部において，図 2 に示すように，

橋軸方向応力の繰返しにより疲労き裂が確認され

ている．このき裂に対する補修として，き裂の除去

と拘束応力を開放するため，図 3 に示すように，

当該箇所のコーナープレート端部を切除する切欠

きが施された．しかし，切欠き端部に露出した片面

すみ肉溶接のルートを起点として，再びき裂が発

生する事例が報告されている． 
このコーナープレート切欠き部のき裂は，ウェ

ブやフランジといった主部材へ進展し，深刻な耐

荷性能の低下につながることが懸念される．特に

都市高速などの重交通路線では，5 年に 1 度の定期

点検ではき裂が大きく進展する恐れがあるため，

図1 鋼床版箱桁断面図 
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ABSTRACT  In this study, a monitoring method utilizing LPWA (Low Power Wide Area) 
technology to transfer strain measurement data near welded joints was investigated. Using this 
method, year-round preliminary measurements were conducted on the cut-outs in the corner 
plates of an actual bridge to determine strain variations caused by vehicle loads and temperature 
changes. Additionally, fatigue tests targeting cracks in the cut-outs of the corner plates were 
performed to identify the trends in strain variations during crack initiation and propagation. 
Based on these results, appropriate measurement methods and threshold strain values for 
effective monitoring of actual bridges were proposed. 
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箇所のうち，145 箇所で切欠き端部の下フランジに

き裂（図 3）が発生しており，そのうち 28 箇所で

はき裂が下フランジを貫通していた．そのため，

2018 年に切欠き端部の応力集中緩和を目的として，

図 4 (b)に示すように，全ての下フランジ側の切欠

きに対して端部の角度が 20°となるように形状が

改良された．一方で，ウェブ側の切欠き端部は対象

としておらず，切欠き形状を更新しているものの

形状が管理されていないため，端部の角度が急な

箇所では 60°程度となっている．なお，き裂が発

生した箇所には，き裂先端にストップホールを施

し，箱断面外側から当て板をボルトで接合する補

修が施されており，き裂の再進展は確認されてい

ない．この補修を施した切欠き端部および，下フラ

ンジ側に施した箇所のウェブ側の切欠き端部は，

切欠き形状が改良されておらず，当時の形状がそ

のまま残されている．

3. 実実橋橋ににおおけけるるモモニニタタリリンンググ計計測測のの試試行行

3.1 ひひずずみみ変変化化にによよるるきき裂裂検検知知手手法法

文献[4,5]では，荷重が作用していない状態にお

ける静ひずみを計測することで，疲労き裂の発生

および進展を評価する方法が提案されている．こ

の方法では，疲労き裂の発生により，溶接部とその

近傍に存在する残留応力が解放されることによっ

て残留応力のつり合いが変化し，それに伴うひず

み変化に着目している．このため，一般的な疲労き

裂の検出に用いられる，所定の荷重作用下におけ

るひずみ範囲を動ひずみで計測する必要がなく，

作用荷重のばらつきが大きい道路橋の疲労き裂の

検出に適した指標と言える．また，き裂の発生およ

び進展の初期段階は急激な進展を示さないため，

残留応力の開放によるひずみは，1 日に 1 回～数回

程度の静的なひずみを計測すればよく，その変化

でき裂の発生および進展を十分に評価することが

できる．

このような少量のデータによるモニタリングは，

IoT の一つである LPWA を用いたモニタリングに

適している．なお，LPWA は，無線通信規格の一種

であり，1 度に通信できるデータ量に制限があるが，

低速な狭帯域を利用することで 10km を超える長

距離通信[6]ができ，低電力で通信可能なため IoT
機器の長時間稼働に適していることが特徴である．

この LPWA を活用することで，低コストかつ長期

間の疲労き裂モニタリングが可能である．

(a) コーナープレート切欠き部

(b) 下フランジと横リブ中央

図6 ひずみ計測位置

図5 計測対象径間の骨組図および板厚構成と計測対象としたコーナープレート
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このようなき裂の発生は，点検間隔を短くするな

ど点検体制を強化して，早期に検知することが対

応の一つとなる．一方で，近年労働力不足が深刻化

しており，人的資源への投資を増加させることが

困難な状況である．また，き裂の進展速度が速い場

合は，定期点検間に中間点検を行うなど，点検頻度

を上げても，次回点検までにき裂が板厚を貫通す

るリスクがあるため，より早期にき裂の発生を遠

隔で検知する必要がある．このような場合には，動

的に変化するひずみを計測することが考えられる

が，扱うデータが多く，遠隔で監視するには，通信

環境やクラウド環境の構築に係るコストが課題と

なる． 
このような中，IoT 技術を活用したモニタリング

手法が提案されている．文献[3]では，疲労き裂の

発生・進展によるき裂進展監視ゲージの破断を

LPWA（Low Power Wide Area）によってデータ転送

する疲労き裂検知方法が提案されている．また，文

献[4]では，面外ガセット溶接継手試験体を用いた

曲げ疲労試験を実施し，疲労き裂の発生・進展によ

る無荷重時の静ひずみを，汎用の電子部材を組み

合わせて製作した LPWA 通信が可能な無線ひずみ

計測機器を用いて計測して，疲労き裂を検知する

手法が提案されている．この手法は，数日に 1 度

程度，数秒程度，静的にひずみを計測してき裂の発

生および進展を評価するもので，低コストで長期

間の疲労き裂モニタリングが可能である．この手

法の適用により，コーナープレート切欠き部のき

裂の発生を遠隔で早期に把握できる可能性がある

が，このき裂を対象とした実橋での適用性は明ら

かとなっていない． 
そこで本研究では，溶接部近傍のひずみの計測

値を LPWA 通信技術によって転送するモニタリン

グ手法を用い，コーナープレート切欠き部のき裂

検知手法を検討した．まず，実橋のコーナープレー

ト切欠き部において，本手法を用いた予備的な通

年の計測を実施することで，車両荷重や温度変化

によるひずみ変化量を把握した．併せて，コーナー

プレート切欠き部のき裂を対象とした板曲げ疲労

試験により，き裂発生および進展時のひずみ変動

を明らかとした．そしてこれらの結果を基に，実橋

における計測方法および監視すべきひずみ値の設

定について検討を行った． 

2. 対対象象橋橋梁梁おおよよびび損損傷傷・・対対策策のの経経緯緯

本研究で対象とする橋梁は，ウェブと上下フラ

ンジの角部にコーナープレートを有する 3 径間連

続鋼床版箱桁橋である．同橋梁の車線数は 2 車線

（走行車線・追越車線）であり，道路交通センサス

で用いられる車種区分に基づいた大型車交通量が

1 日 1 車線あたり約 7,500 台の重交通路線である．

1968 年に供用が開始され，供用 16 年目の 1984 年

の調査において 119 箇所のコーナープレートと横

リブ交差部の疲労き裂（図 2）が確認されている．

き裂発生後の補修および予防保全対策として，コ

ーナープレート端部に切欠きを設ける処理が施さ

れた．この時の処理では切欠きの形状が統一され

ておらず，比較的角度が急な箇所では，図 4 (a)に
示すように，角度が約 60°であった．その後，2016
年に実施された調査では，切欠きを施工した全 651

図2 コーナープレートと横リブ交差部のき裂 

図3 コーナープレート切欠き部のき裂 

(a) 切欠き角度60°

(b) 切欠き角度20°
図4 切欠き形状
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箇所のうち，145 箇所で切欠き端部の下フランジに

き裂（図 3）が発生しており，そのうち 28 箇所で

はき裂が下フランジを貫通していた．そのため，

2018 年に切欠き端部の応力集中緩和を目的として，

図 4 (b)に示すように，全ての下フランジ側の切欠

きに対して端部の角度が 20°となるように形状が

改良された．一方で，ウェブ側の切欠き端部は対象

としておらず，切欠き形状を更新しているものの

形状が管理されていないため，端部の角度が急な

箇所では 60°程度となっている．なお，き裂が発

生した箇所には，き裂先端にストップホールを施

し，箱断面外側から当て板をボルトで接合する補

修が施されており，き裂の再進展は確認されてい

ない．この補修を施した切欠き端部および，下フラ

ンジ側に施した箇所のウェブ側の切欠き端部は，

切欠き形状が改良されておらず，当時の形状がそ

のまま残されている． 

3. 実実橋橋ににおおけけるるモモニニタタリリンンググ計計測測のの試試行行

3.1  ひひずずみみ変変化化にによよるるきき裂裂検検知知手手法法

文献[4,5]では，荷重が作用していない状態にお

ける静ひずみを計測することで，疲労き裂の発生

および進展を評価する方法が提案されている．こ

の方法では，疲労き裂の発生により，溶接部とその

近傍に存在する残留応力が解放されることによっ

て残留応力のつり合いが変化し，それに伴うひず

み変化に着目している．このため，一般的な疲労き

裂の検出に用いられる，所定の荷重作用下におけ

るひずみ範囲を動ひずみで計測する必要がなく，

作用荷重のばらつきが大きい道路橋の疲労き裂の

検出に適した指標と言える．また，き裂の発生およ

び進展の初期段階は急激な進展を示さないため，

残留応力の開放によるひずみは，1 日に 1 回～数回

程度の静的なひずみを計測すればよく，その変化

でき裂の発生および進展を十分に評価することが

できる． 
このような少量のデータによるモニタリングは，

IoT の一つである LPWA を用いたモニタリングに

適している．なお，LPWA は，無線通信規格の一種

であり，1 度に通信できるデータ量に制限があるが，

低速な狭帯域を利用することで 10km を超える長

距離通信[6]ができ，低電力で通信可能なため IoT
機器の長時間稼働に適していることが特徴である．

この LPWA を活用することで，低コストかつ長期

間の疲労き裂モニタリングが可能である． 

(a) コーナープレート切欠き部 

(b) 下フランジと横リブ中央 
図6 ひずみ計測位置 

図5 計測対象径間の骨組図および板厚構成と計測対象としたコーナープレート

5

W

F

200

コーナー
プレート

下フランジ横リブ

2250 2250

No.21，23
No.22

ウェブ

縦リブ

210

510

17㎜ 12㎜ 9㎜ 10㎜ 13㎜ 10㎜ 9㎜
17㎜12㎜

下フランジ厚

14㎜ 12㎜ 14㎜

ウェブ厚

B30 B29 B28 B27 B26 B25 B24 B23 B22 B21 B20 B19 B18 B17 B16 B15 B14

〇：コーナプレート切欠き箇所
W：コーナプレートウェブ側
Ｆ：コーナプレート下フランジ側
：下フランジ
：横リブ中央のフランジ縁

No.11:W
No.12:F

No.13:W
No.14:F

No.1:W

No.2:W

No.4:W

No.3:W

No.5:W
No.6:F

No.7:W

No.8:W
No.9:W
No.10:F

No.17:W
No.18:F

No.15:W
No.16:F

No.19:W

No.20:W

支間長 85.5m

データロガーA データロガーBNo.21 No.23
No.22

Steel Construction Engineering
Vol.32 No.128 （December 2025）

鋼構造論文集
第32巻第128号（2025年12月）

18606538 No128_14_赤松氏.indd   15318606538 No128_14_赤松氏.indd   153 2025/12/09   15:25:012025/12/09   15:25:01

25



5／12 

ータ HX711 を 12 個内蔵した．また，ひずみを計

測する際に，ゲージ長 5mm，ベース幅 3.8mm，ゲ

ージ抵抗値 350Ω，ケーブル長さ 15m のひずみゲー

ジ（東京測器社製 FLAB-5-350-11-15LJCT）を 3 線

式結線法（リード線の温度影響の補償法）で接続す

るため，許容誤差±0.1%，温度係数±5ppm/℃の 350Ω
の金属皮膜抵抗器（VISHAY 社）で，ひずみゲージ

ブリッジを組み，端子台で接続できるようにした．

データロガー内に温湿度計（DHT11）をセットし，

計測機の設置位置の温度変化を計測することとし

た．鋼箱桁内部は，構造的に電波の遮蔽が生じやす

く通信環境が不安定であったため，アンテナをケ

ーブルで延長し，比較的電波状況が安定した位置

にアンテナを配置した．また，装置への電力供給に

ついては，鋼箱桁内部に事前に設置されたコンセ

ントを用いて電源を確保した．1 回の通信による電

力消費量は 150mA×30sec 程度となり，TPL5110 等

のタイマーモジュールとバッテリー（2500mAh）を
用いて 1 日 3 回計測した場合は，3 年程度の長期間

計測に対応できる．

今回製作した機器で計測可能なひずみ範囲は

8,000µ～-8,000µ 程度であり，計測速度は 80Hz で

ある．スパイクノイズを除去するためのフィルタ

ーは Median Filter を用いた．各チャンネルに対し

てそれぞれ 5 個のデータを取得してその中央値を

抽出（Median Filter）し，それを 5 回繰返して得ら

れた各チャンネルの中央値のうちの最大値と最小

値を抽出してデータ送信を行う．図 8 に一定のひ

ずみ波形を例として，本計測のデータ取得のイメ

ージを示す．12 チャンネルの場合，約 3.75 秒の間

のひずみを計測することとなり，この間に車両が

通過した場合は，無載荷時のひずみに加えて車両

荷重によるひずみが含まれることとなる．

取得したデータの蓄積は，WEB プラットフォー

ムである SORACOM を用いた．SORACOM では，

計測機器から送信された計測データが自動的にグ

ラフ化され，表示する計測データの期間の変更，計

測データごとの表示・非表示，グラフのCSV 変換

などが可能である．

3.4 モモニニタタリリンンググ計計測測結結果果

データロガー内の温度の推移を図 9 に示す．温

度の変化については，データロガーA，B に差異が

なく，一般的な季節変動による温度の変化と同様

である．また，1 日の温度変化幅は 10 度程度であ

った．

2 時間毎に計測した公称ひずみ計測位置の静ひ

図9 データロガー内の温度の推移

(a) 2時間毎の計測データ

(b) AM4～5時台のみの計測データ

図10 公称ひずみ計測位置の静ひずみの推移

図11 No.21の静ひずみの頻度分布
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3.2  モモニニタタリリンンググ計計測測のの目目的的おおよよびび概概要要 
実橋における温度変化や時間帯（交通状況）によ

るひずみ変化量の把握を目的として，2023 年 11 月

から 2025 年 3 月まで予備的な計測を実施した．計

測に用いた機器の構成は，3.3 に後述する． 
計測対象は，3 径間連続鋼床版箱桁橋の中央径間

の下フランジ側に施されたコーナープレート切欠

き部とした．計測箇所は，図 5 に示す通り，下フラ

ンジ厚や断面力が異なる支間中央部（No.1～No.10）
と交番部付近（No.11～No.20）とした．計測は，切

欠き部の両端（ウェブ側・フランジ側）を対象とす

るが，フランジ側の切欠き部において過去にき裂

が発生し，ストップホールと当て板が施されてい

る箇所は，き裂発生のリスクが低いため，ウェブ側

のみを計測した．コーナープレート切欠き部のひ

ずみ計測位置を図 6 (a)に示す．コーナープレート

切欠き部に発生するき裂は，図 3 に示すように，

ウェブ側・フランジ側ともに，切欠き端部に露出し

た片面すみ肉溶接のルートを起点として主桁断面

方向に進展する．この進展方向にひずみゲージを

貼付することで，ひずみの変化だけではなく，進展

したき裂がゲージを破断させる現象を利用できる．

ウェブ側の計測位置は，発生したき裂がウェブの

下縁側に進展すると進展速度が速く危険であるた

め，コーナープレート切欠き先端の下側とする．一

方，下フランジ側の計測位置は，発生したき裂が橋

軸直角方向の両側に進展し，その進展速度に差が

ないことから，ひずみゲージを貼付しやすいコー

ナープレートの外側とした． 
また，図 6 (b)に示すように，下フランジの公称

ひずみを No.21 と No.23 で計測した．これは，コ

ーナープレート切欠き部の応力集中の影響を排除

し，温度や交通荷重の影響を受ける構造物の挙動

を捉えるためである．これと比較するために，交通

荷重によるひずみが発生しない位置として横リブ

中央のフランジ縁のひずみ（橋軸方向）をNo.22 で

計測した． 
全ての計測点において，2 時間ごとの静的な橋軸

方向ひずみを計測した．併せて，各データロガー内

の温度を計測し，これらの計測データを LPWA に

より転送した．なお，長期的な計測となるが，箱桁

内で水や日照の影響を受けないため，ひずみゲー

ジ等の計測機器は環境に対する対策を行っていな

い． 
3.3  LPWA をを用用いいたた無無線線ひひずずみみ計計測測機機器器のの構構成成 
実橋計測で使用した LPWA を用いた無線ひずみ

計測機器の主な構成を表 1，図 7 に示す．計測チャ

ンネル数や計測する項目など計測プログラムを設

定するボードコンピューターとして，Arduino Mega 
（Arduino 社），ひずみゲージからの抵抗変化を電

圧信号に変換し増幅する AD コンバータとして

HX711，LPWA 通信機器としてセルラー系 LTE-M
（LTE Cat.M1）の SIM が利用できる LET-M shield 
for Arduino（SORACOM）を用いた．この場合，一

回に転送できるデータ量は1000バイト程度である．

本検討では，2 バイトで 26 データ（12 箇所の最大・

最小と温湿度）の送信（52 バイト）とした．12 箇

所のひずみデータが計測できるように，AD コンバ

表1 実橋計測で使用した機器構成一覧 

図7 LPWAを用いた無線ひずみ計測機器 

図8 本計測のデータ取得のイメージ 
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ータ HX711 を 12 個内蔵した．また，ひずみを計

測する際に，ゲージ長 5mm，ベース幅 3.8mm，ゲ

ージ抵抗値 350Ω，ケーブル長さ 15m のひずみゲー

ジ（東京測器社製 FLAB-5-350-11-15LJCT）を 3 線

式結線法（リード線の温度影響の補償法）で接続す

るため，許容誤差±0.1%，温度係数±5ppm/℃の 350Ω
の金属皮膜抵抗器（VISHAY 社）で，ひずみゲージ

ブリッジを組み，端子台で接続できるようにした．

データロガー内に温湿度計（DHT11）をセットし，

計測機の設置位置の温度変化を計測することとし

た．鋼箱桁内部は，構造的に電波の遮蔽が生じやす

く通信環境が不安定であったため，アンテナをケ

ーブルで延長し，比較的電波状況が安定した位置

にアンテナを配置した．また，装置への電力供給に

ついては，鋼箱桁内部に事前に設置されたコンセ

ントを用いて電源を確保した．1 回の通信による電

力消費量は 150mA×30sec 程度となり，TPL5110 等

のタイマーモジュールとバッテリー（2500mAh）を
用いて 1 日 3 回計測した場合は，3 年程度の長期間

計測に対応できる． 
今回製作した機器で計測可能なひずみ範囲は

8,000µ～-8,000µ 程度であり，計測速度は 80Hz で

ある．スパイクノイズを除去するためのフィルタ

ーは Median Filter を用いた．各チャンネルに対し

てそれぞれ 5 個のデータを取得してその中央値を

抽出（Median Filter）し，それを 5 回繰返して得ら

れた各チャンネルの中央値のうちの最大値と最小

値を抽出してデータ送信を行う．図 8 に一定のひ

ずみ波形を例として，本計測のデータ取得のイメ

ージを示す．12 チャンネルの場合，約 3.75 秒の間

のひずみを計測することとなり，この間に車両が

通過した場合は，無載荷時のひずみに加えて車両

荷重によるひずみが含まれることとなる． 
取得したデータの蓄積は，WEB プラットフォー

ムである SORACOM を用いた．SORACOM では，

計測機器から送信された計測データが自動的にグ

ラフ化され，表示する計測データの期間の変更，計

測データごとの表示・非表示，グラフのCSV 変換

などが可能である． 
3.4  モモニニタタリリンンググ計計測測結結果果 
データロガー内の温度の推移を図 9 に示す．温

度の変化については，データロガーA，B に差異が

なく，一般的な季節変動による温度の変化と同様

である．また，1 日の温度変化幅は 10 度程度であ

った． 
2 時間毎に計測した公称ひずみ計測位置の静ひ

図9 データロガー内の温度の推移 

(a) 2時間毎の計測データ

(b) AM4～5時台のみの計測データ 
図10 公称ひずみ計測位置の静ひずみの推移 

図11 No.21の静ひずみの頻度分布 
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3.2 モモニニタタリリンンググ計計測測のの目目的的おおよよびび概概要要

実橋における温度変化や時間帯（交通状況）によ

るひずみ変化量の把握を目的として，2023 年 11 月

から 2025 年 3 月まで予備的な計測を実施した．計

測に用いた機器の構成は，3.3 に後述する．

計測対象は，3 径間連続鋼床版箱桁橋の中央径間

の下フランジ側に施されたコーナープレート切欠

き部とした．計測箇所は，図 5 に示す通り，下フラ

ンジ厚や断面力が異なる支間中央部（No.1～No.10）
と交番部付近（No.11～No.20）とした．計測は，切

欠き部の両端（ウェブ側・フランジ側）を対象とす

るが，フランジ側の切欠き部において過去にき裂

が発生し，ストップホールと当て板が施されてい

る箇所は，き裂発生のリスクが低いため，ウェブ側

のみを計測した．コーナープレート切欠き部のひ

ずみ計測位置を図 6 (a)に示す．コーナープレート

切欠き部に発生するき裂は，図 3 に示すように，

ウェブ側・フランジ側ともに，切欠き端部に露出し

た片面すみ肉溶接のルートを起点として主桁断面

方向に進展する．この進展方向にひずみゲージを

貼付することで，ひずみの変化だけではなく，進展

したき裂がゲージを破断させる現象を利用できる．

ウェブ側の計測位置は，発生したき裂がウェブの

下縁側に進展すると進展速度が速く危険であるた

め，コーナープレート切欠き先端の下側とする．一

方，下フランジ側の計測位置は，発生したき裂が橋

軸直角方向の両側に進展し，その進展速度に差が

ないことから，ひずみゲージを貼付しやすいコー

ナープレートの外側とした．

また，図 6 (b)に示すように，下フランジの公称

ひずみを No.21 と No.23 で計測した．これは，コ

ーナープレート切欠き部の応力集中の影響を排除

し，温度や交通荷重の影響を受ける構造物の挙動

を捉えるためである．これと比較するために，交通

荷重によるひずみが発生しない位置として横リブ

中央のフランジ縁のひずみ（橋軸方向）をNo.22 で

計測した．

全ての計測点において，2 時間ごとの静的な橋軸

方向ひずみを計測した．併せて，各データロガー内

の温度を計測し，これらの計測データを LPWA に

より転送した．なお，長期的な計測となるが，箱桁

内で水や日照の影響を受けないため，ひずみゲー

ジ等の計測機器は環境に対する対策を行っていな

い．

3.3 LPWA をを用用いいたた無無線線ひひずずみみ計計測測機機器器のの構構成成

実橋計測で使用した LPWA を用いた無線ひずみ

計測機器の主な構成を表 1，図 7 に示す．計測チャ

ンネル数や計測する項目など計測プログラムを設

定するボードコンピューターとして，Arduino Mega
（Arduino 社），ひずみゲージからの抵抗変化を電

圧信号に変換し増幅する AD コンバータとして

HX711，LPWA 通信機器としてセルラー系 LTE-M
（LTE Cat.M1）の SIM が利用できる LET-M shield 
for Arduino（SORACOM）を用いた．この場合，一

回に転送できるデータ量は1000バイト程度である．

本検討では，2 バイトで 26 データ（12 箇所の最大・

最小と温湿度）の送信（52 バイト）とした．12 箇

所のひずみデータが計測できるように，AD コンバ

表1 実橋計測で使用した機器構成一覧

図7 LPWAを用いた無線ひずみ計測機器

図8 本計測のデータ取得のイメージ
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されなかった．また，その周辺にも疲労き裂などの

静ひずみが変化する要因は確認できなかった．現

地確認後はひずみの変化が停滞しているが，引き

続き計測して監視し，さらに変動が見られた場合

は，再度現地確認を実施する予定である．

No.14，15 の静ひずみの変化が大きい原因は特定

できないが，これらの測点に近い No.23 の公称ひ

ずみも年間を通して変化していることから，この

変化を温度変化の影響と仮定した場合，静ひずみ

の最大の変化量は，圧縮側に-150µ，引張側に 300µ
程度である．これは，後述する疲労き裂を検知する

ためのひずみ量に比べて小さいと言える．

なお，一部の計測において，計測開始から 10 日

～35 日まで間は，セットしたアンテナの位置の電

波状況が良くなく，データが転送されなかったた

めアンテナの位置を再設定するまでデータが欠損

している．

4. 疲疲労労試試験験

3 章に示す計測からコーナープレート切欠き部

のき裂検知モニタリングを行う際の基礎データを

得るために疲労試験を実施した．この試験では，き

裂が発生および進展した際のひずみ挙動の把握，

また計測したひずみ値の評価方法の設定を目的と

している．

4.1 試試験験概概要要

疲労試験には，図 13 に示す板曲げ振動疲労試験

機[7]を用いた．この試験機は，載荷フレームに試

験体を片持ち梁状態で固定し，試験体自由端側に

取付けた加振機で曲げ荷重を発生させるものであ

る．偏心錘のメモリとバイブレータの振動数によ

って応力範囲を，自由端側に取り付けたスプリン

グによって平均応力を制御することができる．本

試験では死荷重状態で引張応力を受ける下フラン

ジを対象とすることから，応力比は引張の片振り

（応力比 R = σmin / σmax = 0）とし，公称応力範囲は

Δσ＝40，60，120 N/mm2とした．載荷速度は設定す

る応力範囲により変動するが，本試験では

15~18Hz となる．

試験体を図 14 に示す．文献[8]と同様に，下フラ

ンジおよびウェブを模した主板，幅 300 mm×長さ

700 mm×板厚 9 mm（実橋で最も薄い下フランジ

厚）に，幅 150 mm×長さ 340 mm×板厚 9 mm の

コーナープレートを模した付加板を 45°の角度で

溶接する．鋼材の材質は，溶接構造用圧延鋼板（JIS 
G3106 SM490Y）とする．実橋におけるコーナープ

図13 板曲げ振動疲労試験機

図14 試験体（単位：mm）

表2 溶接条件

表3 試験体一覧

図15 ひずみゲージ貼付位置

(a)Ntoe (b)Nb (c) N10
図16 疲労寿命の定義

9

9

片面からの溶接

溶接棒線径
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電流
(A)

電圧
(V)

溶接速度
(cm/sec)

3.2 5 145 200 5

試験体 端部の角度(°) 試験体数

D60 60 3
D20 20 3

B C

DE F
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A
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ずみの推移を図 10 (a)に示す．この図から，ひずみ

が発生しない No.22 の静ひずみは，年間を通じて

ほとんど生じていない．つまり，ひずみゲージとそ

のケーブルや，ブリッジの抵抗に対する温度変化

による見かけのひずみ変化は小さいことがわかる．

一方，No.21，No.23 の静ひずみは，変動幅があり，

年間の温度変化による影響と交通荷重の影響が含

まれていると言える．特に No.23 では，静ひずみ

の中央値が変化しており，これは温度変化の影響

と考えられる．続いて，交通荷重の影響を把握する

ため，交通量が少ない AM4～5 時台に計測された

静ひずみのみの推移を図 10 (b)に，2 時間毎とAM4
～5 時台に計測された静ひずみの頻度分布を図 11
に示す．なお，静ひずみの頻度分布は，温度変化の

影響が小さいNo.21 の結果を示している．図 10 (b)
に示すAM4～5 時台のみの静ひずみの推移は，2 時

間毎の計測に比べて変化が小さいと言える．また，

図 11 に示す静ひずみの頻度分布から，AM4～5 時

台の計測データは，2 時間毎の計測に比べて，静ひ

ずみが大きい領域，つまり交通荷重の影響がある

静ひずみの頻度は少ないと言える．これらのこと

から，AM4～5 時台の静ひずみの変化は，交通荷重

が載っていない状態で計測されている日が多く，

静ひずみの変化を評価しやすくなっていると言え

る．一方で，今回計測の対象としたような影響線長

が長い多径間連続桁橋では，3.75 秒程度の計測の

間に，車両が完全に載っていない状態での計測は

困難であることがわかる． 
No.1～20 の各計測位置に対する静ひずみの推移

を図 12 に示す．ここでは静ひずみの変化を評価し

やすい AM4～5 時台のみのデータを示す．計測位

置 No.14，15 の静ひずみの変化が大きいが，それ

以外の計測位置は，±100μ程度に収まっており，

今回実施した予備的な計測の期間内では，疲労き

裂が発生していないと考えられる．計測位置No.14，
15 の静ひずみの変化は，計測開始から 150 日程度

経過後に＋側のひずみにシフトしているため，後

述する疲労試験のひずみの変化を考えると，疲労

き裂が発生している可能性が考えられた．そこで

2024 年 12 月（経過時間 400 日程度）に現地を確認

したが，コーナープレート切欠き部の先端に塗膜

割れがなく，MT によっても疲労き裂の発生は確認

(a) No.1～5 (b) No.6～10 

(c) No.11～15                                          (d) No.16～20 
図12 各計測位置の静ひずみの推移（AM4～5時台のみのデータ）
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されなかった．また，その周辺にも疲労き裂などの

静ひずみが変化する要因は確認できなかった．現

地確認後はひずみの変化が停滞しているが，引き

続き計測して監視し，さらに変動が見られた場合

は，再度現地確認を実施する予定である． 
No.14，15 の静ひずみの変化が大きい原因は特定

できないが，これらの測点に近い No.23 の公称ひ

ずみも年間を通して変化していることから，この

変化を温度変化の影響と仮定した場合，静ひずみ

の最大の変化量は，圧縮側に-150µ，引張側に 300µ
程度である．これは，後述する疲労き裂を検知する

ためのひずみ量に比べて小さいと言える． 
なお，一部の計測において，計測開始から 10 日

～35 日まで間は，セットしたアンテナの位置の電

波状況が良くなく，データが転送されなかったた

めアンテナの位置を再設定するまでデータが欠損

している． 

4. 疲疲労労試試験験

3 章に示す計測からコーナープレート切欠き部

のき裂検知モニタリングを行う際の基礎データを

得るために疲労試験を実施した．この試験では，き

裂が発生および進展した際のひずみ挙動の把握，

また計測したひずみ値の評価方法の設定を目的と

している． 
4.1  試試験験概概要要 
疲労試験には，図 13 に示す板曲げ振動疲労試験

機[7]を用いた．この試験機は，載荷フレームに試

験体を片持ち梁状態で固定し，試験体自由端側に

取付けた加振機で曲げ荷重を発生させるものであ

る．偏心錘のメモリとバイブレータの振動数によ

って応力範囲を，自由端側に取り付けたスプリン

グによって平均応力を制御することができる．本

試験では死荷重状態で引張応力を受ける下フラン

ジを対象とすることから，応力比は引張の片振り

（応力比 R = σmin / σmax = 0）とし，公称応力範囲は

Δσ＝40，60，120 N/mm2とした．載荷速度は設定す

る応力範囲により変動するが，本試験では

15~18Hz となる． 
試験体を図 14 に示す．文献[8]と同様に，下フラ

ンジおよびウェブを模した主板，幅 300 mm×長さ

700 mm×板厚 9 mm（実橋で最も薄い下フランジ

厚）に，幅 150 mm×長さ 340 mm×板厚 9 mm の

コーナープレートを模した付加板を 45°の角度で

溶接する．鋼材の材質は，溶接構造用圧延鋼板（JIS 
G3106 SM490Y）とする．実橋におけるコーナープ

図13 板曲げ振動疲労試験機 

図14 試験体（単位：mm） 

表2 溶接条件 

表3 試験体一覧 

図15 ひずみゲージ貼付位置 

(a) Ntoe (b) Nb (c) N10 
図16 疲労寿命の定義

9

9

片面からの溶接

溶接棒線径
(mm) パス数

電流
(A)

電圧
(V)

溶接速度
(cm/sec)

3.2 5 145 200 5

試験体 端部の角度(°) 試験体数

D60 60 3
D20 20 3

B C

DE F

RL HX-RHX-L

A

5mm 5mm

75mm 75mm

75mm

12mm

銅線 銅線

銅線

付加板

主板

付加板

主板

付加板

主板
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ずみの推移を図 10 (a)に示す．この図から，ひずみ

が発生しない No.22 の静ひずみは，年間を通じて

ほとんど生じていない．つまり，ひずみゲージとそ

のケーブルや，ブリッジの抵抗に対する温度変化

による見かけのひずみ変化は小さいことがわかる．

一方，No.21，No.23 の静ひずみは，変動幅があり，

年間の温度変化による影響と交通荷重の影響が含

まれていると言える．特に No.23 では，静ひずみ

の中央値が変化しており，これは温度変化の影響

と考えられる．続いて，交通荷重の影響を把握する

ため，交通量が少ない AM4～5 時台に計測された

静ひずみのみの推移を図 10 (b)に，2 時間毎とAM4
～5 時台に計測された静ひずみの頻度分布を図 11
に示す．なお，静ひずみの頻度分布は，温度変化の

影響が小さいNo.21 の結果を示している．図 10 (b)
に示すAM4～5 時台のみの静ひずみの推移は，2 時

間毎の計測に比べて変化が小さいと言える．また，

図 11 に示す静ひずみの頻度分布から，AM4～5 時

台の計測データは，2 時間毎の計測に比べて，静ひ

ずみが大きい領域，つまり交通荷重の影響がある

静ひずみの頻度は少ないと言える．これらのこと

から，AM4～5 時台の静ひずみの変化は，交通荷重

が載っていない状態で計測されている日が多く，

静ひずみの変化を評価しやすくなっていると言え

る．一方で，今回計測の対象としたような影響線長

が長い多径間連続桁橋では，3.75 秒程度の計測の

間に，車両が完全に載っていない状態での計測は

困難であることがわかる．

No.1～20 の各計測位置に対する静ひずみの推移

を図 12 に示す．ここでは静ひずみの変化を評価し

やすい AM4～5 時台のみのデータを示す．計測位

置 No.14，15 の静ひずみの変化が大きいが，それ

以外の計測位置は，±100μ程度に収まっており，

今回実施した予備的な計測の期間内では，疲労き

裂が発生していないと考えられる．計測位置No.14，
15 の静ひずみの変化は，計測開始から 150 日程度

経過後に＋側のひずみにシフトしているため，後

述する疲労試験のひずみの変化を考えると，疲労

き裂が発生している可能性が考えられた．そこで

2024 年 12 月（経過時間 400 日程度）に現地を確認

したが，コーナープレート切欠き部の先端に塗膜

割れがなく，MT によっても疲労き裂の発生は確認

(a) No.1～5      (b) No.6～10 

(c) No.11～15      (d) No.16～20 
図12 各計測位置の静ひずみの推移（AM4～5時台のみのデータ）
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き裂が確認された．

2 章に示した実橋のコーナープレート切欠き部

で発生したき裂は，約 8 割がルート付近から溶接

上およびコーナープレートのコバ面へ進展し，残

りの約2割は，切欠き先端に沿って進展していた．

進展経路の違いと切欠き角度との間に明確な相関

は確認できなかったが，今回の疲労試験における

き裂の挙動と同様の傾向を示した．

4.3.2 疲疲労労強強度度

表 4 に試験体の初期応力範囲と各き裂長に対す

る疲労強度の一覧を示す．D60-60 では，N10に貼付

した銅線がひずみゲージと重なり，銅線が切れな

かったため，き裂が主板を 20mm 進展(N20)した．

そのため，D60-60 試験体におけるN10は，D60-120
試験体で疲労き裂が N10 に達した際のひずみゲー

ジ HX-R のひずみ範囲の低下率と一致する繰返し

回数として推定した値である．

図 18 に N10 に対する疲労試験結果の S-N 関係

を示す．図には，過去に実施された同寸法の試験体

の内 AW の結果[8]および JSSC の疲労強度曲線を

併記している．なお，本試験は板曲げであり，実橋

のフランジおよびウェブ断面の応力分布である引

張に比べ，疲労き裂の進展が遅くなる．そこで，短

いき裂ではあるが，N10の試験結果に対して，応力

範囲を 4/5 倍とし，引張を繰返し受ける場合の疲労

強度に補正した[9]．その結果，引張を繰返し受け

る場合では，コーナープレート先端の角度 60°，20°
ともに，JSSC-H 等級を下限としてプロットされた．

つまり，切欠き形状を 20°に改良したコーナープ

レート切欠き部は，改良によって応力集中点が変

化したものの疲労強度は依然として低く，き裂が

発生する可能性があるため，モニタリングが必要

と言える．

4.3.3 きき裂裂進進展展時時ののひひずずみみのの変変化化

疲労試験結果の内，実橋での計測を想定して

LPWA で計測した HX-L と HX-R のひずみ範囲お

よび平均ひずみの変化と繰返し回数を図19に示す．

ひずみ範囲は，疲労き裂の発生・進展によって減

少しているが変化量は小さい．これは，ひずみゲー

ジの計測位置とき裂進展位置が一致していないた

めと考えられる．図 19 (c)に示すHX-L・HX-R，図

19 (e)に示すHX-R は，途中でひずみゲージの配線

部分の被覆銅線がき裂により切断され，計測不能

となった．また，図 19 (e) (f)に示すHX-L は，計測

されたひずみ範囲のばらつきが大きい．これは，今

回用いた計測機のひずみブリッジの結線部に

Arduino Uno の ICSP 用のピンが接触していたため

と考えられる．

平均ひずみは，最大ひずみと最小ひずみから算

出しており，図では計測された平均ひずみの初期

値を 0 として補正し，変化量で示している．平均

ひずみは，疲労き裂の発生・進展によって変化し，

N10 時点で約-500μ，最大で約-750μまで減少して

いる．また，平均ひずみは，N5%到達後に増加し，

Nb 到達後に減少する傾向が見られる．これは，疲

労き裂の発生・進展による残留応力の再分配の影

響と考えられ，一度平均ひずみが増加する要因は，

疲労き裂先端の小規模降伏の影響が計測されたた

めと考えられる．

このように，実橋での計測を想定して LPWA で

計測した HX-L と HX-R では，き裂進展によるひ

ずみ範囲の変化に比べ，残留応力の再分配による

ひずみ変化がより大きいことが確認されたため，

無載荷時のひずみ変化を捉えることで，き裂の進

展を確認できると考えられる．

4.4 実実橋橋ににおおけけるるひひずずみみ計計測測のの方方針針

疲労試験の結果，実橋の計測位置において，無載

荷時のひずみでき裂を検出できることが確認でき

た．今後実施する本格的なモニタリング計測では，

表4 試験体と応力範囲と疲労強度

図18 引張を繰返し受ける場合の疲労強度に補正した

S-N関係図

応力範囲 備考

(N/mm2) N toe N 5% Nb N 10 N 20

D20-40 42.7 1.4 319.1 450.1 904.5 -
D20-60 61.5 43.7 118.4 166.8 365.5 -
D20-120 127.4 3.8 16.7 28.1 51.2 -
D60-40 39.1 56.6 171.0 402.4 671.1 -

N 20まで進展

N 10は推定値

D60-120 119.7 3.0 4.9 22.1 34.1 -

試験体
繰返し回数(×104)

D60-60 59.9 14.7 48.9 104.8 255.8 303.2

104 106 10820
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レートは下フランジまたはウェブに対して片面か

らのみ溶接されているため，試験体も実橋を再現

するため片面から溶接とした．溶接条件は，文献[8]
で検討された対象橋梁の溶け込み量と同程度にな

るように事前に試験施工された表 2 に示す条件と

した．なお，対象橋梁の 10 箇所で計測した溶け込

み量の平均は，コーナープレートの板厚 9mm に対

して 6mm であった．試験体の一覧を表 3 に示す．

切欠き角度の影響を検討するため，2 章で述べたよ

うに，対象橋梁において，フランジ側の切欠き角度

は 20°に改良されているものの，ウェブ側の切欠き

角度は最大で 60°であることから，コーナープレー

ト先端の角度は 60°および 20°の試験体を製作した．

付加板を溶接した後に，実橋での施工と同様，まず

ガス溶断により大まかな切欠き加工を施し，ディ

スクグラインダーおよびバーグラインダーで成形

した． 
図 15 に，本疲労試験のひずみ計測位置を示す．

図 6 に示す実橋での計測位置を想定して，溶接止

端から試験体幅方向に 5mm 位置で動ひずみ計測

（L，R）を行い，LPWA を用いた無線ひずみ計測

位置（HX-L，HX-R）はその外側とした．ひずみゲ

ージは，ゲージ長 5mm の単軸ゲージ（3 線式）を

使用し，最大・最小ひずみを計測した．計測の周期

は，き裂の発生や進展に伴うひずみ変化を捉える

ために 10～15 分に 1 回とした．各計測周期におけ

るひずみ計測では，3 章に示す実橋での計測方法と

同様に，スパイクノイズを除去するため 5 回のデ

ータを取得し，その中央値を抽出する Median Filter
処理を適用した．また，最大ひずみ・最小ひずみが

計測できるように，この処理を100回繰り返した．

無線ひずみ計測機器には表 1 の構成とし，USB ケ

ーブルを用いた PC からの常時給電とした．なお，

ボードコンピューターは，計測点が 2 箇所と少な

いことから，Arduino Mega に替り，処理性能や機

能が同じでピンの数が少ない Arduino Uno を利用

した． 
公称応力範囲は，試験体軸方向に貼付したひず

みゲージのうち，き裂発生前の CH-B，C の平均値

と CH-E，F の平均値から溶接止端位置まで線形外

挿したひずみに鋼のヤング係数（Es = 200 kN/mm2）

を乗じた値とした．また，全て応力比 R = 0 で実施

したため，最小引張荷重時が無荷重時のひずみと

なる． 
4.2  疲疲労労寿寿命命のの定定義義 
本疲労試験では，図 16 に示すように，切欠き先

端部にφ0.05 mm の銅線を貼付してき裂の発生お

よび進展を捉えた．疲労寿命の定義は，疲労き裂が

発生し，銅線が破断した段階の繰返し回数をNtoe ，
溶接止端部のゲージ A のひずみ範囲が 5%低下し

た繰り返し回数をN5%，切欠き先端部から発生した

疲労き裂が溶接部から離れて主板に進展し始め，

切欠き先端部に沿って試験体軸方向に貼付した銅

線が破断した段階の繰返し回数をNb ，疲労き裂が

切欠き先端部から 10 mm 離れた位置に貼付した銅

線が破断した段階の繰返し回数をN10 とした．Nb，

N10は，左右で先に銅線が破断した繰返し回数とし

ている．疲労試験は，実橋で捉えたいき裂長である

N10 に到達した段階で終了した． 
4.3  疲疲労労試試験験結結果果 
4.3.1  きき裂裂発発生生状状況況 
図 17 に D20 と D60 の疲労試験終了時のき裂発

生状況を示す．図 17 (a)に示すように，ルートの付

加板側からき裂が発生し，溶接を貫通して主板に

到達し，試験体幅方向に進展しているケースが，

D20 の 3 体全てと D60 のうち 2 体で確認された．

一方，D60のうち1体では，図17 (b)に示すように，

ルートの主板側からき裂が発生し，切欠き先端に

沿って進展し，最終的に試験体幅方向に進展する

(a) D20 

(b) D60 
図17 き裂の発生状況 
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き裂が確認された． 
2 章に示した実橋のコーナープレート切欠き部

で発生したき裂は，約 8 割がルート付近から溶接

上およびコーナープレートのコバ面へ進展し，残

りの約2割は，切欠き先端に沿って進展していた．

進展経路の違いと切欠き角度との間に明確な相関

は確認できなかったが，今回の疲労試験における

き裂の挙動と同様の傾向を示した． 
4.3.2  疲疲労労強強度度 
表 4 に試験体の初期応力範囲と各き裂長に対す

る疲労強度の一覧を示す．D60-60 では，N10に貼付

した銅線がひずみゲージと重なり，銅線が切れな

かったため，き裂が主板を 20mm 進展(N20)した．

そのため，D60-60 試験体におけるN10は，D60-120
試験体で疲労き裂が N10 に達した際のひずみゲー

ジ HX-R のひずみ範囲の低下率と一致する繰返し

回数として推定した値である． 
図 18 に N10 に対する疲労試験結果の S-N 関係

を示す．図には，過去に実施された同寸法の試験体

の内 AW の結果[8]および JSSC の疲労強度曲線を

併記している．なお，本試験は板曲げであり，実橋

のフランジおよびウェブ断面の応力分布である引

張に比べ，疲労き裂の進展が遅くなる．そこで，短

いき裂ではあるが，N10の試験結果に対して，応力

範囲を 4/5 倍とし，引張を繰返し受ける場合の疲労

強度に補正した[9]．その結果，引張を繰返し受け

る場合では，コーナープレート先端の角度 60°，20°
ともに，JSSC-H 等級を下限としてプロットされた． 
つまり，切欠き形状を 20°に改良したコーナープ

レート切欠き部は，改良によって応力集中点が変

化したものの疲労強度は依然として低く，き裂が

発生する可能性があるため，モニタリングが必要

と言える． 
4.3.3  きき裂裂進進展展時時ののひひずずみみのの変変化化 
疲労試験結果の内，実橋での計測を想定して

LPWA で計測した HX-L と HX-R のひずみ範囲お

よび平均ひずみの変化と繰返し回数を図19に示す． 
ひずみ範囲は，疲労き裂の発生・進展によって減

少しているが変化量は小さい．これは，ひずみゲー

ジの計測位置とき裂進展位置が一致していないた

めと考えられる．図 19 (c)に示すHX-L・HX-R，図

19 (e)に示すHX-R は，途中でひずみゲージの配線

部分の被覆銅線がき裂により切断され，計測不能

となった．また，図 19 (e) (f)に示すHX-L は，計測

されたひずみ範囲のばらつきが大きい．これは，今

回用いた計測機のひずみブリッジの結線部に

Arduino Uno の ICSP 用のピンが接触していたため

と考えられる． 
平均ひずみは，最大ひずみと最小ひずみから算

出しており，図では計測された平均ひずみの初期

値を 0 として補正し，変化量で示している．平均

ひずみは，疲労き裂の発生・進展によって変化し，

N10 時点で約-500μ，最大で約-750μまで減少して

いる．また，平均ひずみは，N5%到達後に増加し，

Nb 到達後に減少する傾向が見られる．これは，疲

労き裂の発生・進展による残留応力の再分配の影

響と考えられ，一度平均ひずみが増加する要因は，

疲労き裂先端の小規模降伏の影響が計測されたた

めと考えられる． 
このように，実橋での計測を想定して LPWA で

計測した HX-L と HX-R では，き裂進展によるひ

ずみ範囲の変化に比べ，残留応力の再分配による

ひずみ変化がより大きいことが確認されたため，

無載荷時のひずみ変化を捉えることで，き裂の進

展を確認できると考えられる． 
4.4  実実橋橋ににおおけけるるひひずずみみ計計測測のの方方針針 
疲労試験の結果，実橋の計測位置において，無載

荷時のひずみでき裂を検出できることが確認でき

た．今後実施する本格的なモニタリング計測では，

表4 試験体と応力範囲と疲労強度 

図18 引張を繰返し受ける場合の疲労強度に補正した

S-N関係図

応力範囲 備考

(N/mm2) N toe N 5% Nb N 10 N 20

D20-40 42.7 1.4 319.1 450.1 904.5 -
D20-60 61.5 43.7 118.4 166.8 365.5 -
D20-120 127.4 3.8 16.7 28.1 51.2 -
D60-40 39.1 56.6 171.0 402.4 671.1 -

N 20まで進展

N 10は推定値

D60-120 119.7 3.0 4.9 22.1 34.1 -

試験体
繰返し回数(×104)

D60-60 59.9 14.7 48.9 104.8 255.8 303.2
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レートは下フランジまたはウェブに対して片面か

らのみ溶接されているため，試験体も実橋を再現

するため片面から溶接とした．溶接条件は，文献[8]
で検討された対象橋梁の溶け込み量と同程度にな

るように事前に試験施工された表 2 に示す条件と

した．なお，対象橋梁の 10 箇所で計測した溶け込

み量の平均は，コーナープレートの板厚 9mm に対

して 6mm であった．試験体の一覧を表 3 に示す．

切欠き角度の影響を検討するため，2 章で述べたよ

うに，対象橋梁において，フランジ側の切欠き角度

は 20°に改良されているものの，ウェブ側の切欠き

角度は最大で 60°であることから，コーナープレー

ト先端の角度は 60°および 20°の試験体を製作した．

付加板を溶接した後に，実橋での施工と同様，まず

ガス溶断により大まかな切欠き加工を施し，ディ

スクグラインダーおよびバーグラインダーで成形

した．

図 15 に，本疲労試験のひずみ計測位置を示す．

図 6 に示す実橋での計測位置を想定して，溶接止

端から試験体幅方向に 5mm 位置で動ひずみ計測

（L，R）を行い，LPWA を用いた無線ひずみ計測

位置（HX-L，HX-R）はその外側とした．ひずみゲ

ージは，ゲージ長 5mm の単軸ゲージ（3 線式）を

使用し，最大・最小ひずみを計測した．計測の周期

は，き裂の発生や進展に伴うひずみ変化を捉える

ために 10～15 分に 1 回とした．各計測周期におけ

るひずみ計測では，3 章に示す実橋での計測方法と

同様に，スパイクノイズを除去するため 5 回のデ

ータを取得し，その中央値を抽出する Median Filter
処理を適用した．また，最大ひずみ・最小ひずみが

計測できるように，この処理を100回繰り返した．

無線ひずみ計測機器には表 1 の構成とし，USB ケ

ーブルを用いた PC からの常時給電とした．なお，

ボードコンピューターは，計測点が 2 箇所と少な

いことから，Arduino Mega に替り，処理性能や機

能が同じでピンの数が少ない Arduino Uno を利用

した．

公称応力範囲は，試験体軸方向に貼付したひず

みゲージのうち，き裂発生前の CH-B，C の平均値

と CH-E，F の平均値から溶接止端位置まで線形外

挿したひずみに鋼のヤング係数（Es = 200 kN/mm2）

を乗じた値とした．また，全て応力比 R = 0 で実施

したため，最小引張荷重時が無荷重時のひずみと

なる．

4.2 疲疲労労寿寿命命のの定定義義

本疲労試験では，図 16 に示すように，切欠き先

端部にφ0.05 mm の銅線を貼付してき裂の発生お

よび進展を捉えた．疲労寿命の定義は，疲労き裂が

発生し，銅線が破断した段階の繰返し回数をNtoe ，

溶接止端部のゲージ A のひずみ範囲が 5%低下し

た繰り返し回数をN5%，切欠き先端部から発生した

疲労き裂が溶接部から離れて主板に進展し始め，

切欠き先端部に沿って試験体軸方向に貼付した銅

線が破断した段階の繰返し回数をNb ，疲労き裂が

切欠き先端部から 10 mm 離れた位置に貼付した銅

線が破断した段階の繰返し回数をN10 とした．Nb，

N10は，左右で先に銅線が破断した繰返し回数とし

ている．疲労試験は，実橋で捉えたいき裂長である

N10 に到達した段階で終了した．

4.3 疲疲労労試試験験結結果果

4.3.1 きき裂裂発発生生状状況況

図 17 に D20 と D60 の疲労試験終了時のき裂発

生状況を示す．図 17 (a)に示すように，ルートの付

加板側からき裂が発生し，溶接を貫通して主板に

到達し，試験体幅方向に進展しているケースが，

D20 の 3 体全てと D60 のうち 2 体で確認された．

一方，D60のうち1体では，図17 (b)に示すように，

ルートの主板側からき裂が発生し，切欠き先端に

沿って進展し，最終的に試験体幅方向に進展する

(a) D20

(b) D60
図17 き裂の発生状況
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比較的交通量が少ない夜間のひずみを計測する．

なお，夜間においても，車両が存在する場合がある

ことや通信環境の不安定性に伴うデータ欠損に対

応して，計測は 1 日 3 回（0 時，2 時，4 時）程度

の間隔で実施する． 
N10 のき裂進展を捉えるための無載荷時のひず

み変化量は，試験ケースによってばらつきはある

が，安全側の値として，圧縮側 300 µ を目安に監視

する．なおこの変化量の目安は，3 章に示す AM4
～5 時台の静ひずみの変化の最大値より大きな値

である．引張側の変化量については，き裂がゲージ

方向に進展しゲージを破断させた場合に引張側の

 

(a) D20-40 (b) D60-40

(c) D20-60 (d) D60-60

 

(e) D20-120 (f) D60-120
図19 ひずみゲージHX-L，HX-Rのひずみ範囲および平均ひずみの変化と繰返し回数 
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大きな値を示すことから，1000 µ を目安に監視す

る． 
なお，疲労試験に用いた試験体はコーナープレ

ートと主板の溶接のみを模擬したものである．一

方，実橋では図 6 に示すように，下フランジの場

合は計測位置付近に縦リブ・横リブ・ウェブと下フ

ランジ，ならびにコーナープレートとウェブの溶

接が存在する．本研究では，計測位置におけるき裂

の発生および進展に伴う橋軸方向の残留応力ひず

みの再分配を評価している．計測位置は，橋軸方向

の溶接線（ウェブ・縦リブと下フランジ，ならびに

コーナープレートとウェブ）から橋軸直角方向に

最小で 200mm 以上離れており，各溶接線による圧

縮の残留応力を受ける領域に該当するが，離れ量

からその影響は小さいと考えられる．また，横リブ

と下フランジの溶接は，橋軸直角方向の残留応力

の影響が支配的であり，計測位置における橋軸方

向残留応力への影響は小さいと考えられる． 

5. ままととめめ

本研究では，コーナープレート切欠き部の疲労

き裂を対象として，実橋での予備的な計測と曲げ

疲労試験を実施し，低コストかつ長期間計測が可

能な LPWA を活用した疲労き裂検知モニタリング

手法による監視方法を検討した．得られた知見は

以下の通りである． 
1) 実橋での予備的な計測により，鋼箱桁内から通

信可能であった．通行車両による静ひずみの変

化量は最大で±100µ 程度であり，温度変化によ

る静ひずみの変化量は，圧縮側に-150µ，引張側

に 300µ 程度であった． 
2) コーナープレート切欠き部を想定した曲げ疲労

試験により，無載荷時のひずみを計測すること

でき裂を検知できる可能性を示した．したがっ

て，実橋でのひずみ計測は，交通車両が少ない

夜間のひずみを計測するのがよい． 
3) き裂長が主板に 10 mm 進展した時の無載荷時

のひずみ変化量は圧縮側に 400 µ 程度である．

この変化量にはばらつきがみられたが，実橋で

のひずみ計測では，安全側の値かつ車両荷重の

影響を排除できる値として，圧縮側 300 µ を目

安に監視することとした．なお，引張側の変化

量については，き裂がゲージを破断させた場合

を検知するため，1000 µ を目安に監視すること

とした． 

なお，本研究で対象とした手法は，モニタリング

の対象としたコーナープレート切欠き部のき裂を

検出するものである．対象橋梁にはき裂が発生し

補修が施されたコーナープレート切欠き部を除い

て，500 箇所を超えるコーナープレート切欠き部が

残存している．き裂発生の可能性がある切欠き部

先端は，フランジ側とウェブ側に存在するため計

測の対象は 1,000 箇所を超える．低コストな手法で

あっても，これら全ての箇所を計測することは非

効率である．このため，交通量が多い走行車線側に

位置するコーナープレート切欠き部の方が，追越

車線側に比べて相対的にき裂発生率が高いなど，

これまでに発生したき裂の傾向を分析し，き裂発

生リスクが高い箇所を選定してモニタリングを実

施することで効率的かつ効果的なモニタリングが

可能であると考える． 
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すべり後の支圧状態を考慮した 
高力ボルト摩擦接合の設計合理化 

 
中本勇1・赤松伸祐1・藤原眞幸2 

 
 

1 (一財)阪神高速先進技術研究所調査研究部橋梁・構造研究室 
2 技術部技術推進室 

 
 

要約 
 
現行の道路橋示方書では，高力ボルト摩擦接合継手に対して限界状態1および3に対する照査が求められ

る．接合部のすべり後に，破断に対して所要の耐荷性能・変形性能を有する状態が明らかになれば，限界

状態2を定義できる．過年度より，被接合部材に対して，すべり後のボルト孔壁の変形性能に着目した変

形支圧限界に係る検討が行われている．本検討は，変形支圧限界への到達を高力ボルト摩擦接合の限界状

態2として適用することを目的とし，適用するうえでの必要事項の整理，および適用性を確認するための

実構造に対する試設計を行った． 
 

キーワード: 高力ボルト摩擦接合，限界状態，変形支圧限界，設計合理化 
 
 
 

１．はじめに 
 
道路橋示方書Ⅰ編 1)（以下，道示Ⅰ）では，橋の耐

荷性能は橋が置かれる状況に対して，橋が必要な状

態に留まることが，所要の確からしさで満足される

ことと定義されている 2)．これらの関係は表-1 で表

現できる．所要の状態は限界状態 1 から 3 として定

義されている． 
橋の耐荷性能は部材の耐荷性能で代表させてよい

ことが示されている．本検討は橋梁部材の高力ボル

ト摩擦接合継手部の限界状態に着目するものであり，

継手部に対しても表-1 の限界状態の照査が求めら

れることになる． 
高力ボルト摩擦接合継手部に対しては，道路橋示

方書Ⅱ編 3)（以下，道示Ⅱ）に限界状態が示されてお

り，表-2 の照査項目が求められている．高力ボル

ト摩擦接合継手部の限界状態のイメージは図-1 お

よび図-2 に示す通りであり，接合面のすべりまた

は被接合材の降伏が限界状態 1 と定義され，限界状

態 1 を超えた後に，被接合材とボルト軸部との接触

によるボルト孔周辺での降伏 （支圧降伏） の進展

の後，ボルトの破断又は被接合材の破壊が生じるど

ちらかの状態が限界状態 3 とされている． 
表-1 より，偶発作用（設計供用期間に対して規

模や頻度を確率的に扱うことが困難であるが，一旦

生じると部材等に及ぼす影響が甚大となり得る作用）

が支配的な状況では，限界状態 2 および 3 の照査が

求められる．接合部に対しても限界状態 2 が適用さ

れることとなるが，接合部のすべり後挙動に関する

研究は少なく限界状態 2 の照査法は確立されていな

い．そのため実態の接合部の設計では偶発作用に対

しても限界状態 1 および 3 の照査を行っており，限

界状態 1 を求めることで限界状態 2 を満足すること

を確認している． 
限界状態設計法による合理化を目指す場合，すべ

り後挙動を評価し，適切な限界状態 2 の設定が必要

である．これに対して図-1 に示すように接合部の

最大耐力に対して所要の耐荷性能・変形性能を有す 

 

表-1 道路橋示方書による都市高速道路等の橋の耐荷性能 

 

表-2 高力ボルト摩擦接合部の限界状態 

 

 
図-1 高力ボルト摩擦接合継手部の限界状態 

状態

状況

永続作用や
変動作用が
支配的な状況

母材：孔引き断面(引張部

材)における降伏

連結板：みなし規定
※

ボルト：接合面のすべり
偶発作用が
支配的な状況

限界状態1を求める

限界状態1 限界状態2 限界状態3

母材：孔引き断面(引張

部材)における降伏

連結板：みなし規定
※

ボルト：せん断破断

※母材の照査を満足する場合，母材と同等以上の耐力を有する連結板も照査を満足す
るとみなす

限界状態1

限界状態3限界状態2
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る限界状態を設定することを目的に，すべり後の変

形性能に着目した変形支圧限界が提案されている 4)． 

阪神高速グループビジョン 20305)では，2030 年の

ありたい姿の 1 つとして「世界水準の卓越した都市

高速道路技術で発展する阪神高速」を掲げている．

このありたい姿を実現し，お客さま満足に寄与する

ためには，「都市高速道路の建設・管理の経験を活

かした新規路線建設及び大規模更新事業に係る技術

の開発・活用」が重要である．その取組みに紐づく

研究・技術開発戦略テーマの 1 つとして，「一般高

架橋の革新的な設計・施工技術を開発」することが

挙げられ，本検討で着目する高力ボルト摩擦接合部

の設計合理化に向けた検討が位置づけられる． 

本検討は，変形支圧限界への到達を被接合材の限

界状態 2 として適用することを考え，変形支圧限界

の制限値を検討し，適用するうえでの必要事項の整

理を行った．また，実橋を対象とした試設計により，

ボルト本数の変化を評価した． 
 

 

２．変形支圧限界 
 

文献6)では，図-3に示す短冊形継手を対象に，変

形支圧限界到達時の被接合材の支圧耐力に関する解

析が実施されている．変形支圧限界は，設計上の簡

便さ，状態確認の容易さから考えられたものであり，

図-4 に示すボルト孔変形量のボルト軸径に対する

割合で表される．支圧耐力は式(1)により算出され，

式(1)の支圧耐力係数 αb1 は変形支圧限界時に被接合

材に生じる応力を降伏強度の特性値（公称値）で除

した値である．文献6)では，表-3に示す構造パラメ

ータを対象に解析を実施し，ボルト孔変形量がボル

ト軸径に対して 10%になる状態における支圧耐力係

数 αb1を図-5 に示す通り整理している． 

𝑉𝑉𝑒𝑒 = 𝛼𝛼𝑏𝑏1 ∙ 𝑑𝑑 ∙ 𝑡𝑡𝑚𝑚 ∙ 𝜎𝜎𝑦𝑦𝑦𝑦 (1) 
ここで，αb1：支圧耐力係数，d：ボルト軸平行部

径 (mm)，tm：被接合材の板厚 (mm)，σym：被接合材

の降伏強度の特性値 (N/mm2)である． 
 

支圧耐力係数 αb1 は，式(2)に示す被接合材の端抜

け破断（ボルト部断面における被接合材軸方向断面

のせん断破断）と純断面破断（ボルト部断面におけ

る被接合材軸直角方向面の引張破断）の耐力比 kbと

相関がある（図-5）． 

𝑘𝑘𝑏𝑏 =
𝑃𝑃𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒
𝑃𝑃𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡

=
𝜎𝜎𝑡𝑡𝑡𝑡・𝑡𝑡𝑚𝑚・𝑚𝑚𝑓𝑓�𝑒𝑒1 + �𝑛𝑛𝑓𝑓 − 1�𝑝𝑝�

𝜎𝜎𝑡𝑡𝑡𝑡・𝑡𝑡𝑚𝑚(𝑏𝑏𝑓𝑓 − 𝑑𝑑0 ∙ 𝑚𝑚𝑓𝑓)  (2) 

ここで，Pesd：被接合材の端抜け破断強度(kN)，
Ptnd：被接合材の純断面破断強度 (kN)，σtm：被接

合材の引張強度の特性値 (N/mm2)，mf：被接合材

のボルト行数（部材軸直交方向のボルト本数），

nf：被接合材のボルト列数（部材軸方向のボルト

本数），e1：縁端距離  (mm)，p：ボルトピッチ 
(mm)，bf：被接合材の総幅 (mm)，d0：ボルト孔径 
(mm)である． 

 

  
(a) 接合面のすべり (b) 支圧降伏 

  
(c) ボルトの破断 (d) 被接合材の破断 

図-2 各種限界状態のイメージ図 

 

 
図-3 解析モデル 

 

 
図-4 ボルト軸径とボルト孔変形量 

 

表-3 解析対象の構造パラメータ 

 
 

 
図-5 支圧耐力係数と耐力比の関係 

母材

連結板

接合面の
すべり

引張
荷重

ボルト

引張
荷重

支圧
降伏

引張荷重

母材

ボルト孔

ボルト

ボルト孔

%支圧変形量

相対変位

引張方向

ボルト孔変形量

孔中心

kb

α b
1
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図-5 より，支圧耐力係数 αb1は耐力比 kbの増加と

ともに低下する傾向が見られる．これは耐力比 kbが

大きい範囲では純断面降伏の影響が大きく，ボルト

孔での支圧力が孔変形に及ぼす影響が相対的に小さ

くなるためと考えられる． 

文献7)では，図-6に示す短冊形継手の要素試験に

よる，変形支圧限界に関する検討結果が整理されて

いる．ボルト軸径に対するボルト孔変形量の割合を，

文献 6)では 10%を対象としていたのに対し，文献 7)
では 5%を対象としている．これは，最大耐力に対

する変形支圧限界の余裕度を大きくするために，評

価対象とするボルト孔変形量を小さくしたものであ

る．文献 7)では支圧耐力係数 αb1を図-7 に示す通り

整理しており，図-5 の解析結果と類似の傾向が見

られる．本検討は，図-7 の要素試験結果をもとに

変形支圧限界の制限値を検討する． 

 
 
３．すべり後の支圧状態を考慮した設計法 
 
支圧耐力 Veを限界状態 2における特性値とし，各

種安全余裕を考慮した制限値 Vb を式(3)に示す．調

査・解析係数ξ1 は，調査結果などに基づき断面力

などの作用効果を算出する過程に含まれる不確実性

を考慮する係数である．抵抗係数Φは，材料，施工，

耐荷力式等の有する不確実性など，抵抗値の評価に

直接関係する要因の確率統計的な信頼性の程度を考

慮する係数である． 
𝑉𝑉𝑏𝑏 = 𝜉𝜉1 ∙ 𝛷𝛷 ∙ 𝑉𝑉𝑒𝑒 (3) 

ここで，ξ1：調査・解析係数，Φ：抵抗係数であ

る． 
 
変形支圧限界における制限値の各項目の設定方法

を示す． 
 

(1) 特性値 

特性値を設定するにあたり，支圧耐力係数 αb1 は

要素試験データの下限値相当になるように設定する

ことを考えた． 
図-5 の要素試験データに対する回帰直線を式(4)

に示す．式(4)では，支圧耐力係数の適用範囲を要

素試験事例がある範囲とし，耐力比 kb を 3.0 以下と

している． 
𝛼𝛼𝑏𝑏1 = 3.55 − 0.21𝑘𝑘𝑏𝑏(𝑘𝑘𝑏𝑏 ≤ 3.0) (4) 

 

道示Ⅰでは，データのばらつきを考慮した抵抗係

数を変動係数に応じた値として設定している(表-4)．

この考えを準用し，要素試験結果（データ数 60 件）

の変動係数 17.6%から，表-4 より抵抗係数は 0.65，
支圧耐力係数の特性値は 0.65αb1 とした．図-5 より，

支圧耐力係数の特性値は要素試験データの下限値程

度となった． 
 
(2) 制限値 

調査・解析係数 ξ1は，道示Ⅱにおいて，高力ボル 

 
(a) 試験体形状 

 
(b) 試験状況 

図-6 変形支圧限界に関する要素試験の状況 

 

 
図-7 支圧耐力係数と耐力比の関係（要素試験） 

 
表-4 道路橋示方書Ⅰ編による変動係数に応じた抵抗係数 

 
 

表-5 制限値の各項目の数値および考え方 

 
 

ト摩擦接合の被接合材に対して限界状態 3（偶発作

用）を考慮する場合の値を準用し，1.0 とした． 
抵抗係数Φは，要素試験データに対して降伏強度

のばらつきを考慮することとし，道示Ⅱに基づき

0.85 とした．制限値の各項目の数値と考え方を表-5

にまとめる． 
以上の検討を踏まえ，限界状態 2 を取り入れた接

合部に対する照査項目を表-6に示す．限界状態 2に
おいて，ボルトに対してせん断破断の照査を行うこ

引張荷重

試験パラメータ 板厚(mm)：9,14,19
板幅(mm)：120,152,184,216
ボルト本数(本)：3,5

引張
荷重

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

α b
1

kb

要素試験結果
回帰直線
0.65αb1

変動係数(%) 5.0 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 30.0 40.0

抵抗係数 0.90 0.85 0.80 0.75 0.70 0.65 0.50 0.35

項目
調査・解析

係数ξ1 抵抗係数Φ 特性値

数値 1 0.85
適用の
考え方

道路橋示方
書の値を準
用

鋼材強度ばらつきを
考慮することとし，
道路橋示方書Ⅱの値
を準用

支圧耐力係数
を要素試験
データの下限
値相当とする
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ととしている．これは，ボルトの破断が被接合材の

変形支圧限界到達に先行して生じないことを前提と

しているためである． 

 

(3) 適用条件 

限界状態 2 は，接合部の降伏後の挙動が，変形支

圧限界に関する検討が実施された事例と同じ傾向を

示すと想定される構造に適用可能とする．変形支圧

限界への影響を検討した知見がなく，適用対象外と

する条件の一覧を表-7 に示す． 
一般的な鋼材と比べて降伏点が高い SM570，

SM570W ， SBHS400 ， SBHS400W ， SBHS500 ，

SBHS500Wは，塑性変形能に関する研究事例が少な

く，変形支圧限界において道示Ⅰに規定する他の構

造用鋼材と異なる挙動を示す可能性があるため，適

用対象外とする． 
ボルト列数については，道示Ⅱより，高力ボルト

摩擦接合において 1 ボルト線状に並ぶ本数が多くな

ると，ボルトに作用する力が不均等になる．変形支

圧限界は，関連する文献 4)6)7)でボルト列数が 5 列以

下で検討されているため，6 列以上の場合は適用対

象外とする． 
耐力比 kb については，2.(1)に示す要素試験事例

がある範囲を適用範囲とする． 
 
(4) 適用対象部材 

道示Ⅱでは，接合部において，連結され一体とな

る部材が所要の機能を発揮するようにしなければな

らない．つまり，部材が限界状態に至る前に接合部

が限界状態に至ることがないようにする必要がある．

実務設計では，主部材は偶発作用に対して限界状態

1，3 を満足することを照査する．このため，部材

一般部が限界状態 1 となる前に連結部が限界状態 2
になることは許容されないと考えられ，主部材の接

合部への変形支圧限界の適用は難しい． 
適用対象となる箇所として，主桁間の荷重分配に

寄与しておらず，一時的にすべりや塑性化が発生し

たとしても主部材や構造の耐荷性能に大きく影響し

ない部材や，損傷時に比較的取替えやすい部材を対

象と考えることができる．地震により対傾構接合部

のすべりが生じた事例 8)を図-8 に示す．本事例のよ

うに発災時に実際にすべりが生じているが，主部材

に大きな変形が認められない場合には構造自体が不

安定になっているとはいえない．適用対象部材の例

として，中間横桁，横構，対傾構が考えられる．ま

た，一般的に横桁は主桁間の荷重分配への寄与が大

きいため，適用対象とすることは難しいが，少数 2
主Ⅰ桁橋等の主桁間の荷重分配への寄与が小さい分

配横桁も適用可能性があると考えられる． 
 
  
４．実構造物への適用 
 
(1) 試設計の実施方針 

変形支圧限界の適用が可能か確認するために，実 

表-6 変形支圧限界を取り入れた照査項目 

 
 

表-7 変形支圧限界の適用対象外とする条件 

 
 

 
図-8 地震による対傾構のすべり発生事例 6) 

 
表-8 部材接合部の構造諸元 

 
 
橋の中間横桁，横構，対傾構に対して変形支圧限界

到達を限界状態 2 に適用した場合の試設計を行った． 
ボルト本数削減効果は，現行設計と変形支圧限界

適用時のボルト本数を比較することで確認する．ボ

ルト本数の計算において以下の条件を適用する． 
・現行設計と変形支圧限界でボルト行数は同じとす

る． 

状態

状況

永続作用や
変動作用が
支配的な
状況

母材:孔引き断面
(引張部材)におけ

る降伏

連結板:みなし規定
※

ボルト:接合面のす
べり

偶発作用が
支配的な
状況

（提案）
母材:変形支圧限界に
おける支圧耐力

連結板:みなし規定
※

ボルト:せん断破断

※母材の照査を満足する場合，母材と同等以上の耐力を有する連結板も照査を満
足するとみなす

母材:孔引き断面
(引張部材)におけ

る降伏

連結板:みなし規定
※

ボルト:せん断破断

限界状態3限界状態2限界状態1

1

道示Ⅰ9.1に規定する構造用鋼材のうち，

SM570，SMA570W，SBHS400，SBHS400W，

SBHS500およびSBHS500Wが用いられている

場合

2 1ボルト線上に並ぶ本数が6本以上の場合

3 道示Ⅱ9.5.5の拡大孔が適用されている場合

4 道示Ⅱ9.5.10の勾配座金及び曲面座金が用い

られている場合

5 端抜け破断/純断面破断の耐力比k bが3.0より

大きい場合

横構 2 2 14 200 1.6

対傾構 2 2 8 152 2.3

中間横桁下フランジ 2 3 24 300 1.4

中間横桁ウェブ 1 2 13 146 1.0

C橋 5径間連続

鋼少数主桁橋
横構 2 4 13 220 3.1

中間横桁下フランジ 2 3 14 320 1.2

中間横桁ウェブ 1 2 9 150 1.0

中間横桁下フランジ 2 4 24 300 2.0

中間横桁ウェブ 1 2 13 150 1.0

中間横桁下フランジ 2 4 24 300 2.0

中間横桁ウェブ 1 2 13 145 1.0

6径間連続

鋼I桁橋

ボルト
列数

n f

部材の
総幅

b f(mm)

耐力比

k b

F橋

E橋

D橋

3径間連続

鋼細幅箱桁

2径間連続

鋼細幅箱桁

4径間連続

鋼箱桁

板厚

t m(mm)橋名 部材

ボルト

行数

m f

形式

A橋

B橋 6径間連続

鋼少数主桁橋
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表-9 試設計の結果 

 
 

 
(a) 特性値                     (b) ボルト本数 

図-9 試設計の結果 

 

・変形支圧限界適用時は，行方向および列方向のボ

ルト本数を揃える通常のボルト配置を想定する． 
・設計計算により求められるボルト本数（計算本数）

と，実施工に適用する場合を想定したボルト本数

（設計本数）を整理する．設計本数は，計算本数

に対して，ボルト本数を整数値に切り上げ，最低

ボルト列数 3)（2列）の適用を考慮した本数となる． 
・接合部を母材の全強 75%以上 3)とする． 

試設計においては，3.(3)の適用条件は考慮しな

いこととする．試設計の対象は設計書で作用力が判

明している部材のうち，作用力が最大である部材と

する．対象とする作用力は各設計書に基づく．変形

支圧限界に対する照査項目は表-6 による．  
 

(2) 試設計の結果 

対象とする部材接合部の構造諸元を表-8 に示す．

C 橋の横構は耐力比 kbが 3.1 であり，表-7 に示した

適用範囲外となった．これは C橋の横構はボルト列

数が 4 列であり，他の部材と比べて端抜け破断耐力

が大きいこと，およびボルト列数が 4 列の他の部材

（E 橋，F 橋の中間横桁下フランジ）と比べて部材

の総幅が小さく，純断面破断耐力が小さいことが影

響している．  
試設計の結果を表-9 に示す．表-9 の変形支圧限

界適用時の照査項目は，A 橋，B 橋，C 橋は偶発作

用が支配的な状況であるため限界状態 2 および 3 に

対する照査を，D 橋，E 橋，F 橋は変動作用が支配

的な状況であるため限界状態 1 および 3 に対する照

査を示している．元とした設計計算で変動作用が支

配的な接合部は試設計結果の評価を省略することと

し，偶発作用が支配的である A 橋，B 橋，C 橋につ

いて，特性値およびボルト本数を図-9 に示す． 

図-9(a)より，すべり耐力の特性値と 3.による支

圧耐力の特性値の比率は，A 橋の対傾構と B 橋の中

間横桁ウェブでは 1.0 より小さかった．これは，A
橋の対傾構は比較的板厚が薄く支圧耐力が小さいこ

と，B 橋の中間横桁ウェブは摩擦接合面が 2 面であ

りすべり耐力が大きいことが影響している．その他

の部材では特性値の比率が 1.0 以上であった． 
図-9(b)より，設計本数の比率は A橋の横構で 0.7

となりボルト本数を削減できたが，A 橋の対傾構で

1.5 となりボルト本数が増加した．B 橋および C 橋

の設計本数の比率は 1.0 となった．これは，ボルト

本数を整数値に切り上げ，または最低ボルト列数の

すべり耐力
の特性値(kN)

支配的な作
用(道示Ⅰ)

ボルト本数
決定要因

計算
本数

設計
本数

支圧耐力の
特性値(kN)

支配的な作
用(道示Ⅰ)

ボルト本数
決定要因

計算
本数

設計
本数

特性値
計算
本数

設計
本数

横構 92 偶発⑪ 限界状態1 4.61 6 158 偶発⑪ 限界状態2 3.07 4 1.72 0.67 0.67

対傾構 92 偶発⑪ 限界状態1 3.58 4 90 偶発⑪ 限界状態2 4.29 6 0.98 1.20 1.50
中間横桁

下フランジ
184 偶発⑪ 限界状態1 5.75 6 274 偶発⑪ 限界状態3 5.11 6 1.49 0.89 1.00

中間横桁ウェブ 184 偶発⑪ 限界状態1 6.17 12 149 偶発⑪ 限界状態2 8.98 12 0.81 1.46 1.00

C橋 横構 92 偶発⑪ 限界状態1 7.01 8 132 偶発⑪ 限界状態3 6.12 8 1.43 0.87 1.00
中間横桁

下フランジ
184 変動② 限界状態1 3.49 6 162 変動② 限界状態1 3.49 6 0.88 1.00 1.00

中間横桁ウェブ 184 変動② 限界状態1 18.81 32 104 変動② 限界状態1 18.81 32 0.57 1.00 1.00
中間横桁

下フランジ
184 変動⑥ 限界状態1 5.79 8 262 変動⑥ 限界状態1 5.79 8 1.42 1.00 1.00

中間横桁ウェブ 184 変動⑥ 限界状態1 8.70 12 142 変動⑥ 限界状態1 8.70 12 0.77 1.00 1.00
中間横桁

下フランジ
184 変動⑥ 限界状態1 6.22 8 262 変動⑥ 限界状態1 6.22 8 1.42 1.00 1.00

中間横桁ウェブ 184 変動⑥ 限界状態1 8.46 12 142 変動⑥ 限界状態1 8.46 12 0.77 1.00 1.00

青：現行設計と比べて耐力増加/ボルト本数減少，赤：現行設計と比べて耐力低下/ボルト本数増加

橋名 部材

A橋

B橋

D橋

E橋

F橋

現行設計 変形支圧限界 比率(変形支圧限界/現行設計)

0.67

1.20

0.89

1.46

0.87

0.67

1.50

1.00
1.00

1.00

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0

2

4

6

8

10

12

14

比
率

(変
形

支
圧

限
界

/ 現
行

設
計

)

ボ
ル

ト
本

数
(本

)

計算本数(現行設計) 設計本数(現行設計)
計算本数(変形支圧限界) 設計本数(変形支圧限界)
計算本数の比率 設計本数の比率

1.72

0.98

1.49

0.81

1.43

0.00
0.20
0.40
0.60
0.80
1.00
1.20
1.40
1.60
1.80
2.00

0

50

100

150

200

250

300

横構 対傾構 中間横桁 中間横桁ウェブ 横構

比
率

(変
形

支
圧

限
界

/ 現
行

設
計

)

特
性

値
（

kN
）

現行設計(すべり耐力)
変形支圧限界(支圧耐力)
比率

横構中間横桁
ウェブ

中間横桁下
フランジ

対傾構横構

C橋B橋A橋

横構中間横桁
ウェブ

中間横桁下
フランジ

対傾構横構

C橋B橋A橋
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制限により，現行設計と変形支圧限界適用時でボル

ト本数が変わらないことを示している． 
偶発作用の照査を行った 3 橋のうち，設計上削減

可能なボルト本数は 2 本となった．変形支圧限界の

適用によるボルト本数削減効果は，部材の断面積が

大きく，使用ボルト本数（列数，行数）が多い場合

に大きくなる．一方，式(2)より，ボルト列数およ

び行数が多いほど端抜け破断耐力が大きくなり，耐

力比 kb が適用範囲である 3.0 を超える可能性が高く

なる．主部材での kb は 3.0 以上となるケースが多い

こともわかっているため，変形支圧限界の適用拡大

に向けて，今後は耐力比 kb が 3.0 以上での支圧耐力

係数に関する知見を収集し，支圧耐力係数 αb1 の適

用範囲を拡大する必要がある． 
 
 
５．まとめ 
 

本検討は，変形支圧限界への到達を高力ボルト摩

擦接合の限界状態 2 として適用するうえでの必要事

項の整理および適用性を確認するための実構造に対

する試設計を行った．その概要を以下に示す． 
・変形支圧限界における支圧耐力係数 αb1 の特性値

を，被接合材の端抜け破断と純断面破断の耐力比

kb に関する式として設定した．支圧耐力係数 αb1

の特性値は要素試験データの下限値相当になるこ

とを確認した． 

・変形支圧限界の適用対象になりうる部材の考え方

を整理した．主桁間の荷重分配に寄与しておらず，

一時的にすべりや塑性化が発生したとしても主部

材や構造の耐荷性能に大きく影響しない部材を適

用対象と考えることができる． 
・変形支圧限界の実構造物への試設計を行った．現

行設計に対する変形支圧限界適用時のボルト本数

は，対象とした部材の中では最大 2 本削減可能で

あった．今後は，変形支圧限界の適用によるボル

ト本数削減効果が高くなると想定される部材の断

面積が大きくなる条件を整理する． 
・本検討では，試設計を行うために調査・解析係数

ξ1，抵抗係数 Φ，および適用対象部材を仮定した．

今後は制限値を設定するための参照データの特性

や限界状態 2 の特性を踏まえ，これらの妥当性の

検討が必要である．また，変形支圧限界に関する

検討事例を踏まえて，設計法の適用範囲の検討が

必要である． 
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高力ボルト摩擦接合部のすべり後の支圧状態を考慮した設計法の一提案 
 

(一財)阪神高速先進技術研究所 正会員○中本 勇  

阪神高速道路(株)技術部    正会員 藤原 眞幸 

大阪公立大学大学院工学研究科 正会員 山口 隆司 

(一財)阪神高速先進技術研究所 正会員 赤松 伸祐 

阪神高速道路(株)技術部    正会員 青木 康素 

北海道大学大学院工学研究院  正会員 佐倉 亮  

１．はじめに  

道路橋示方書Ⅰ編 1)(以下，道示Ⅰ)では，都市高速道

路等の橋の耐荷性能に対する照査項目として，偶発作

用が支配的な状況で限界状態 2 および 3 の照査が求め

られる．橋の耐荷性能は部材の耐荷性能で代表させて

よく，高力ボルト摩擦接合継手部に対して限界状態 2 お

よび 3 の照査が求められることになるが，継手部のす

べり後挙動に関する研究は少なく，限界状態 2 の照査

式は設定されていない． 

限界状態設計法による合理化を目指す場合，すべり

後挙動の評価を行い，適切な限界状態 2 の設定が必要

である．これに対し，図-1(a)に示すように継手部の破

断に対して一定余裕がある限界状態を設定することを

目的に，すべり後の変形性能に着目した変形支圧限界

が提案されている 2)． 

本検討は，表-1 に示すように変形支圧限界への到達

を被接合材の限界状態 2 として適用することを考え，

変形支圧限界の制限値を検討した．また，実橋を対象と

した試設計により，ボルト本数の変化を評価した． 

２．変形支圧限界の制限値  

文献 2)では，短冊形継手の要素試験による，変形支圧

限界到達時の被接合材の支圧耐力に関する検討が実施

されている．変形支圧限界は，設計上の簡便さ，状態確

認の容易さから考えられたものであり，図-1(b)に示す

ようにボルト孔変形量がボルト軸径の 5%になる状態

である 3)．支圧耐力は式(1)により提案され，支圧耐力係

数 αb1は変形支圧限界時に被接合材に生じる応力を降伏

強度の特性値（公称値）で除した値であり，図-2 に示

す要素試験結果から算出される． 
𝑉𝑉𝑒𝑒 = 𝛼𝛼𝑏𝑏1 ∙ 𝑑𝑑 ∙ 𝑡𝑡𝑚𝑚 ∙ 𝜎𝜎𝑦𝑦𝑦𝑦 (1) 

ここで，αb1：支圧耐力係数，d：ボルト軸平行部径(mm)，

tm：被接合材の板厚(mm)，σym：被接合材の降伏強度の特

性値(N/mm2)である． 

支圧耐力係数 αb1 は，被接合材の端抜け破断耐力と純 

 
(a)荷重-変位関係と限界状態 (b)変形支圧限界時のボ

ルト周辺部 

図-1 変形支圧限界のイメージ 

表-1 変形支圧限界を取り入れた照査項目 

 

 

図-2 支圧耐力係数と耐力比の関係 

表-2 道路橋示方書Ⅰ編による変動係数に応じた抵抗係数 

 

断面破断耐力の耐力比 kb の増加とともに低下する傾向

が見られる 2)3)．これは耐力比 kb が大きい範囲では純断

面降伏の影響が大きく，ボルト孔での支圧力が孔変形

に及ぼす影響が相対的に小さくなるためと考えられる．

図-2 の要素試験データに対する支圧耐力係数 αb1 の回

帰直線を式(2)に示す． 
𝛼𝛼𝑏𝑏1 = 3.55 − 0.21𝑘𝑘𝑏𝑏 (2) 

限界状態1

限界状態3限界状態2

状態

状況

永続作用や
変動作用が
支配的な状況

母材：孔引き断面(引張部

材)における降伏

連結板：みなし規定
※

ボルト：接合面のすべり

偶発作用が
支配的な状況

（提案）
母材：変形支圧限界に
おける支圧耐力

連結板：みなし規定
※

※母材の照査を満足する場合，母材と同等以上の耐力を有する連結板も照査を満足するとみなす

母材：孔引き断面(引張

部材)における降伏

連結板：みなし規定
※

ボルト：せん断破断

限界状態3限界状態2限界状態1

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

α b
1

kb

要素試験結果

回帰直線 :3.55-0.21kb

要素試験結果

回帰直線 :αb1=3.55-0.21kb
特性値相当:0.65αb1=2.30-0.14kb

制限値相当:ξ1⋅Φ⋅0.65αb1=1.96-0.12kb

変動係数(%) 5.0 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 30.0 40.0

抵抗係数 0.90 0.85 0.80 0.75 0.70 0.65 0.50 0.35
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表-3 耐力比 kbとボルト本数の試設計結果 

変形支圧限界の特性値を設定するにあたり，支圧耐

力係数 αb1は要素試験データの下限値相当になるように

設定することを考えた．道示Ⅰでは，データのばらつき

を考慮した抵抗係数を変動係数に応じた値として設定

している(表-2)．この考えを準用し，要素試験結果（デ

ータ数 60 件）の変動係数 17.6%から，表-2 より抵抗係

数は 0.65，支圧耐力係数の特性値は 0.65αb1 とした．図

-2 より，支圧耐力係数の特性値は要素試験データの下

限値程度となった．

現行設計と比較する試設計を行うために，特性値に

対して，調査・解析係数 ξ1 および抵抗係数 Φを乗じた

制限値を仮定する．調査・解析係数ξ1 は道路橋示方書

Ⅱ編（以下，道示Ⅱ）4)において，高力ボルト摩擦接合

の被接合材に対して限界状態 3（偶発作用）を考慮する

場合の値を準用し，1.0 を仮定した．抵抗係数Φは要素

試験データに対して降伏強度のばらつきを考慮するこ

ととし，道示Ⅱ4)に基づき 0.85 を仮定した．制限値を図

-2 に示す．

３．実橋を対象とした試設計

2．で仮定した変形支圧限界の制限値を用いて，実橋

を対象とした表-1 の照査項目の試設計を行い，変形支

圧限界を限界状態 2 に適用した場合の合理化への寄与

度を定量的に評価した．表-3 に試設計の対象とした部

材の耐力比 kb と 2．の制限値を用いたボルト本数の試

設計結果を示す．試設計の対象部材は，変形支圧限界を

主桁間の荷重伝達への寄与が小さい部材に適用するこ

とを仮定し，横構，対傾構，中間横桁とした．「計算本

数」は断面力に対して計算上必要となるボルト本数，

「設計本数」は全強 75%以上，2 列以上配置等，高力ボ

ルト摩擦接合部として求められる規定 4)を考慮したボ

ルト本数である．

変形支圧限界の適用により設計本数は最大 3 割削減

した．これは，現行設計ではすべて限界状態 1 によりボ

ルト本数が決まっていたものに対し，変形支圧限界の

適用により限界状態 2 または限界状態 3 でボルト本数

が決まることになったためである．

４．まとめ

・変形支圧限界における支圧耐力係数 αb1 の特性値を，

被接合材の端抜け破断と純断面破断の耐力比 kb に関

する式として設定した．支圧耐力係数 αb1 の特性値は

要素試験データの下限値相当になることを確認した． 

・変形支圧限界を限界状態 2 として取り入れた試設計

の結果，設計上のボルト本数を削減可能であること

を確認した．

・本検討では，試設計を行うために調査・解析係数 ξ1，

抵抗係数 Φ，および適用対象部材を仮定した．今後は

制限値を設定するための参照データの特性や限界状

態 2 の特性を踏まえ，これらの妥当性の検討が必要

である．また，変形支圧限界に関する検討事例を踏ま

えて，設計法の適用範囲の検討が必要である．

参考文献
1)日本道路協会：道路橋示方書・同解説，Ⅰ共通編，2017
2)森山他：板幅および板厚が高力ボルト摩擦接合継手の支圧
限界状態に与える影響，土木学会論文集 A1，Vol.74，No.1，
pp.25-43，2018 
3)佐倉亮：曲げとせん断を受ける高力ボルト摩擦接合部のす
べり・支圧強度に関する研究，大阪市立大学博士論文，2024.3
4)日本道路協会：道路橋示方書・同解説，Ⅱ鋼橋・鋼部材編，
2017 

ボルト本数
決定要因

計算
本数

設計
本数

ボルト本数
決定要因

計算
本数

設計
本数

計算
本数

設計
本数

横構 1.6 限界状態1 4.6 6 限界状態3 3.1 4 0.7 0.7

対傾構 2.3 限界状態1 3.6 4 限界状態3 3.3 4 0.9 1.0

中間横桁下フランジ 1.4 限界状態1 5.7 6 限界状態3 5.1 6 0.9 1.0

中間横桁ウェブ 1.0 限界状態1 6.2 12 限界状態2 3.6 12 0.6 1.0

C橋 5径間連続鋼少数主桁橋 横構 3.1 限界状態1 7.0 8 限界状態3 6.1 8 0.9 1.0

中間横桁下フランジ 1.2 限界状態1 3.5 6 限界状態3 3.6 6 1.0 1.0

中間横桁ウェブ 1.0 限界状態1 18.8 32 限界状態2 12.1 32 0.6 1.0

中間横桁下フランジ 2.0 限界状態1 5.8 8 限界状態3 5.1 8 0.9 1.0

中間横桁ウェブ 1.0 限界状態1 8.7 12 限界状態2 5.3 12 0.6 1.0

中間横桁下フランジ 2.0 限界状態1 6.2 8 限界状態3 5.5 6 0.9 0.8

中間横桁ウェブ 1.0 限界状態1 8.5 12 限界状態2 5.0 12 0.6 1.0

青：現行設計と比べてボルト本数減少

B橋

A橋

現行設計 変形支圧限界 変形支圧限界/現行設計

橋名 部材形式

6径間連続鋼少数主桁橋

6径間連続鋼I桁橋

耐力比

k b

F橋

E橋

D橋

3径間連続鋼細幅箱桁

2径間連続鋼細幅箱桁

4径間連続鋼箱桁
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高力ボルト摩擦接合部での変形支圧限界を考慮した 

設計法に関する一検討～設計合理化～ 
 

(一財)阪神高速先進技術研究所 ○中本 勇  

阪神高速道路(株)技術部     藤原 眞幸 

大阪公立大学大学院工学研究科  山口 隆司 

(一財)阪神高速先進技術研究所  赤松 伸祐 

阪神高速道路(株)技術部     青木 康素 

北海道大学大学院工学研究院   佐倉 亮  

１．はじめに  

道路橋示方書Ⅰ編 1) （道示Ⅰ）では，橋の耐荷性能は設計

で考慮する状況とそのときに求められる状態の関係が示

されている．偶発作用が支配的な状況での所要の状態は限

界状態 2 および 3 として定義されている．橋の耐荷性能は

部材の耐荷性能で代表させてよい．橋梁部材の高力ボルト

摩擦接合継手部に対してもこれらの限界状態の照査が求

められることになるが，限界状態 2 の照査法は確立されて

いない． 

限界状態設計法による継手設計の合理化を目指す場合，

すべり後挙動を評価し，適切な限界状態 2 を設定する必要

がある．これに対して図－1(a)に示すように接合部の最大

耐力に対して所要の耐荷性能・変形性能を有する限界状態

を設定することを目的に，すべり後の変形性能に着目した

変形支圧限界が提案されている 2)3)4)． 

文献 5)では，変形支圧限界への到達を被接合材の限界状

態 2 として適用することを考え，過年度検討 3)4)を基に変

形支圧限界の特性値を仮定している．本検討は，過年度検

討 3)4)における実験データの分布特性に着目し，文献 2)で

仮定した特性値の妥当性を評価したものである． 

２．変形支圧限界の特性値 

文献 3)，4)では，図－2の試験体に対する要素試験によ

る，変形支圧限界到達時の被接合材の支圧耐力に関する検

討が実施されている．変形支圧限界は，設計上の簡便さ，

状態確認の容易さから考えられたものであり，図－1(b)に

示すボルト孔変形量がボルト軸平行部径に対して特定の

割合になる状態である．支圧耐力は式(1)により提案され，

支圧耐力係数 αb1 は変形支圧限界時に被接合材に生じる応

力を降伏強度の特性値（公称値）で除した値であり，図－

2の要素試験から算出される． 
𝑉𝑉𝑒𝑒 = 𝛼𝛼𝑏𝑏1 ∙ 𝑑𝑑 ∙ 𝑡𝑡𝑚𝑚 ∙ 𝜎𝜎𝑦𝑦𝑦𝑦 (1) 

ここで，αb1：支圧耐力係数，d：ボルト軸平行部径(mm)，

tm：被接合材の板厚(mm)，σym：被接合材の降伏強度の特性

値(N/mm2)である． 

 

  

 図－1 変形支圧限界のイメージ 

図－3 支圧耐力係数と耐力比の関係 

引張荷重

試験パラメータ 板厚(mm)：9,14,19
板幅(mm)：120,152,184,216
ボルト本数(本)：3,5

引張
荷重

図－2 要素試験の状況 

(a)試験体形状 

(b)試験状況 

(a)荷重-変位関係と 
限界状態 

(b)変形支圧限界時の 
ボルト周辺部 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

α b
1

kb

試験結果(α5%) 回帰直線 0.65α5%
試験結果(α10%) 回帰直線 0.75α10%
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要素試験による支圧耐力係数 αb1 と，

被接合材の端抜け破断耐力と純断面破

断耐力の耐力比 kb の関係 3)を図－3 に

示す．ここでは孔変形量が 10%以下で

あれば継手の変形が過大とならない 3)

ことを踏まえ，孔変形量 5%，10%にな

る状態（5%変形支圧限界，10%変形支

圧限界）を検討対象とし，それぞれの

支圧耐力係数 α5%，α10%を示している． 

要素試験により破断した部材・部位

によってボルト孔周辺の変形挙動が異

なる 4)ことを踏まえ，図－3のうち，純

断面破断が生じたケース（1.2<kb<2.3）

とボルト破断が生じたケース（0.5<kb<1.7）を抽出し，それぞれ図－4，図－5に示す．図の凡例は母材の板厚

を示している． 

図－4 より，純断面破断が生じたケースの α5%と α10%は，kb の増加とともに低下する傾向が見られる．これ

は kb が大きい範囲では純断面降伏の影響が大きく，ボルト孔での支圧力が孔変形に及ぼす影響が相対的に小

さくなるためと考えられる．純断面破断したケースは kb が同じときの α5%と α10%の差が小さい．これは純断面

降伏の進行により支圧力が増加せずに孔変形が進行した可能性が考えられる．図－5より，ボルト破断が生じ

たケースは板厚が大きいほど α5%，α10%が小さい．これは板厚が大きいほどボルト孔壁に作用する支圧力が小

さいため 4)である． 

要素試験結果の変動係数は，α5%（データ数 60 件）は 17.6%，α10%（データ数 57 件）は 14.1%である．α5%の

変動係数の方が大きいのは，先述したように kb が小さい範囲において板厚の影響で α5%が小さい方向に分布

し，αb1 が kb とともに低下する傾向が小さくなるためと考えられる．本検討は全ての実験データから求める回

帰直線に対して抵抗係数を適用することで，実験データの最低値をカバーできるようにしたものを支圧耐力

係数の特性値とする．道示Ⅰでは，データのばらつきを考慮した抵抗係数を変動係数に応じた値として設定し

ている(表－1)．この考えを準用し，α5%，α10%に対する抵抗係数（それぞれ 0.65，0.75）を適用した支圧耐力係

数の特性値は式(2)，(3)となる． 
α5%の特性値：0.65𝛼𝛼𝑏𝑏1 = 0.65(3.55− 0.21𝑘𝑘𝑏𝑏) (2) 
α10%の特性値：0.75𝛼𝛼𝑏𝑏1 = 0.75(4.33− 0.46𝑘𝑘𝑏𝑏) (3) 

変形支圧限界を安全側に設定することを考え，5%変形支圧限界を限界状態 2 に適用することを検討する．

図－3より，0.65α5%は要素試験データの下限値程度となっており，特性値として妥当であると考えられる． 

３．まとめ  

・変形支圧限界における支圧耐力係数 αb1の特性値を，被接合材の端抜け破断と純断面破断の耐力比 kb に関す

る式として設定した．支圧耐力係数 αb1 の特性値は要素試験データの下限値相当になる． 

・今後は特性値に対して，参照データの特性や限界状態 2 の特性を踏まえて適切な安全率を設定し，変形支圧

限界の制限値を設定する． 
 
参考文献 
1) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説Ⅰ共通編，2017. 
2) 森山他：高力ボルト摩擦接合継手の断面構成およびボルト配置間隔がボルト孔の変形量で規定したすべり後の支圧耐力に及ぼす影響，構

造工学論文集 Vol.66A，2020. 
3) 佐倉亮：曲げとせん断を受ける高力ボルト摩擦接合部のすべり・支圧強度に関する研究，大阪市立大学博士論文，2024.. 
4) 森山他：板幅および板厚が高力ボルト摩擦接合継手の支圧限界状態に与える影響，土木学会論文集 A1，Vol.74，No.1，pp.25-43，2018. 
5) 中本他：高力ボルト摩擦接合部のすべり後の支圧状態を考慮した設計法の一提案，第 80 回年次学術講演会，2025. 

表-1 道路橋示方書Ⅰ編による変動係数に応じた抵抗係数 

変動係数(%) 5.0 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 30.0 40.0

抵抗係数 0.90 0.85 0.80 0.75 0.70 0.65 0.50 0.35

図－5 ボルト破断ケース
の αb1-kb関係 

図－4 純断面破断ケース
の αb1-kb関係 
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キーワード 気候変動，WRF，d4PDF，設計基準風速   
連絡先   〒541-0054 大阪市中央区南本町 4-5-7 東亜ビル内 (一財)阪神高速先進技術研究所 TEL 06-6244-6038 

WRFモデルを用いた気候変動が台風の風速に与える影響の検討 

(一財)阪神高速先進技術研究所 正会員 ○中牟田 和典 正会員 杉山 裕樹 正会員 赤松 伸祐 
阪神高速道路(株) 正会員 篠原 聖二 正会員   伊佐 政晃 正会員 高田 耕庸 正会員 金子 玲衣 
京都大学防災研究所 正会員 竹見 哲也 (一財)日本気象協会 非会員 内田 良始 非会員 小川 直斗 

１．はじめに 
橋梁に用いる設計基準風速は，架設地点で風観測を実施し

た場合，その観測データを基に100年再現期待値として設定

される．この風速には，観測データが少ない場合に，特異な

観測値に再現期待値が影響される特徴がある．一方で，IPCC

第6次報告書1)では，今後の地球温暖化の進行が確実視され

ており，日本においても台風の発生頻度が増加し，強度が増

加される可能性が懸念されている．そこで，本研究では，長

大橋の建設計画が進む大阪湾岸道路西伸部を対象に，過去に

甚大な被害をもたらした2018年台風21号について温暖化が

風速に及ぼす影響をWeather Research  and  Forecasting  (WRF) 

Modelおよびdatabase  for  Policy  Decision  making  for  Future 

climate change(d4PDF)2)を用いて検討した．  

２．実験条件 

 (1)再現実験 

検討には，WRF version 4.0を用いた．WRFはさまざまな

物理過程を考慮可能な非静力学・完全圧縮型のメソ気象モデ

ルである．計算領域は，対象台風の経路を含む西太平洋を中

心に約3000km×3000kmとし，第1領域から第3領域までの水

平格子間隔をそれぞれ15km，5km，1kmとした双方向ネステ

ィングを適用した(図-1)．なお，第3領域内の赤点で示された

位置が本研究の対象地点である．WRFの実験条件について

表-1に示す．台風経路を再現するために，気象庁が公表する

解析結果(以下，ベストトラック(図-2))に近づける措置を講

じた．具体的には，第1領域の約750hPa高度より上層の水平

風のうち，波数3以下の成分にスペクトルナッジングを適用

することで，台風の経路に影響を与える大規模な風場を観測

値に近づけた．一方で，地表付近の風速は地形の影響や温暖

化を考慮した物理過程に従う形で再現した．数値モデルの不

確実性を考慮し，第1領域に対して6時間間隔で初期時刻を変

更した8メンバーの初期時刻アンサンブル実験を実施した． 

(2)擬似温暖化実験 

前項と同じ実験条件で擬似温暖化実験を行った．温暖化条

件の設定については，d4PDFに基づく60km解像度の現在気

候，2度上昇，4度上昇実験の結果を用いた．これらのデータ

を基に，既往の文献3)に示す手法に従い，北西太平洋におけ 

 
 

 

 

 

表-1 WRF 実験条件 

図-1 実験モデル 

図-2 台風の経路(再現実験結果) 
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る東西平均の海面水温および各高度の気温の月平均値に

ついて，現在気候と温暖化実験の差分データを初期値・境

界値に加える手法を採用した． 

３．実験結果 

(1)再現実験結果 

台風の経路がベストトラックに沿い(図-2(a))，対象地点

の台風の中心気圧および風速が観測値に近い値を示すこ

とで，本実験の再現性が高いことを確認した．  

(2) 擬似温暖化実験結果 

温暖化実験でも台風の経路がベストトラックに沿う結

果が得られた  (図-2(b),(c))．また，台風の上陸時の中心付

近のピーク風速を比較した結果，  2 度上昇では 2～3m/s,4

度上昇では 5～6m/s 程度増加する傾向が示された(図-3)．

この傾向は既往の論文とも整合しており，温暖化に伴う下

層の水蒸気量の増加や上層の風の場の変化が，台風の核構

造を強化する要因と考える．  3)次に神戸空港アメダス地点

における風速の比較結果を図-4 に示す．図中の網掛け領域

は各時刻におけるメンバー間の最大値と最小値の幅を表

し，点線は各時刻におけるメンバー平均を示している．再

現実験と比較した場合，2 度上昇および 4 度上昇の温暖化

実験では，ピーク風速が増加する傾向が確認された．この

傾向を定量的に評価するため，風速のピーク値についてメ

ンバー平均値を各実験で比較し，その結果を表-2 に示す．

ピーク風速のメンバー平均値の比（再現実験を 1.0 とした

場合）は，2度上昇では 1.08，4度上昇では 1.04となった．

台風の中心付近のピーク風速と神戸空港アメダス地点の

ピーク風速に異なる傾向が見られた要因として，台風の経

路による風向の変化や，それに伴う地形の影響が考えられ

る．さらに，20m/s 以上の風速が発生する時間を比較した

結果，4 度上昇の実験で最も長い時間となった．そこで，

強風領域の広がりに着目して比較を行った(図-5)．温暖化

の影響により，20m/s および 30m/s 以上の強風領域の広が

りには顕著な差は見られなかったものの，台風の目がより

コンパクトになり，中心付近の風速が増大する傾向が見ら

れた． 

４．まとめ 

本研究では，過去に甚大な被害を引き起こした台風を対

象に，WRFモデルおよびd4pdfを用いて温暖化実験を実施した．その結果，温暖化による風速の変化を評価したとこ

ろ，神戸空港の位置では風速が約1.04～1.08倍に増加する可能性が示された． 

参考文献：1)https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-cycle/ 2)https://search.diasjp.net/ja/dataset/d4PDF_5kmDDS_JP 

3)Keita Fujiwara, Tetsuya Takemi, Nobuhito Mori：Response of Intensity and Structure of Typhoon Jebi (2018)before Landfall to 2-K and 

4-K Warmed Future Climates in Dynamical Downscaling Experiment，SOLA, 2023, Vol. 19, 142−149 

  

 

 
 

 

 
 
 

20m/s以上時間数
(メンバー平均，分)

再現実験 35.41 1.00 237.50
2度上昇実験 38.13 1.08 257.50
4度上昇実験 36.97 1.04 278.75

ピーク平均値
(m/s)

図-4 対象地点の地上 10m 風速 

図-3 台風の中心付近の最大風速 

表-2 ピーク風速平均値の比較 

図-5 強風領域の比較 

(アンサンブル平均，赤線は上:20m/s 下:30m/s) 
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要約 
 

橋梁に用いる設計基準風速は，架設地点で風観測を実施した場合，その観測データを基に 100 年再現期

待値として設定される．この風速には，観測データが少ない場合，特異な観測値に再現期待値が影響され

る特徴がある．一方で，IPCC第 6次報告書では，今後の地球温暖化の進行が確実視されている．日本にお

いても台風の発生頻度および強度が増加される可能性が懸念されている．そこで，本研究では，気候変動

が最大風速に与える影響を把握することを目的に，大阪湾岸道路西伸部を対象地点として，d4PDF の気候

予測データを用いた統計的予測を実施した．さらに，過去の台風を対象に温暖化した場合の WRF による

台風シミュレーションの結果を用いて，対象地点の設計基準風速にどの程度影響があるのかを検討した．  
 

キーワード: WRF，d4PDF，気候変動，設計基準風速 
 

 

 

１．はじめに 
 
 長大橋に採用される吊橋や斜張橋などの構造形式

は，高い柔軟性と低い固有振動数を持ち，風による

振動を特に受けやすい特性を有している．そのため，

現地の風による影響を正確に把握し，適切な設計基

準風速を設定することが求められる．橋梁の耐風設

計において設計基準風速は安全性を確保する上で重

要なパラメータの一つであり，架設地点で風観測を

実施した場合，その観測データを基に 100 年再現期

待値として設定される．この風速には，観測データ

が少ない場合に，特異な観測値に再現期待値が影響

される特徴がある．一方で，IPCC第 6次報告書 1)で

は，今後の地球温暖化の進行が確実視されている．

台風の発生頻度，強度には海面水温が影響している

ことが明らかになっており 2)，日本においても地球

温暖化により台風の発生頻度および強度が増加され

る可能性が懸念されている．したがって，将来の気

象現象の変化を理解し，その影響を評価して耐風設

計などの対策を講じることが重要であり，安全な社

会基盤の構築に不可欠である． 

 近年，地球温暖化の進行に伴い，海面水温の上昇

が台風発生や発達に与える影響について，台風を対

象とした多くの研究がされており，温暖化により台

風が発達するメカニズムや台風の中心付近の風速が

増大することが確認されている．3)一方で，ある地

点に着目すると，観測される風速は周囲の地形の影

響を大きく受け，異なる傾向を示す可能性が考えら

れる．しかし，そのような対象地点に着目して，温

暖化による台風の風速へ及ぼす影響を検討した研究

は少ない． 

そこで，本研究では，長大橋の建設計画が進む大

阪湾岸道路西伸部を対象に， database for Policy 
Decision making for Future climate change(d4pdf)4)の気

候予測データを用いた統計的予測を実施し，100 年

再現期待値にどの程度影響があるかを確認した． 
さらに，過去に対象地点に甚大な被害をもたらし

た 2018 年台風 21 号について温暖化が風速に及ぼす

影響を Weather Research and Forecasting (WRF)および

d4pdf を用いて検討した．その結果を用いて，対象

地点の設計基準風速にどの程度影響があるのかを検

討した． 

 

 

２．統計的予測 
 

温暖化に伴う長期的な風速変動の傾向を把握する

ため，「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候

予測データベース」（d4PDF）を用いた統計解析を

実施した．d4PDF は自然現象を対象とした数値解析
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が内包している初期条件のわずかな違いが時間とと

もに大きく異なる結果をもたらすカオス的なふるま

いを示す不確実性を定量的に評価するために作成さ

れた多数の実験結果データベースである．実験には

アンサンブル手法を用いており，初期条件やモデル

のパラメータなどを少しずつ変えて多数回シミュレ

ーションを行っている． 
気象研究所が開発した全球大気数値モデル MRI-

AGCM3.2 の解析結果を 5 km メッシュまで高解像度

化した「全国 5kmd4PDF ダウンスケーリングデータ」

を用いて検討を行った． 
ダウンスケーリングには領域気候モデル NHRCM

を使用し，初期値と境界値に全球大気モデルの結果

を用いられている．データセットの概要を表-1 に，

領域範囲を図-1 に示す．解析対象は，神戸空港

（北緯 34 度 37.9 分，東経 135 度 13.4 分）の位置に

対応する海上メッシュとしてる． 
ダウンスケーリングデータは，20 世紀末実験

（以下，過去実験），産業革命前に比べて平均気温

が 2度上昇した条件（以下，2度上昇実験），4度上

昇した条件（以下，4 度上昇実験）の 3 つのシナリ

オがある．各々の実験で，海洋温度の初期値や海洋

温度の変化パターンの条件を変更した 12 メンバー

に対して 61 年分の解析を行っている． 
その解析結果の 723 年分のデータから日最大地上

（10 m）風速（wsmax）を抽出し，対象地点の年最

大風速データを算出した． 
この年最大風速を極値分布に当てはめ，100 年再

現期待値を算出した．極値分布は，一般的に用いら

れることが多いグンベル分布を適用した．5)グンベ

ル分布の確率密度関数と累積分布関数を図-2 に示

す．確率分布の適合度を標準最小二乗基準（SLSC）

を用いて評価した結果，過去実験および 2 度上昇実

験は十分な適合度が得られた．一方で，4 度上昇実

験は，温暖化によって極端に風速が増大したデータ

が原因で，閾値の目安である 0.04を超える結果とな

ったが，確率密度関数の分布とヒストグラムに極端

な差はないと判断し，4 度上昇実験においてもグン

ベル分布での検討を行った．  
100 年再現期待値の算出結果を図-3，表-2 に示す．

温暖化実験（2度上昇実験，4度上昇実験）の 100年
再現期待値は過去実験よりも大きくなる傾向が示さ

れた．ただし，過去実験に対する比率は，2 度上昇

実験で 1.05，4 度上昇実験で 1.04 で 2 度上昇実験の

方が大きい結果となった．この要因として，年最大

風速を示す個々のプロットとグンベル分布の確率密

度関数を比較すると風速の大きい領域では乖離が大

きく適合性が低い．またヒストグラム（図-2）を見

ると、2 度上昇実験では 20 m/s 付近の度数がほかの

実験と比べて小さく、25～30 m/s 付近では大きくな

っている．一方で、4 度上昇実験では反対の傾向で

あり，この年最大風速の分布の違いによるものと考

えられる． 
 

 

表-1 データセットの概要 

 

 

図-1 領域範囲 

(左)全国版d4PDFダウンスケーリングデータのモデル地形

(右)神戸空港付近の拡大図(赤枠が抽出メッシュ) 

 

(a)過去実験 

 
(b)2度上昇 

 
(c)4度上昇 

図-2 極値分布への当てはめ 

(左)確率密度関数，(右)累積分布関数 

 
図-3 グンベル紙による各実験の比較 

表-2 100年再現期待値 

 

風速(m/s) 風速比

過去実験 31.6 1.00

2度上昇実験 33.3 1.05

4度上昇実験 33.0 1.04

100年再現期待値
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３．WRF による検討 
 

 次に，年最大風速の値に影響を与える台風事例を 

対象に，温暖化によって観測地点の風速にどの程度 

の影響を与えるのか WRF を用いて検討した． 

   

実験条件 

a) 再現実験 

検討には，WRF version 4.0を用いた．WRFはさま

ざまな物理過程を考慮可能な非静力学・完全圧縮型

のメソ気象モデルである．計算領域は，対象台風の

経路を含む西太平洋を中心に約3000 km×3000 kmと

し，第1領域から第3領域までの水平格子間隔をそれ

ぞれ15 km，5 km，1 kmとし，領域間で情報をやり

取りしながら計算を進める双方向ネスティングを適

用した(図-4)．なお，第3領域内の赤点で示された

位置が本研究の対象地点である． 
WRFの実験条件について表-3に示す．台風経路

を再現するために，気象庁が公表する解析結果(以
下，ベストトラック(図-5))に近づける措置を講じた．

具体的には，第1領域の約750 hPa高度より上層の水

平風のうち，波数3以下の成分にスペクトルナッジ

ングを適用することで，台風の経路に影響を与える

大規模な風場を観測値に近づけた．一方で，地表付

近の風速は地形の影響や温暖化を考慮した物理過程

に従う形で再現した． 
数値モデルの不確実性を考慮し，第1領域に対し

て6時間間隔で初期時刻を変更した8メンバーの初期

時刻アンサンブル実験を実施した． 
b) 擬似温暖化実験 

前項の再現実験と同じ実験条件で擬似温暖化実験

を行った．温暖化条件の設定については，d4PDFに
基づく60 km解像度の過去実験，2度上昇，4度上昇

実験の結果を用いた．これらのデータを基に，既往

の文献2)に示す手法に従い，北西太平洋における東

西平均の海面水温および各高度の気温の月平均値に

ついて，現在気候と温暖化実験の差分データを初期

値・境界値に加える手法を採用した． 
(2) 実験結果 

a) 再現実験結果 

台風の経路がベストトラックに沿い(図-5(a))，
対象地点の台風の中心気圧および風速が観測値に近

い値を示すことで，本実験の再現性が高いことを確

認した．  

b) 擬似温暖化実験結果 

温暖化実験でも台風の経路がベストトラックに沿

う結果が得られた (図-5(b),(c))．また，台風の上

陸時の中心付近のピーク風速を比較した結果， 2 度

上昇では 2～3 m/s,4 度上昇では 5～6 m/s 程度増加す

る傾向が示された(図-6)．この傾向は既往の論文と

も整合しており，温暖化に伴う下層の水蒸気量の増

加や上層の風の場の変化が，台風の核構造を強化す

る要因と考える． 2)次に神戸空港アメダス地点にお

ける風速の比較結果を図-7 に示す．図中の網掛け

領域は各時刻におけるメンバー間の最大値と最小値

 
図-4 実験モデル 

表-3 WRF実験条件 

 
 

 

図-5 台風の経路 
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の幅を表し，点線は各時刻におけるメンバー平均を

示している．再現実験と比較した場合，2 度上昇お

よび 4 度上昇の温暖化実験では，ピーク風速が増加

する傾向が確認された．この傾向を定量的に評価す

るため，風速のピーク値についてメンバー平均値を

各実験で比較し，その結果を表-4 に示す．ピーク

風速のメンバー平均値の比（再現実験を 1.0 とした

場合）は，2 度上昇では 1.08，4 度上昇では 1.04 と

なった．台風の中心付近のピーク風速と神戸空港ア

メダス地点のピーク風速に異なる傾向が見られた要

因として，台風の経路による風向の変化や，それに

伴う地形の影響が考えられる．さらに，20 m/s 以上

の風速が発生する時間を比較した結果，4 度上昇の

実験で最も長い時間となった．そこで，強風領域の

広がりに着目して比較を行った(図-8)．温暖化の影

響により，20 m/s および 30 m/s 以上の強風領域の広

がりには顕著な差は見られなかったものの，台風の

目がよりコンパクトになり，中心付近の風速が増大

する傾向が見られた． 

 
 
４．まとめ 
 
 本研究では，地球温暖化が神戸空港付近の台風風

速に与える影響を，d4PDF を用いた統計的予測と 
WRF を用いた数値シミュレーションの両面から評

価した． 
(1)統計的予測 
・将来の温暖化気候において，神戸空港付近の

100 年確率風速は最大で 4～5％程度上昇する可

能性が示唆された． 
(2)WRF による検討 
・台風事例を対象に数値シミュレーションを行っ

た結果，地球温暖化に伴い神戸空港付近のピー

ク風速が最大で 4～8%増大する傾向が見られた． 
・台風自体の風速は，温度上昇とともに，強度が

増す傾向が見られたが，対象地点の風速は，異

なる傾向となった．地形や風向の影響を受けた

ためと考える． 
・20 m/s 以上の強風が吹く時間は温度上昇に伴い

長くなる傾向にある．温度上昇に伴い，台風の

目が小さくなり，30m/s 以上の風が吹く範囲が

大きくなるが，台風の規模自体は変わらなかっ

た． 
本研究の結果は，地球温暖化が進行した場合、神

戸空港を含む沿岸域において，台風による強風災害

リスクが増大する可能性を示唆している．また、今

回得られた知見を長大橋の耐風設計に活用していく

ことが求められる。 
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図-6 台風の中心付近の最大風速 
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表-4 ピーク風速平均値の比較 

 

 
 

 

 

図-8 強風領域の比較 
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論文 アスファルト舗装を有する道路橋 PC 箱桁の含水状態に関する検討 

湯淺 康史*1・西原 知彦*2・菊地 智彦*3・千々和 伸浩*4 

要旨：道路橋における床版の含水状態は，橋面に敷設されたアスファルト舗装の影響を受けると考えられる

が，これらの影響を調査した例は少ない。本検討では，道路橋 PC 箱桁の長期変形予測の高精度化を図る基礎

検討として，防水工の有無をパラメータとする既設道路橋 PC 箱桁の 2橋を対象に，コンクリート内部に温湿

度センサを埋設し，約 1 年間の経時的な測定を実施した。その結果，舗装直下の上床版は外気のみと接する

下床版に比べて高い含水状態にあること，上床版の高い含水状態は舗装面から水分供給を受けた可能性が高

いことが認められた。

キーワード：既設道路橋，PC 箱桁橋，内部相対湿度，アスファルト舗装，橋面防水工

1. はじめに

コンクリートの含水状態は乾燥収縮やクリープ挙動に

影響を与え，PC 部材の長期変形挙動に影響を与える。コ

ンクリート標準示方書に基づく PC 箱桁の長期変形の予

測では，設計上安全側に変形量を算出するため，上床版

の乾燥収縮ひずみがゼロとなるように上床版の相対湿度

を 95％と設定することが示されている 1)。しかし，長期

変形予測の高精度化を図るためには，実構造物の含水状

態を適切に反映することが重要と考えられ 2），近年，水

掛かりの影響や様々な外気相対湿度，配合，骨材収縮ひ

ずみの影響を考慮した収縮ひずみの検討が行われ，収縮

ひずみの評価式が提案されている 3)。これにより，一般

的な暴露環境におけるコンクリートの収縮ひずみは，一

定の精度で評価可能になりつつある。

一方，道路橋 PC 箱桁の上床版では，上面にアスファ

ルト舗装が設置され，舗装面からの熱や水分の影響を受

けるため一般的な日射や降雨の影響を受ける暴露環境と

異なる。実環境における箱桁部材の熱影響については調

査・検討例が認められる例えば 4)が，含水状態を測定・検討

した例は少ない。また，道路橋では床版への水の浸入が

耐久性に多大な影響を及ぼすことから，供用段階で橋面

防水工（以下，防水工と称する）を設置する例が多くな

っているが，防水工が上床版の含水状態に与える影響を

検討した例は認められない。

 そこで，本検討では，道路橋 PC 箱桁の長期変形予測の

高精度化を図る基礎検討として，防水工の設置有無に違

いがある既設道路橋 PC 箱桁 2 橋を対象に，コンクリー

ト内部に温湿度センサを設置して約 1 年間の経時的な測

定を実施し，PC 箱桁の含水状態，防水工が床版の含水状

態に与える影響について検討した。

2. 調査概要

2.1 対象橋梁 

調査対象は都市高速道路で供用されている箱桁断面

の，橋面にアスファルト舗装が敷設されている PC 橋梁

とし，防水工の無い K 橋と約 10 年前に防水工が施工さ

れた I 橋を選定した。橋梁概要および外観を表－1，写真

－1 に示す。対象とした 2 橋は建設時期，コンクリート

の設計基準強度，実圧縮強度が比較的近く，硬化コンク

リートの特性も類似すると推定される。また，2 橋とも

に周辺に遮蔽物はなく日射の影響を直接受ける環境にあ

る。一方，2 橋では，防水工の有無の違いに加え，山間部

と都市平野部という架設環境の違い，箱桁内空の大きさ，

箱桁内に立ち入るための検査孔の蓋がK橋ではグレーチ

ング，I 橋では鋼板と，蓋の種類に違いがある。

*1 （一財）阪神高速先進技術研究所 調査研究部 総括主任研究員 博(工) (正会員)

*2 阪神高速道路（株） 技術部 技術推進室 主任

*3 内外構造（株） 調査事業本部 点検調査部 主任

*4 東京科学大学 環境・社会理工学院 教授 博(工) (正会員)

表‐1 橋梁概要 
K 橋 I 橋 

架設環境 山間部 都市平野部 
所在地 神戸市北区 大阪府池田市 

構造形式 
PC2 径間連続 

ラーメン箱桁橋 
PC3 径間連続 

箱桁橋

建設年（橋齢） 1997 年（27 年） 1994 年（30 年） 
設計基準強度 40（N/mm2） 40（N/mm2） 
実圧縮強度※ 51.4（N/mm2） 47.3（N/mm2） 

箱桁内空幅，高さ 4.2～4.7m,1.7～4.9m 4.1～4.5m,1.2～1.3m 
検査孔の蓋 鋼製グレーチング 鋼板

橋面防水工 無し
有り（塗膜系 2011

年施工） 
※ウェブの小径コアによる推定圧縮強度

写真－1 対象橋梁外観（左：K橋，右：I橋） 
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2.2 調査内容 

調査対象部位は，上床版と舗装面以外の環境が同じ下

床版を対象とした。なお，2 橋ともに上床版の床版厚が

300mm であり，下床版は橋軸方向で床版厚が変化する構

造であったが上床版と比較するため床版厚 300mm の断

面（断面①）位置で調査することとした。

1 橋梁あたりの調査内容および測定概要図を表－2，図

－1 に示す。測定項目はコンクリート内部の温湿度（以

下，それぞれ内部温度，内部相対湿度と称する）と環境

温湿度とした。コンクリート内部の温湿度は，部材の深

さに応じて温湿度が異なると想定されたため，3 深度（箱

桁内側表面からセンサまでの距離が 240,150,100mm）を

設定し，側面からの影響を受けないよう箱桁中央付近で

測定することとした。また，舗装面にはクラック等の損

傷がないことを検査記録から確認しているが，上床版は

舗装の継ぎ目や微細なクラック等の影響で含水状態にば

らつきが生じる可能性が想定されたため，上床版の測定

は 2 断面（基準断面①と①から橋軸方向に 5m 程度離れ

た断面②），下床版は 1 断面で測定することとした。な

お，今回測定した上下床版ではコンクリート表面にひび

割れ等の損傷がないことを確認している。また，上下床

版の環境作用を把握するため，箱桁内外の温湿度（桁内：

断面①～②間，桁外：断面①から 1～5m 離れた下床版下

面付近）も測定した。

2.3 測定方法 

内部温湿度，環境温湿度の測定は，ともにセンサテッ

ク社製の汎用の温湿度センサ（RHT-3）を用いた。センサ

の仕様を表－3に示す。測定湿度範囲は 0～100％である

が，90％以上の環境に長時間曝される場合に測定精度が

低下する場合があるとメーカー仕様書に示されており，

高湿度範囲は参考値と認識して使用することとした。

硬化コンクリート内部への温湿度センサの設置は，ド

リル削孔した孔に温湿度センサを封入する方法により行

った。上床版への温湿度センサの設置概要及び設置前写

真を図－2 に示す。上床版のセンサの設置は，径の異な

るドリルを用いて 2 段階で削孔し，Φ16.5 の孔へのセン

サを設置するとともに，空気抜きのパイプ等を設置を行

った。その後，比較的粘性の高いエポキシ樹脂充填材

（DECOLUXE 社 GL430）を注入孔からの充填し，空気

抜きから充填材が漏出することを確認して設置した。下

床版では削孔，センサ設置までは上床版と同じ手順とし，

充填は充填材の注入パイプをセンサ位置付近まで差し込

み，充填しながら徐々にパイプを引き上げて施工した。

測定位置は 3 深度を計画し，センサー位置が削孔面から

240，150，100mm の高さになるように設定したため，図

－2に示したΦ26mm のドリル削孔深さ X は，それぞれ

200，110，60mm と設定した。今回舗装面からの水分の

供給が想定されたため，センサはできる限り舗装面に近

づけて設置することとしたが，供用中の橋梁であること，

削孔作業に誤差があること等を考慮し，240mm のケース

で舗装から 50mm の位置までの削孔とした。 

本測定方法は，厳密にはセンサ高さ位置の温湿度では

なく，削孔穴先端の円筒空間（Φ16.5mm，長さ 50mm）

の温湿度を測定することとなるが，測定値は深さ方向

50mm の範囲のコンクリートの温度，コンクリート細孔

空隙の湿度と経時的に平衡状態となるため，測定値を

50mm 範囲のコンクリートの平均温度，細孔空隙の平均

相対湿度とみなして評価することとした。

温湿度の測定は，各センサからデータロガーに接続し

て記録した。計測インターバルは 1 時間とし，K 橋では

2023 年 11 月，I 橋では 2023 年 10 月から測定を開始し，

2024 年 10 月末まで測定を行った。なお，次章以降で結

果を示すセンサの名称は図－3 のように表記を統一する。 

表－2 調査内容（1橋あたり）

項目 部位(場所) 
断面

位置

測定

位置
測定期間

内部温湿度
上床版

①

3 深度 
1 年 

②

下床版 ①

環境温湿度
（桁外） － ―

（桁内） － ―

図－1 測定概要図 

表－3 温湿度センサの仕様

測定湿度範囲 0～100％ 
標準湿度精度 ±3％（25℃,10～90％RH 環境） 
測定温度範囲 -30～80℃ 
標準温度精度 ±0.5℃（25℃環境） 

図－2 センサの設置概要（上床版）

図－3 センサの名称
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3. 調査結果

3.1 箱桁内外の温湿度 

コンクリートの内部の相対湿度は部材周囲の相対湿度

の影響を受けるため，はじめに箱桁内外の温湿度の測定

結果を整理する。箱桁内外で測定した温湿度の月間平均

値の推移を図－4に示す。なお，相対湿度のグラフには，

架橋地点周辺（K 橋：約 1km，I 橋：約 0.5km）における

阪神高速道路の気象観測点で計測した月間降水量のデー

タを併記している。なお，K 橋では測定機器の電源不具

合により，2 月下旬～6 月初旬まで測定データを得るこ

とができなかった。このため，3～5 月の温度は，前述の

阪神高速道路の気象データで補完した。一方，相対湿度

は，周辺の観測値が無かったため，欠測状態でグラフ化

した。

架橋地点の外気温については，欠測した 3～5 月で K

橋の温度がやや低いものの，2 橋で概ね同等である結果

となった。一方，桁内温度については，K 橋は外気温と

同等である一方，I 橋は外気温に比べ高く，特に 4～9 月

には最大 5℃程度高くなる結果となった。これは，箱桁

内の気密性に起因するものと推察され，I 橋は検査孔の

蓋が鋼板で気密性が高く，日射によって桁内の空間が暖

められた影響と推察される。

桁外の相対湿度については，12～2 月において K 橋の

相対湿度が I 橋に比べて高く，夏季は同等となる結果で

あった。桁内の相対湿度については，K 橋では冬季で外

気よりやや高いが概ね同等であった。一方，I 橋の桁内相

対湿度は，外気に比べて低い傾向にあり，特に 4～10 月

に最大 10％程度に差が拡大した。これは，桁内は水分量

が概ね一定で，I 橋の気密性が高く温度が外気に比べて

高くなった影響で飽和水蒸気量が増加したために，桁内

の相対湿度が低下したものと考えられる。

本測定結果は 1 年のみの結果であり，本結果で架設地

点の環境を評価することは難しいが，I 橋は K 橋に比べ

て外気の温湿度は同等であるものの，桁内の気密性が高

く相対湿度が低くなることから，I 橋は K 橋に比べコン

クリート部材は乾燥しやすい環境にあったものと推定さ

れる。

3.2 コンクリートの内部温度 

コンクリートの内部相対湿度は温度と正の相関にある

ことが確認されており 5)，内部相対湿度の評価の前に，

コンクリート内部の温度について整理する。コンクリー

トの部材平均内部温度の日平均温度の推移を図－5 に示

す。2 橋ともに測定開始から 3 月頃まで，上床版と下床

版の温度は同程度で推移しているが，4 月以降は上床版

の温度が上昇し，下床版や外気温より高くなる結果とな

った。これは，4 月以降，日射量が増加することによっ

て，舗装の温度が高くなり熱流が上床版に作用した影響

と考えられる。また，4 月以降に K 橋の下床版は外気温

より低い値で推移するのに対し，I 橋の下床版は外気温

より高い結果となった。気密性の高い I 橋では，日射の

図－4 箱桁内外の月間平均温湿度の推移（左：温度，右：相対湿度） 
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影響で上床版とともに桁内空間の温度が高くなり，その

影響を受け下床版の温度も高くなり，外気より高くなっ

たものと推察される。

次に，日射が部材温度に与える影響を把握するため，

内部温度の日較差（1 日のうちで最高値と最低値の差）

に着目し，その推移を図－6 に示す。なお，上床版は断

面での温度差が小さいため，断面①の結果を抜粋して示

す。2 橋ともに通年にわたって，舗装面に近い上床版 240

のセンサの日較差が最も大きく，次に上床版の 150,100，

下床版の日較差が最も小さい結果であった。このことか

ら，上床版は舗装の熱影響を受け，温度環境が外気と異

なると推定される。また，1 年継続して測定データが得

られた I 橋において，上下床版の温度に乖離が見られた

4 月以降を確認すると上床版の日較差も増加する時期に

一致することが認められる。これらより，4 月以降の上

床版と下床版の温度の乖離は日射よる影響と推察される。 

3.3 コンクリートの内部相対湿度 

コンクリート内部の日平均相対湿度の推移を図－7 に

示す。グラフには，前述した阪神高速道路の気象データ

の日雨量も併記した。

はじめに，K 橋の測定結果について述べる。K 橋の上

床版では，欠測までの期間においては内部相対湿度が測

定できていたものの，測定再開の段階では上床版①150，

100 と上床版②100 のセンサを除いて，相対湿度が 100％

に達していた。また，温度が低下する 9 月以降において

も，多数のセンサの内部相対湿度は低下しておらず，高

湿度環境に長期間曝された結果，センサが故障した可能

性が高いと考えられる。このため，測定再開後は上床版

の多くのセンサのデータが評価できない結果であった。

これらを踏まえ，はじめに季節変動に着目すると，内

部相対湿度は冬季に低く夏季に高くなる傾向が認められ

た。これは，既往の研究でも確認されている挙動例えば 5)と

同様であり，内部相対湿度は温度と正の相関関係にあり，

温度変化に伴って内部相対湿度も変動した影響によるも

のと考えられる。なお，温度と内部相対湿度が正の相関

関係となる原因は，内部温度の上昇によりコンクリート

の平衡含水率が低下すること 5)やインクボトル内の凝集

水が温度ポテンシャルの増加に伴ってより大きい細孔空

隙に移動して水蒸気に変化すること 6)等が考えられる。 

次に，上床版の内部相対湿度を下床版と比較する。内

部相対湿度は温度の影響を受けるため，上床版と下床版

の温度差が小さい計測開始から 2 月末までの値を確認す

ると，2 橋ともに上床版の内部相対湿度はどの深さ位置

においても下床版に比べて，10～25％程度高い値で推移

しており，上床版は下床版に比べ高い含水状態になって

いる状況が認められた。

また，外気の相対湿度と上床版・下床版の内部相対湿

度を比較すると，下床版は外気と比較的同等の値で推移

するものの，上床版は外気よりも高い値で推移している

ことが認められる。雨掛かりの影響を受けないコンクリ

図－7 コンクリート内部相対湿度の推移（日平均）（左：K 橋，右：I 橋） 

図－6 コンクリート内部温度の日較差（左：K 橋，右：I 橋） 
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ート部材においては，下床版のように内部相対湿度は経

年により外気の相対湿度に近づくと考えられるが，上床

版はその傾向が認められなかった。これは，上床版は舗

装面から水分供給を受けることを示唆する結果と考えら

れる。次に，上床版の深さ位置の違いに着眼すると，K 橋

では断面①,②で内部相対湿度に差異が認められるが，2

橋ともに，内部相対湿度は高い順から 240，150，100 の

順となった。つまり，上床版は舗装面に近いほど内部相

対湿度が高くなる結果となっており，上床版は舗装面か

らの水分供給を受けたことを示唆される結果となった。

ここで，上床版は舗装面からの水分供給が示唆される

結果が複数認められたが，その水分供給要因は降雨時に

おける舗装面からの供給 7)が考えられる。このため，内

部相対湿度と日雨量の推移を確認したが，明確な関係性

は認められなかった。これは，本測定でのセンサの位置

は舗装面から 50mm 以上の離隔があり，水分が舗装面か

らセンサ位置まで浸透して測定値に影響するまで比較的

長時間が必要なこと 8），その間に内部相対湿度は内部温

度の影響を受けて変動することが要因と考えられる。こ

れらを踏まえ，舗装面からの水分の作用については，長

期的な分析を 4.2 で実施・考察する。 

最後に，欠測までの期間において K 橋と I 橋を比較す

ると，上床版，下床版ともに K 橋の内部相対湿度は I 橋

に比べて，10～15％程度高い結果となった。 

4. 考察

4.1 上床版の含水状態 

上床版の含水状態は，3.3 で示したように，下床版や外

気の相対湿度より高い値で推移していたことから，部材

全体として高い含水状態にあることを確認している。但

し，内部相対湿度は，コンクリートの水分状態による変

動に加えて，内部温度にも連動して変動することから，

内部温度と内部相対湿度の関係を踏まえた考察を加える。

ここで，1 月下旬～7 月末の温度上昇時期における内部

温度と内部相対湿度の関係を図－8 に示す。中田ら 4)は

内部温湿度の測定にあたって封緘の重要性を示唆してい

たが，今回の計測では封緘が適切に実施できた結果，内

部相対湿度は内部温度と強い正の相関があることが認め

られた。このグラフより，上下床版を比較すると，2 橋

のどの内部温度においても，上床版の内部相対湿度は下

床版より高く，上床版は高い含水状態にあることが認め

られた。

4.2 舗装面からの水分供給性状

3.3 において，上床版は舗装面から水分供給を受けるこ

と示唆されたが，供給される期間や要因については評価

が困難な状況であった。ここで内部温度と内部相対湿度

の関係（図－8）から，考察を加える。下床版の内部温度

と内部相対湿度の関係は測定された温度帯において，2

橋ともに線形関係を維持していることが認められる。下

床版は直接水の作用を受ける環境になく，水が作用しな

い場合には，短期的には外気温湿度の変動に影響を受け

ず，内部相対湿度は内部温度と線形関係を維持するもの

と考えられる。

一方，上床版に着目すると，I 橋の 25℃以下の相対湿

度は，センサの信頼性が確保できる 90％以下の範囲にあ

り，約 20℃以上になると 20℃以下の線形関係から逸脱

する挙動が認められた。この線形関係からの逸脱は舗装

面から水分供給を受けた影響と考えられる。なお，240 の

センサは 25℃以上で，高湿度領域になり参考値ではある

が，150,100 のセンサと同様の挙動を示しており，本検討

では高湿度領域でも一定の傾向を捉えることができたも

のと推察した。線形関係から逸脱した 20〜30℃の温度帯

は，図－5 の内部温度から判断すると概ね 4 月初旬〜7

月下旬の時期で，図－4 の月間降水量から降水量の多い

時期と概ね合致している。このことから，春から夏の多

雨時期において，水分供給が床版全体の含水状態に与え

る影響が大きいことが示唆された。また，K 橋の上床版

の内部相対湿度は，欠測期間までは温度と線形関係が認

められるが，測定再開後は線形関係を仮定した内部相対

湿度より 2～5％程度高い状況となり，線形関係から逸脱

した。欠測期間の影響で I 橋のような評価は困難である

が，I 橋と同等の時期での水分供給の影響が大きいと推

図－8 内部温度と内部相対湿度の関係（日平均）（左：K 橋，右：I 橋） 
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察される。 

4.3 防水工が上床版の含水状態に与える影響 

3.3 において，防水工を施工した I 橋は，上床版の内部

相対湿度が K 橋に比べ 10～15％小さく，I 橋の上床版の

含水状態が低いことが認められている。但し，2 橋では

防水工の有無のほか，今回の測定で暴露環境の違いも確

認されたことから，この差異について考察した。

 暴露環境について，上床版下面と接する箱桁内部の温

湿度は，3.1 で示したように，箱桁の内空の大きさや機密

性の違いから，I 橋は K 橋に比べ温度が高く，湿度が小

さい，乾燥しやすい環境であることが確認された。また，

防水工の効果については，図－8 で示したように，防水

工が施工された I 橋でも内部温度が 20～30℃程度の範囲

において，線形関係から逸脱する挙動が認められ，舗装

面からの水分供給を示唆する結果が得られた。このこと

から，測定段階での防水工は施工から 10 年程度が経過

し，水分の遮水性能が低下し舗装面からの水分供給が再

開した可能性が高いと考えられる。

これらより，今回の 2 橋では上床版の環境作用が大き

く異なること，また防水工の遮水性能が低下している可

能性があり，水分供給の再開時期やその程度が不明であ

ることから，今回 2 橋の比較により，防水工の影響を評

価することは困難な状況となった。防水工の影響を評価

するためには，防水工を予定する橋梁で施工前から長期

的な測定を行うか，箱桁内部の温湿度環境が比較的近い

2 橋を選定し，防水工の機能が十分発揮された箇所で測

定を行うなどの対応が必要と考えられる。

5. まとめ

防水工の有無をパラメータとする既設道路橋 PC 箱桁

の 2 橋を対象に，コンクリート内部の温湿度を測定した

結果，以下の知見を得た。

(1) 箱桁内部の温湿度は，桁内空間の大きさや検査孔の

蓋の構造等の桁内の気密性に影響を受け，桁内空間

が狭く気密性が高い場合には外気温より温度が高

く相対湿度が低くなり，日射の影響が大きい夏場ほ

どその影響が顕著となる。その結果，これら特徴の

箱桁内では外気より乾燥しやすい環境となる。

(2) 上床版のコンクリートの内部相対湿度は下床版や

外気の相対湿度より高いことが認められ，上床版は

下床版に比べ高い含水状態にある。

(3) 上床版の高い含水状態は，降雨によって舗装面から

水分供給を受ける可能性が高いことが示唆され，床

版全体の含水状態に影響を与える水分供給は，春か

ら夏の多雨時期である可能性が示唆された。

(4) 防水工施工から約 10 年経過した段階の今回の調査

では，上床版は舗装面からの水分供給を受けている

挙動が認められた。このため，本検討では防水工が

上床版の内部相対湿度に及ぼす影響を評価するこ

とは困難であった。

本検討の結果を踏まえ，今後は上床版と舗装との境界

面における温度や水分の環境作用の程度を材料構造応答

連動解析を用いて検討し，今回測定された上床版の内部

相対湿度状態の再現を試みるとともに，アスファルト舗

装下のコンクリートの収縮ひずみについて検討を行う予

定としている。また，降雨が上床版の内部相対湿度に与

える影響，防水工が上床版の内部相対湿度に与える影響

については，本検討で十分明らかすることができなかっ

たため，今後の検討課題と考えている。
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アスファルト舗装を有する道路橋 PC箱桁の含水状態に関する検討

（一財）阪神高速先進技術研究所 正会員 ○湯淺 康史  阪神高速道路（株） 正会員 西原 知彦 

 （株）コムスエンジニアリング 正会員  土屋 智史  東京科学大学 正会員 千々和 伸浩 

１．はじめに 

本検討では，道路橋 PC 箱桁の長期変形予測の高精度化を図る基礎検討と

して，コンクリートの収縮と関連が深い含水状態に着眼し，アスファルト

舗装を有する既設道路橋を対象として，コンクリート内部の温湿度の長期

計測を行った．また，3 次元構造-材料連動応答解析を実施し，実橋の含水

状態について検討を行った． 

２．対象橋梁 

対象は都市高速道路で供用されている PC 箱桁橋で，アスファルト舗装が

敷設され防水工のない K 橋とした．対象橋梁の概要を表-1に示す．当該橋

梁は，日射の影響を直接受ける環境にある．また，直近の検

査記録から舗装面にひび割れ等の変状がないことを確認して

いる． 

３．計測概要 

対象部位は，上床版と舗装面以外の環境が同じ下床版とし

た．計測概要図を図-1に示す．計測項目は箱桁内外の大気温

湿度と床版内部の削孔穴の温湿度とした．床版内部の温湿度は，部

材内の深さ位置を変化させた 3 深度（箱桁内側表面からセンサまで

の距離が 240，150，100mm）を設定し，上床版は 2 断面（断面①，

断面②），下床版 1 断面で計測した．下床版は橋軸方向で床版厚が変

化する構造であったが上床版と比較するため，上床版厚と同じ断面

（断面①）を選定した． 

内部温湿度の計測に用いたセンサの仕様を表-2に，センサの設置

概要を図-2に示す．床版内部のセンサの設置は，はじめに所定の深

さまでドリルで削孔し，センサを挿入して設置した後，外気と完全

に遮断するため，エポキシ樹脂を注入して施工した．今回の計測方

法は，厳密には削孔穴先端の円筒空間の温湿度であるが，円筒範囲

のコンクリートの平均温度，細孔空隙の平均相対湿度とみなして評

価する． 

４．解析概要 

 実橋の計測結果の評価を目的に，セメント系材料の物性や水分状態の

経時変化を予測できる DuCOM-COM31)による解析を実施した． 解析モデル

を図-3に示す．今回の解析では含水状態に着眼するためコンクリートの

みをモデル化し，X方向，Y方向に解析対称面を有する 1/4対称モデルと

した．気象に関する環境条件は上下の 2面とし，その他は封かんとした．

表-1 対象橋梁の概要 

名称 K 橋 

架設環境 山間部 

所在地 神戸市北区 

構造形式 
PC2 径間連続 

ラーメン箱桁橋

建設年（橋齢） 1997 年（27 年） 

設計基準強度 40（N/mm2） 

実圧縮強度※ 51.4（N/mm2） 

橋面防水工 無し 

※ウェブの小径コアによる推定圧縮強度

表-2 温湿度センサの仕様 

測定湿度範囲 0～100％ 

標準湿度精度 ±3％（25℃環境） 

測定温度範囲 -30～80℃ 

標準温度精度 ±0.5℃（25℃環境） 

図-2 センサの設置概要（上床版） 

図-1 計測概要図 

図-3 解析モデル 
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コンクリートの配合や材料特性は，

管理者の標準配合や各文献例えば 3)を

参考に設定した．解析ケースは過去

の研究例を参考に，環境条件を変化

させた，表-3の 3ケースとした．U1

は上床版の上面からの水分供給を遮

断したケースで，U2は上床版の上面

が降雨の影響を受けるケース 3)，Dは

下床版を想定したケースである．温湿度は環境作用の概略評価を

目的とするため，データ取得が容易な気象庁の観測点（橋梁との

距離：約 10km）の過去の記録を設定した．U2 の降雨の作用は，

日本の平均降雨時間を考慮して 28日中 4日間連続で作用 3)させ，

作用時は湿度 100％，水蒸気移動係数を 500 倍に設定 3)した．ま

た降雨後は，直ちに湿度 Kに移行し乾燥する条件とした． 

５．計測および解析の結果 

 計測および解析結果のセンサ位置の内部相対湿度の経時変化

を図-4に示す．なお，計測機器の不具合により，2024 年 3～5

月は計測データが得られなかった．はじめに，計測結果を確認

すると，内部相対湿度は温度が低い冬季は低く，温度が高い夏

季に高くなり季節変動があることが認められた．また上床版の

内部相対湿度は下床版に比べて 10～25％高く，高い含水状態に

あることが認められた．さらに上床版の相対湿度は，舗装面に

近いほど高く，計測断面の違いにより 5～10％程度の差異が認

められた．これらから上床版は舗装面から水分供給を受けるこ

と，計測位置によるばらつきが大きい可能性が示唆された． 

 次に，解析値と計測値を比較する．下床版の解析値は，計測

初期の冬季に計測値とやや乖離したが，概ね計測値を表現でき

ることを確認した．一方，上床版は通期にわたって，解析値が

計測値より大幅に小さく乖離が大きい．今回計測値が解析値より過大となったのは，実環境が降雨の影響を受ける

暴露環境よりも厳しい水の作用を受けた結果と考えられる．また，上床版は降雨後に液状水が作用した後，舗装の

影響で乾燥しにくい状態が継続し，長期的に湿潤環境となる可能性が示唆される． 

６．まとめ 

・実橋の計測の結果，上床版は下床版に比べ高い含水状態にあり，舗装面からの水分供給が示唆された． 

・解析の結果，下床版の相対湿度は計測値と概ね同等の挙動を示し，解析で概ね表現できることを確認した． 

・一方，上床版の相対湿度は計測値と乖離する結果となり，アスファルト舗装を有する上床版は降雨を受ける暴露

環境より厳しい水の作用を受けるものと推察した． 

 今後は，実橋の上床版の含水状態を再現可能な環境作用を解析的に検討し，道路橋上床版の収縮ひずみの精緻化

に向けた検討を実施する予定としている． 

参考文献 1)Maekawa et al.：Multi-Scale Modeling of Structural Concrete，Taylor and Francis，2008 2)千々和ら：セメント硬化体中

の微視的機構モデルに基づく実 PC 橋の長期時間依存変形シミュレーション，コンクリート工学年次論文集，vol.32，No.1，pp.407-

412，2010  3)渡辺ら：混合セメントおよび水掛かりの影響を考慮したコンクリートの収縮ひずみ予測式の提案，土木学会論文

集 E2（材料・コンクリート構造），vol.78，No.1，pp.105-120，2022 

 
(a)上床版 

 
(b)下床版 

図-4 内部相対湿度の計測値と解析値の比較 

表-3 解析ケース 

ケー

ス名 
部材 

気象の環境条件（暴露面の境界条件） 

備考 床版上面 床版下面 

温度 相対湿度 液状水作用 温度 相対湿度 

U1 

上床版 

移動なし 移動なし ― 温度 K 湿度 K 文献 2) 

U2 温度 K 湿度 K 
4 日/28 日サ

イクル 
温度 K 湿度 K 文献 3) 

D 下床版 温度 K 湿度 K ― 温度 K 湿度 K ― 

温度 K：月間平均気温，湿度 K：月間平均湿度（気象庁データ） 
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キーワード 縦断耐震解析，開削トンネル，シールドトンネル，3 次元解析 
連絡先 〒553-0003 大阪府大阪市福島区福島 7-15-26 阪神高速道路（株） 大阪建設部 TEL06-6136-6654 

３次元地盤モデルを用いた都市内道路トンネルの縦断耐震検討 

 

阪神高速道路（株）  正会員 ○平野 翔也，佐藤 彰紀 

林 訓裕，村瀬 春祐 

 

１．はじめに  

阪神高速道路における開削トンネルの設計指針 1)

では，縦断方向にも大きな応力や変形が発生すると

予想される場合は，縦断方向についても検討を行う

ことを原則としている．シールドトンネル設計マニ

ュアル 2)においては，FEM モデルによる縦断方向の

耐震設計を原則としている．構造継手(伸縮継手)は防

水上の弱点となりやすく，補修も困難なことなどか

ら，特に開削トンネルの躯体は，構造上問題とならな

い範囲で，構造継手を設けない連続した構造物とす

ることが望ましい．一方で，対象とする地盤や地震動

によっては，トンネル縦断方向に許容値を超える応

力が発生する可能性がある．そのため，構造継手部の

発生応力に対して要求性能を満足するように，縦断

方向の耐震設計などにより適切な継手構造，配置間

隔を決定する必要がある． 

本稿では図-1に示す地盤条件において，図-2のよ

うな構造物を想定した縦断方向の耐震設計検討の結

果を報告する．地盤条件は，図-1 に示すとおり，浅

い沖積層が粘性土層から砂質土層に縦断方向に遷移

し，横断方向には構造物の周辺に地盤改良を実施す

ることを想定するため，地盤条件の不均一性がトン

ネルの地震時挙動に影響を及ぼす可能性が考えられ

る．構造物条件としては縦断方向に開削トンネル，立

坑，シールドトンネルなど振動特性の異なる構造が

連続する条件で検討する．横断方向には，開削トンネ

ルの高さが 10m，幅が 20m 以上の大断面となる区間

が存在することを想定する． 

一般に，縦断方向の耐震設計手法は，文献 3)に示す

ように地盤応答解析から得られた地盤変位に対して

地中構造物を耐震設計する手法などが存在する．地

盤応答解析は 1 次元もしくは構造物の軸線に沿った

2 次元の地盤変位分布に対して設計を行うことが多

いが，本稿で検討対象とする縦断及び横断方向に対

して設計条件が大きく変化する場合，解析精度の確

保が困難となる．そのため，本稿では 3 次元 FEM モ

デルを用いて地盤応答解析を実施することとした． 

なお，液状化による影響については横断方向の耐

震解析で別途確認することとし，本稿では考慮しな

い． 

２．解析概要  

図-1 に示すとおり，立坑，地層の変化点を含んだ

縦断方向に 480m を照査対象とするが，側方境界の

影響を考慮し約 780m をモデル化した．本線は起点

側から開削トンネル～立坑～シールドトンネルとな

る構造を想定し，ランプは図-1 モデル化範囲の左側

から U 型擁壁(一部区間は本線と一体擁壁構造)～

BOX 構造とする．土質は No.19 付近で上側のシール

ドトンネルのスプリングラインが砂質土層と粘性土

層の境界位置となり，No.24 付近で粘性土層が砂質土

層に遷移することとした．また，No.31 付近でランプ

BOX 頂版が地表面以下の深度となる．図-2のとおり，

構造物周辺に地盤改良を想定する．また，継手間隔は

開削トンネル部で 50m～90m 程度，シールドトンネ

図-1  地質縦断図 図-2  標準断面図 

(a)No.19 断面イメージ (b)No.31 断面イメージ 

本線

本線
地盤改良

約10m

ランプ

粘性土層

砂質土層

盛土
ランプ

本線
本線

地盤改良

約7m

粘性土層

盛土

砂質土層
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ルで 2m 程度とした．入力地震動は図-3 に示すタイ

プⅡレベル 2 地震動 4)を用いてモデル下端(GL-50m)

に入力した．構造物と地盤の相互作用を考慮するた

めに，地盤応答解析を実施する 3 次元 FEM モデル

では構造物もモデル化した．構造物照査は，地盤応

答解析から得られた変位を別途骨組みモデルで作成

した構造物に対して静的に入力し，地震時の応答を

確認した． 

３．解析結果  

 軸方向および軸直角方向加振時で照査を行った

が，本稿では軸直角方向加振時の結果のみ示す．図

-4に各要素の最大応答変位をコンター図で示す．遠

方では比較的大きな変位が生じているが，構造物周

辺では 0.1m 程度であった．また，開削トンネル，地

盤条件の変化点で比較的変位が大きくなった．  

 図-5 にシールドトンネル(上側)の継手部せん断力

について，図-6に継手目開き量についてまとめた．

シールドトンネル周辺は地盤改良を想定するため，

通常の 2 次元解析では地盤改良を考慮しつつ，地盤

改良の外側にある自然地盤の地質条件変化を考慮す

ることは難しいが，今回実施した 3 次元縦断耐震解

析では地質変化点となる No.19，No.24 付近で応答が

大きくなっており，精度よく評価できることを確認

した．また，No.31 では地盤改良範囲の変化に加え

てランプボックスがシールド側方に近接することが

影響していると考えられる．No.36 付近ではランプ

ボックスと本線シールドトンネルが合流することか

ら構造が大きく変化するため，せん断力が大きくな

ったと考えられる． 

４．まとめ  

・縦横断方向に函体の形状および地盤条件が変化す

る場合において，精度よく地震時挙動を再現する

目的で 3 次元縦断耐震解析を実施した． 

・一般的な 2 次元の縦断耐震解析では横断方向の変

化を精度よく評価するためには技術的な工夫が必

要になるが，今回実施した 3 次元解析では縦断耐

震解析において，地盤改良を考慮しつつ，地質の変

化点での継手部のせん断力や目開き量の変化を表

現できることを確認した．また，横断方向の近接構

造物の影響も精度よく評価できることを確認した． 

参考文献 

1) 阪神高速道路株式会社：開削トンネル設計指針，

2008.10． 

2) 阪神高速道路株式会社：シールドトンネル設計マ

ニュアル，2011.2． 

3) 大塚久哲，新井雅之，井上憲一，高野直道，竹内

幹雄, 橘善規, 節婦光一, 村井和彦, 楊光遠：地中・

基礎構造の耐震設計, 九州大学出版会, pp.37-41, 

2001. 

4) 日本道路協会：道路橋示方書 V．耐震設計編，

2012.3. 

図-4  最大応答変位分布 

図-3  入力地震動 

図-5  シールドトンネル(上側)の継手部せん断力 
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図-6  シールドトンネル(上側)の継手目開き量 
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既設の光ケーブルを用いた高速道路高架橋の地震時モニタリングに関する研究            

阪神高速先進技術研究所  正会員 〇服部 匡洋  正会員  酒井せいや 

京都大学  正会員  後藤 浩之  学生会員 高平 良成 

神戸大学  正会員  鍬田 泰子  学生会員 石田 航  

産業技術総合研究所  正会員  吉見 雅行 

 

1．はじめに 

阪神高速では，1995年兵庫県南部地震以前から地震計を設置し，地震観測を行っている 1)．ただ，その地震

計による地震観測は 21 カ所と限定的であり，早期の交通開放の判断に適切に行うためには地震計間のより細

やかな情報が取得できる方が望ましい．他方では，加速度計の技術開発が進んでおり，安価かつ高性能な加速

度計が実現されつつある．このような加速度計であれば橋脚 1基 1基に対し，地表面と橋脚天端にそれぞれ加

速度計を設置することで，構造物の絶対加速度・変形を抽出でき，構造物の損傷を直接的に評価できると考え

られる．しかし，阪神高速を対象とする場合には，橋脚が約 9,000基あり，機器設置・維持管理の費用，デー

タ転送・収容方法等が課題となるのは明らかである． 

近年活用事例が増えつつある DAS（Distributed Acoustic Sensing）は，計測機から入射した光パルスの散乱光

が光ファイバケーブルの伸び縮みによって変化するのを計測するものであり 2)，光ファイバケーブルが接続さ

れている限り 50km程度の長距離であっても応答観測を行うことが可能である．また，既設の光ファイバケー

ブルの空き芯を活用することができ，新たに橋脚 1 基 1 基に加速度計を設置し維持管理するコストもかから

ない．このため，本検討では高速道路構造物及び周辺地盤に敷設されている既設の光ファイバケーブルを対象

に DAS 観測を行い，高速道路構造物の地震時モニタリングへの適用性について検討した． 

2．高速道路構造物の地震時モニタリングへの活用イメージ 

 図-1 に光ファイバケーブルの敷設状況を示す．光ファイバケーブルは，桁に固定されたケーブルラック上

に配置され，数 m 間隔でケーブルラックに結束されている．図-2には高速道路構造物の地震時モニタリング

への活用イメージの一例を示す． 

（1）構造物及び周辺地盤の応答レベルの線状把握 

 阪神高速では，全路線を網羅するよう 21 箇所の地震計が設置されており，これらの観測結果に基づき地震

時の交通開放の判断を行っている．光ファイバセンシングの特徴として数十 kmにわたる計測が可能であるこ

図-1 光ファイバケーブルの敷設状況 図-2 地震時モニタリングへの活用イメージ 

ケーブルラック 

光ファイバ
（高架橋）

光ファイバ
（地中）

光ファイバ観測点

地震計

地震計間の構造物・地盤の
応答レベル線状把握

周期変化による支承
損傷位置の特定
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とから，これまで地震計の点のデータでしか確認できなかったところが，概略でも線として観測できれば，地

震計間の橋脚や桁で大きな応答が生じている場合など，損傷した構造物の見逃しがなくなると考えらえる．ま

た，並行して地中を通る光ファイバケーブルを観測することで，地表面付近での地盤の応答を把握できるとと

もに，構造物の応答と地表面の応答を切り分けることができ，より精度よく構造物の応答を評価できる． 

（2）地震直後の支承の損傷位置の特定 

地震時に支承が損傷した場合，桁の振動や桁移動により桁に付属する光ファイバが振動すると考えられる．

また，地震前後の桁の振動を比較すると，固有周期に変化が現れると予想される．これらを観測・分析するこ

とで，地震直後の支承の損傷位置を特定できる可能性がある． 

3．本検討における DAS計測の概要 

本計測の主対象は地震による構造物応答であるが，本計測は DAS による地震観測の高架橋への適用性を確

認するための試計測の位置付けであり，約 1 ヶ月間の計測とした．図-3 に計測対象区間および計測機器設置

位置を示す．対象区間は，DAS 計測機類の設置場所が確保できること，既設の光ファイバケーブルが高架橋

上で長距離に連絡していること，対象とする区間に既設の地震計があること，地中ケーブルが並行して設置さ

れていることを条件とした．条件に合う計測区間として，阪神高速 3 号神戸線の京橋-四ツ橋間の約 35km を

選定した．DAS 計測機器は京橋にある管理所に設置し，光ファイバケーブルと接続した．また，DAS による

観測結果の検証のため，加速度計での並行観測を行った．並行観測は，既設の地震計 3箇所（京橋・海老江・

四ツ橋）に加え，2箇所（摩耶・武庫川西）に加速度計を設置し計測を行った． 

図-4に計測機器の設置状況を示す．計測にあたり，DAS計測機の他に，制御・確認するためのモニタ/キー

ボード，時刻同期を行うための GPSアンテナ，計測データ保存用の HDD，停電時の電源確保のための UPSが

必要となる．また，DAS計測機器が不要な振動を拾わないようテーブル上かつ防振台上に設置した． 

また，DAS計測を実施する前に計測結果の CH と実際のケーブルの位置の対応を確認しておくため，既設・

新設の地震計のある 5箇所を対象にタップテストを実施した．これは，例えば光ファイバケーブルに余長が確

保されている等の要因によって平面距離と着目する CHまでの距離が必ずしも一致しないためである． 

なお，本計測の計測結果及び分析結果の詳細については，文献 3），4）を参照されたい． 

謝辞：本研究は，京都大学及び神戸大学との共同研究で実施したものである．ここに記して謝意を表する． 
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のモード解析，令和 7 年度全国大会第 80 回年次学術講演会，2025. 4）石田ら：国道 43 号線沿いの DAS 計

測による地盤の固有周期の推定の試み，令和 7年度全国大会第 80回年次学術講演会，2025. 
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アスファルト混合物の耐久性評価手法の検討 

～耐流動性の評価～ 
 

新里良輔 1・吉田龍平 2・青木康素 2 
 

1   (一財) 阪神高速先進技術研究所調査研究部総括・コンクリート・舗装研究室 
 2 技術部技術推進室 

 
 

要約 
 

阪神高速道路の橋面舗装における補修設計では，主に表層の損傷状態を考慮し，表基層打換えもしくは

表層のみ打換えを行う箇所を選定している．舗装の損傷は表層における「わだち掘れ」と「ひび割れ」に

着目しており，基層の状態を直接評価できていない．そこで，ひび割れ抵抗性・はく離抵抗性・耐流動性

について既設アスファルト混合物を対象に，耐久性を評価する方法およびエネルギー等の指標を用いた評

価方法を開発することを目指し，各種性能評価試験の手順および結果の評価手法について実験的検討を行

っている．本稿では，耐流動性の評価方法の確立に向け，繰返し一軸圧縮試験を行った結果を報告する． 
 

キーワード: 耐久性，高耐久アスファルト混合物，流動，わだち 
 

 

 

１．はじめに 
 
 近年，阪神高速道路では従来のアスファルトより

も高耐久型の舗装材料として，基層ではポリマー改

質アスファルトⅢ型（以下，改質Ⅲ型）を使用した

密粒度アスファルト混合物を，表層では高耐久改質

H 型使用のポーラスアスファルト混合物や改質Ⅲ型

使用の密粒度アスファルト混合物が使用されている． 
舗装補修のライフサイクルコスト（以下，

「LCC」）とする）を低減するためには，これらの

既設アスファルト混合物の耐久性（主にひび割れ・

はく離・流動に対する性状）を適切に評価する必要

がある．しかし，アスファルト混合物の耐久性を評

価する試験方法は多数提案されているものの，試験

時間を要することや，試験に必要な供試体を現場か

ら採取することが困難であるなど，課題が多い状況

である． 
また，阪神高速道路の橋面舗装における補修設計

では，主に表層の損傷状態を考慮し，表基層打換え

もしくは表層のみ打換えを行う箇所を選定しており，

舗装の損傷は表層における「わだち掘れ」と「ひび

割れ」に着目している．現状，基層の状態を直接評

価できていないことから，表層打換え後に早期劣化

する事例が確認されており，既設の舗装に対して適

切な打換え判断を行う必要がある． 
本検討は，アスファルト混合物の耐久性を簡便且

つ合理的に評価する方法を検討するものである．最

終的には，ひび割れ抵抗性・はく離抵抗性・耐流動

性について新規アスファルト混合物だけでなく，供

用中の舗装から採取したアスファルト混合物のコア

サンプリング供試体も対象に，耐久性の評価方法を

開発する．そして，供用中の基層アスファルト混合

物の残存耐力を把握することで，舗装補修設計の合

理化を目指している． 
アスファルト混合物の耐久性評価方法の確立を行

うことで合理的な舗装補修設計が可能となり，通行

止め期間や車線規制時間の短縮など，お客さまへの

影響を減らすことができ，阪神高速グループビジョ

ン 2030 における「最高の安全と安心を提供する阪

神高速」を実現するための一手法となる．  
本稿では，新規アスファルト混合物に対し，耐流

動性の評価方法の確立に向けて，繰返し一軸圧縮試

験について試験方法および評価方法を検討し，試験

結果の妥当性や再現性について検討した．実施した

検討について報告する． 
 
 

２．検討計画  
 
(1) 検討のロードマップ 

図-1に示す通り，主に 3 段階に分けて耐久性評価

手法を開発することを予定している．まず，Phase 1
では供試体作製方法や試験条件，得られた結果から

混合物の残存性能を把握するためのエネルギーを算

出する方法を含む試験の実施方法を検討する．次に，

Phase 2 では，Phase 1 で検討した試験方法に室内劣

化条件を付与することで，劣化度合いによって，結

果に差が生じるか確認する．また，最終的に既設材

料を対象に評価する手法であることから，現場供試

体採取方法の検討を行う．そして，Phase 3 にて，
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劣化度合いが異なる現場採取供試体を用いて，既設

アスファルト混合物の耐久性評価を行い，試験の適

用性を確認する．本稿では，Phase 1 における検討

結果について報告する． 
 

(2) 試験方法の検討 

 一般的な試験方法を整理するとともに，破壊エネ

ルギーを評価可能かつ橋面舗装の動的な作用を考慮

できる評価手法について既往の文献を調査し，下記

の 3 条件に着目し，繰返し一軸圧縮試験による評価

に着目した． 
① 動的な破壊エネルギーを評価可能 
② 既存の汎用的な試験機で試験実施が可能ま

たは一部の改良で試験実施が可能 
 ③ 現場採取したコアサンプリング試料でも試験

実施が可能 
「舗装調査・試験法便覧 1)」に記載されている耐流

動性の評価方法として，B006 圧裂試験があるが，

上記条件の「①動的な破壊エネルギーを評価可能」

を満足しない． 
また，B003 ホイールトラッキング試験（以下，

WT 試験）があるが，上記条件の「③現場で採取し

たコアサンプリング試料でも試験実施が可能」を満

足しない． 

また，海外ではアスファルト混合物の耐流動性に

関する強度特性を評価する試験方法として，

「 AASHTO Designation: T378-17， Determining the 
Dynamic Modulus and Flow Number for Asphalt 
Mixtures Using the Asphalt Mixture Performance Tester」
（以下，AMPT ）に規定された Flow Number（以下，

FN）試験は複層構成のアスファルト混合物の塑性

変形に対する有効な評価方法として提案されている
2)．FN 試験は上記の条件①と③を満足するものの，

AMPT 専用の試験機が必要となり，汎用性の観点で

上記条件の「②既存の汎用的な試験機で試験実施が

可能，または一部の改良で試験実施が可能」を満足

しない．そこで，FN 試験を汎用的な万能試験機に

て実施することとし，繰返し一軸圧縮試験を試験方

法として検討することとした． 
 
(3) 使用材料 

 検討に用いる材料は，阪神高速道路の RC 床版上

の舗装への使用実績がある材料を選定する．骨材は

密粒度アスファルト混合物 （13），アスファルト

材料はポリマー改質アスファルトⅡ型（以下，改質

Ⅱ型）および改質Ⅲ型を使用する． 
 
 

図-1 検討フロー 
 

実験計画の詳細検討 

供試体作製方法の確立 

・試験用設備，使用アスファルト混合物 

・供試体寸法や密度等のばらつきが少ない 
作製方法の確立 

Phase 1 

試験条件の検討 エネルギー評価方法の検討 

・試験温度に対する養生時間の検討 
・設定荷重，試験温度の検討 

・適切な測定データの計測間隔の設定 
・エネルギー量算出方法の検討 

評価方法の確立 ・評価方法の妥当性検討 
・再現性の確認 

新規 As 混合物の耐久性評価試験の実施 現場供試体採取方法の検討 

・既存評価方法との相関性比較 
・室内劣化を考慮した耐久性評価 

・性状を変化させない供試体採取 
 方法の確立 
・適切な採取位置の検討 

既設 As 混合物の耐久性評価試験の実施 ・路面性状と既設 As 混合物性状の関係を確認 
・既設 As 混合物の結果から室内劣化条件を検討 

品質規格値の検討 ・経過年数や路面性状値により期待する 
品質規格値を検討 

Phase 2 

Phase3 
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表層基層 2 層構成 

３．試験の実施 
 
(1) 試験条件 

AMPT を用いた FN 試験を参考に，図-2 に示す恒

温恒湿室機能付きの万能試験機を用いるものとし，

圧縮型のロードセルおよびデータロガーにより，供

試体上部治具の鉛直変位量を経時的に測定した．供

試体は図-3 に示す方法で作製し，直径は既設の基

層アスファルト混合物を現場で採取する際のコアの

寸法を考慮して供試体厚さは阪神高速道路の RC 床

版の設計厚さである表層 40 mm，基層 35 mm の 2 層

構成または基層のみの単層構成とし，直径はφ100 
mm とした．（図-2）．動的載荷条件はハーバーサ

イン波（載荷 0.1 秒・休止 0.9 秒）と載荷周波 1 Hz
とした．試験温度は 60℃とし，載荷圧は想定試験

時間が 1 時間程度となるように予備試験を実施した

上で 1.25 MPa に設定した．なお，FN 試験との試験

条件の違いは載荷圧（FN 試験：0.9 MPa）と供試体

寸法（FN 試験：φ100 × h 150 mm・複層供試体）

である．  
 

 

(2) 耐流動限界エネルギーの算出 

 耐流動性を評価するため，各載荷サイクルの応力

と鉛直ひずみの関係から図-4 に示すようなヒステ

リシスループで囲まれる面積を各サイクル数の単位

エネルギーとし，図-5 に示すように繰返し載荷に

よる鉛直ひずみの変化率が極小値となるサイクル数

（FN 値）までの単位エネルギー量の累計を，耐流

動限界エネルギーと定義して評価した．なお，ひず

み変化率の算定は式(1)，式(2)による． 

𝜀𝜀𝑛𝑛,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 =
∆𝑥𝑥𝑛𝑛,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 × 106

ℎ
(1) 

𝜀𝜀𝑛𝑛′ =
∆𝜀𝜀𝑛𝑛 × 106

𝜀𝜀0
× 100  

    =
𝜀𝜀𝑛𝑛,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝜀𝜀𝑛𝑛−1,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚

𝜀𝜀1,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚
× 100 (2) 

ここで， 
𝜀𝜀𝑛𝑛,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚  ：n サイクルにおける最大ひずみ 
∆𝑥𝑥𝑛𝑛,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ：最大鉛直変位量（mm）×106 
ℎ ：供試体高さ（mm） 
𝜀𝜀𝑛𝑛′  ：n サイクルにおけるひずみ変化率（％） 
∆𝜀𝜀𝑛𝑛 ：ひずみ変化量（mm）×106 
𝜀𝜀0 ：基準となるひずみ 
となる． 

図-2 万能試験機試験状況および供試体寸法 

基層単層構成 

75m
m

 

100mm 

表基層 2 層層構成 

図-5 耐流動限界エネルギーの算出 

図-3 供試体の作製フロー 

図-4 ヒステリシスループで囲まれる単位エネルギー 
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(3) アスファルト材料ごとの試験結果の比較 

 耐流動限界エネルギーによりバインダーの違いが

評価可能かどうか検討するため，改質Ⅱ型と改質Ⅲ
型の 2 層供試体を用いて試験を行った．最大鉛直変

位量とサイクル数の関係を図-6 に，ひずみ変化率

とサイクル数の関係を図-7に示す．改質Ⅲ型は改質

Ⅱ型と比べて，FN値や耐流動限界エネルギーが大き

く，変動係数が小さい（表-1）．改質Ⅱ型および改

質Ⅲ型いずれの指標の変動係数も 25%以下とばらつ

きが小さく評価指標として用いることができる．ま

た，改質Ⅲ型は改質Ⅱ型と比較して，FN 値は約 2 倍，

耐流動限界エネルギーは約 3 倍となっており，エネ

ルギーを評価指標として用いる方が混合物の材料物

性が評価しやすいことが示されている．ただし，現

時点では改質Ⅱ型と改質Ⅲ型の 2 材料のみの評価で

あるため，他のアスファルト材料を用いて試験を実

施して，評価指標の妥当性を確認する必要がある． 
 

(4) 単層供試体による評価の検討 

既往文献 2)では複層構成の供試体の耐流動性を評

価可能としているが，既設舗装の場合は表層の劣化

状態が試験結果に影響を与える可能性がある．そこ

で，基層の単層供試体の試験により基層の直接評価

が可能かどうかを検討するため，改質Ⅱ型と改質Ⅲ
型を用いた基層の単層供試体を用いて試験を行った．

最大鉛直変位量とサイクル数の関係を図-8 に，ひ

ずみ変化率とサイクル数の関係を図-9 に示す．改

質Ⅱ型と改質Ⅲ型ともに，想定している試験時間

（1 時間・3,600 サイクル）で明確な FN 値が認めら

れなかった．また，基層単体および 2 層構成の試験

後の供試体を図-10 に示す．2 層供試体は側方に流

動破壊し，鉛直変位量が 30 mm程度となった．一方

で，基層単層供試体は変状が認められず，鉛直変位

量は 1 mm 程度となった．基層単層の場合，供試体

の厚さが薄いことから，寸法効果により強度特性が

増加し，耐流動性を適切に評価できないと推測する． 

表-1 エネルギーの算定結果（2 層構成） 

図-8 最大鉛直変位量-サイクル数 
（基層単体改質Ⅱ型・改質Ⅲ型） 

図-7 ひずみ変化率-サイクル数 
（2 層構成改質Ⅱ型・改質Ⅲ型） 

1 500 275 700 601
2 300 150 700 601
3 300 179 800 741
4 300 201 600 527

平均 350 201 700 618
変動係数 25% 23% 10% 13%

項目

改質Ⅱ型 改質Ⅲ型

FN値

（回）

エネルギー

(10-3 N/mm2)
FN値

（回）

エネルギー

(10-3 N/mm2)

図-10 試験後の供試体 
（上：単層供試体，下：2 層供試体） 

図-6 最大鉛直変位量-サイクル数 
（2 層構成改質Ⅱ型・改質Ⅲ型） 

図-9 ひずみ変化率-サイクル数 
（基層単体改質Ⅱ型・改質Ⅲ型） 
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(5) 再現性の検討 

 本検討手法の再現性を確認するため，n = 30 個の

改質Ⅲ型 2 層供試体に対して繰返し一軸圧縮試験を

実施した．図-11 に最大鉛直変位量とサイクル数の

関係を，図-12 にひずみ変化率とサイクル数の関係

を示す．また，表-2 に FN 値と耐流動限界エネルギ

ーの算出結果を示す．FN 値の変動係数は 30%であ

り，耐流動限界エネルギーの変動係数は 29%であっ

た．また，いずれの供試体も図-13 に示す通り 2 層

の界面でズレは生じておらず，2 層全体で耐流動性

を評価できていると考えられる． 
 
 
４．結論 
 
アスファルト混合物の評価手法の確立に向けて，

耐流動性に着目し，破壊エネルギーによる評価が可

能かつ，現場採取したコアサンプリング試料を用い

て汎用的な試験機で実施できる繰返し一軸圧縮試験

について検討した． 
 

1) 表基層の 2 層構成の供試体による試験の結果より

得られる耐流動限界エネルギーを用いて評価する

ことで，改質Ⅱ型と改質Ⅲ型の試験結果において

有意な性能差を評価することができた． 
2) 基層単層のみの供試体で試験を実施した結果，明

確な FN 値が認められず，耐流動限界エネルギー

を評価することができなかった． 
3) 表基層の 2 層構成の改質Ⅲ型の供試体による再現

性の検討を行った結果，FN 値の変動係数が 30%，

耐流動限界エネルギーの変動係数は 29%であった． 

 
以上より，繰返し一軸圧縮試験によりアスファル

ト混合物の耐流動性を評価できる可能性を確認した．

今後は試験結果のばらつきの低減策を検討した上で，

WT 試験などの既存の耐流動性を評価する試験との

相関性について確認した上で，劣化供試体や供用中

の舗装から採取した供試体を対象として検討を行う

予定である． 
アスファルト混合物の耐久性を評価する方法およ

びエネルギー等の指標を用いた評価方法の確立は，

舗装の維持管理の一助となるとともに，阪神高速の

事業シナリオ A2「道路を守る」および機能戦略 B2
「研究開発技術戦略」に寄与すると考える． 

 
謝辞：本検討にあたっては，阪神高速道路（株）構

造技術委員会舗装分科会（主査：長岡技術科学大学

高橋教授），（一財）阪神高速先進技術研究所舗装

技術検討委員会（委員長：大阪市立大学山田名誉教

授）の委員の方々，ならびに共同事業者である阪神

高速道路（株）の方々に貴重なご意見をいただいた．

図-11 最大鉛直変位量-サイクル数 

（再現性の検討）改質Ⅲ型 
図-12 ひずみ変化率-サイクル数 

（再現性の検討）改質Ⅲ型 

図-13 試験状況 

1 500 445 16 600 421
2 400 324 17 500 369
3 400 368 18 500 417
4 500 429 19 700 501
5 500 423 20 700 545
6 400 311 21 800 711

7 400 357 22 900 727
8 400 290 23 600 468
9 500 376 24 500 415

10 400 373 25 500 489
11 400 379 26 600 553
12 400 338 27 800 628
13 500 412 28 1,000 778
14 500 500 29 900 774
15 700 516 30 800 713

平均 577 478 変動
係数

30% 29%

項目
FN値

（回）
項目

エネルギー

(10-3 N/mm2)
FN値

（回）

エネルギー

(10-3 N/mm2)

表-2 エネルギーの算定結果 

（再現性の検討）改質Ⅲ型 
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また，本稿の実験的検討にあたっては鹿島道路（株）

に尽力いただいた．ここに記して感謝の意を表する． 
 
参考文献 
1) 社団法人日本道路協会:舗装調査・試験法便覧（平成31 

年版）第 3 分冊，2019，3. 
2) 宮城裕一，丸山陽，内海正徳:AMPT を用いたアスファ

ルト混合物の弾性係数 E*と塑性変形抵抗性の関係の検

討，土木学会第 72 回年次学術講演会，V-008，2017,9. 
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2 層構成 

基層単層構成 

アスファルト混合物の耐久性評価方法の確立に向けた検討 
～繰返し一軸圧縮試験による耐流動性評価～ 

 
（一財）阪神高速先進技術研究所  正会員 ○新里 良輔   正会員  谷口  惺 

阪神高速道路（株）  正会員  吉田 龍平   正会員  青木 康素 

  鹿島道路（株）  正会員  神下 竜三   正会員  武藤 朱音 

 

１．概要  
阪神高速道路の舗装では，路面性状から補修（打換え）方針を決定しており，表層のみ，または表基層打換えを

実施している．一方で，基層の状態を十分に把握できていないためか，表層打換え後に早期劣化する事例が確認さ

れている．舗装補修にかかる LCC を低減させるためには，基層部アスファルト混合物の耐久性（主にひび割れ・流

動・剥離）を定量的に評価する必要がある．アスファルト混合物の耐久性のうち，耐流動性の評価はホイールトラ

ッキング試験（以下，WT 試験）が一般的だが，実路の基層から WT 用供試体の採取が難しいことが課題である．

そこで，実路で採取可能なコアを用いた耐流動性の評価方法の確立を目的として，実験的検討を行った． 

２．耐流動性の評価

（1）試験条件 

耐流動性を評価することを目的に，Asphalt Mixture Performance Tester（以下，AMPT）1)を用いた Flow Number

（以下，FN）試験を参考に繰返し一軸圧縮試験を実施した．また，国内では AMPT による FN 試験が複層構成のア

スファルト混合物の塑性変形に対する有効な評価方法として提案されている 2)．試験に用いる材料は，阪神高速道

路の舗装に使用実績のある材料として，骨材は密粒度アスファルト混合物（13），バインダーはポリマー改質アスフ

ァルトⅡ型（以下，改質Ⅱ型）およびポリマー改質アスファルトⅢ型（以下，改質Ⅲ型）を使用した．試験機器は図

-1 に示すとおり，万能試験機（恒温恒湿室機能付）にて実施した．圧縮型ロードセルおよび変位計により，荷重と

鉛直変位を測定し，そこから計算した破壊エネルギー量による評価を行った．図-2 のフローに示すように，供試体

の寸法は RC 床版上の橋面舗装の表基層の既設アスファルト混合物をコア削孔することを想定し，供試体厚さは阪

神高速道路の RC 床版の設計厚さである表層 40 mm，基層 35 mm の 2 層構成または基層のみの単層構成とし，直径

はφ100 mm とした（図-3）．動的載荷条件はハーバーサイン波（載荷 0.1 秒・休止 0.9 秒）とし，載荷の周波数を 1 

Hz とした．試験条件は AMPT 試験規格 1)および検討例 2)を参考に設定した．試験温度は 60℃とし，載荷圧は想定試

験時間が 1 時間程度となるように，予備試験を踏まえて 1.25 MPa に設定した．なお，FN 試験との試験条件の違い

は載荷圧（FN 試験：0.9 MPa）と供試体寸法（FN 試験：φ100 × h 150 mm）である． 

 

  

図-2 供試体の作製フロー 図-1 万能試験機外観および試験状況 

 

図-3 供試体寸法 
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表-2 再現性の確認（2 層構成改質Ⅲ型） 

図-6 ひずみ変化率-サイクル数 
（基層単体改質Ⅱ型・改質Ⅲ型） 

表-1 改質Ⅱ型と改質Ⅲ型の結果比較 
（2 層構成） 

図-5 ひずみ変化率-サイクル数 
（2 層構成改質Ⅱ型・改質Ⅲ型） 

図-4 ヒステリシスループで囲まれる 
単位エネルギー 

1 500 275 700 601

2 300 150 700 601

3 300 179 800 741

4 300 201 600 527

平均 350 201 700 618
変動係数 25% 23% 10% 13%

項目

改質Ⅲ型

FN値
（回）

エネルギー

(10-3 N/mm2)

エネルギー

(10-3 N/mm2)

FN値
（回）

改質Ⅱ型

1 500 445 11 400 379 21 800 711

2 400 324 12 400 338 22 900 727

3 400 368 13 500 412 23 600 468

4 500 429 14 500 500 24 500 415

5 500 423 15 700 516 25 500 489

6 400 311 16 600 421 26 600 553

7 400 357 17 500 369 27 800 628

8 400 290 18 500 417 28 1,000 778

9 500 376 19 700 501 29 900 774

10 400 373 20 700 545 30 800 713

- - - 平均 577 478
変動
係数

30% 29%

項目
FN値

（回）

エネルギー

(10- 3 N/mm2)

エネルギー

(10- 3 N/mm2)
項目

FN値
（回）

エネルギー

(10- 3 N/mm2)
項目

FN値
（回）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）耐流動限界エネルギーの算出 

耐流動性を評価するため，各載荷サイクルの応力と鉛直ひずみの関係から図-4 に示すようなヒステリシスループ

で囲まれる面積を各サイクル数の単位エネルギーとし，繰返し載荷によるひずみ変化率が極小値となるサイクル数

FN 値 2)（Flow Number）までの単位エネルギー量の累計を，耐流動限界エネルギーとして評価した． 

（3）バインダーごとの試験結果の比較 

耐流動限界エネルギーによりバインダーの違いが評価可能かどうか検討するため，改質Ⅱ型と改質Ⅲ型の 2 層供

試体を用いて試験を行った．ひずみ変化率とサイクル数の関係を図-5 に示す．改質Ⅲ型は改質Ⅱ型と比べて，FN 値

や耐流動限界エネルギーが大きく，変動係数が小さい（表-1）．改質Ⅱ型および改質Ⅲ型についていずれの指標の変

動係数も 25％以下とばらつきが小さく評価指標として用いることができる．  

（4）単層供試体の評価の検討 

 単層供試体の試験により基層の直接評価が可能かどうかを検討するため，改質Ⅱ型と改質Ⅲ型を用いた基層の単

層供試体のひずみ変化率とサイクル数の関係を図-5 に示す．改質Ⅱ型と改質Ⅲ型ともに，想定している試験時間（1

時間・3,600 サイクル）で明確な FN 値が認められなかった．厚さの薄い供試体の場合，寸法効果により強度特性が

増加することから，耐流動性を適切に評価できないと推測する． 

（5）再現性の検討 

本検討手法の再現性を確認するため，n = 30 個の改質Ⅲ型供試体に対して繰返し一軸圧縮試験を実施した． FN

値と耐流動限界エネルギーの算出結果を表-2 に示す．耐流動限界エネルギーの変動係数は 29%程度であった． 

３．まとめ 
以上の検討により，アスファルト混合物の実路で採取可能なコア供試体を用いた耐久性評価方法の 1 つとして，

耐流動性に着目し，繰返し一軸圧縮試験により得られる耐流動限界エネルギーを用いた評価を実施した．耐流動限

界エネルギーの評価により，改質Ⅱ型および改質Ⅲ型の性能差を確認できた．今後は試験結果のばらつきの低減策

を検討した上で，WT 試験などの既存の試験との相関性について検討する予定である． 

４．参考文献  

1) AASHTO : Determining the Dynamic Modulus and Flow Number for Asphalt Mixtures Using the Asphalt Mixture Performance Tester(AMPT) 

2) 宮城裕一，丸山陽，内海正徳：AMPT を用いたアスファルト混合物の弾性係数 E*と塑性変形抵抗性の関係の検討，土木学会第 72

回年次学術講演会，V-008，2017,9. 
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橋面舗装における AI技術を活用した損傷要因分析の試み 

（一財）阪神高速先進技術研究所  正会員 ○福島 誉央 

阪神高速道路（株）  正会員  青木 康素 

阪神高速道路（株）  正会員  岡山 真人 

１．はじめに 

阪神高速では，アスファルト舗装の補修設計にあたり，路面性状調査により得られた表層面でのひび割れ率

とわだち掘れ量を主に用い，その他，第三者影響などの事項も加味し，補修対象および補修方法を決定してい

る．一方で，舗装の損傷要因は，材料，施工，道路構造，交通荷重等の外的要因など多岐に渡ることから，現

在補修設計で用いているひび割れ率・わだち掘れ量・その他事項以外にも舗装損傷に影響を及ぼす要因が存在

すると思われることや，各要因が舗装損傷に与える影響度合いも異なると想定される．そのため，舗装損傷要

因の推定や路面性状調査結果との相関関係を確認・検討することにより，さらに合理的な補修設計を実施する

ことが可能になり維持管理の効率化が図られると考えられる．これまで，舗装の損傷分析では例えば，劣化予

測モデルの検討 1)やポットホール発生予測のための劣化促進要因検証 2)という試みがなされている．これらの

ような統計分析・予測モデル的なアプローチにより相関関係を分析することを

考え，本稿では，AI技術の一つである機械学習による予測モデルを用いた要因

分析を行った．  

２．分析概要 

分析は橋面舗装を対象とし，阪神高速 3 号神戸線のうち，図

-1に示す区間とした．（京橋～摩耶）区間は 1968 年および 1969

年の供用，（摩耶～芦屋）区間は 1970年の供用で，供用から 50 

年以上が経過している．また，交通影響の観点では，重交通路

線であり，特に（京橋～摩耶）区間は神戸市の中心に位置し平

日平均交通量（2019年 5月時点）が 93,300 台と交通が集中す

る区間である． 

分析データは，2022 年および 2023 年に実施した路面性状調

査結果を対象とし，径間・車線単位で得られるひび割れ率と最

大わだち掘れ量を用いた．分析対象とするデータ（特徴量）を

表-1に示す．舗装損傷の発生に影響を及ぼすと考えられる幾何

構造，構造情報，交通状況から選定した．交通量は 2024年 1月

1 日からの 1年間を対象とした． 

分析手法は，単一の予測モデルではなく，複数の予測モデル

から得られた結果を統合し評価することにより，信頼性の向上

を図ることとした．実施方法を図-2に，

適用する予測モデルを表-2に示す．既往

文献 2)3)も参考に，本稿では 5 つの予測モ

デルを適用することとし，木構造系モデ

ル 3 種，ニューラルネットワーク系モデ

表-1 分析対象データ（特徴量） 

図-2 機械学習による予測実施方法 

備考分類項目

基層舗設からの経過年数構造基層経過年

コンクリート床版・鋼床版構造床版種別

舗装切削後の床版面の損傷有無構造床版補修

幾何構造縦断勾配

幾何構造横断勾配

幾何構造合成勾配

幾何構造曲線半径

1日あたりの平均交通量交通交通量

上り線/下り線の区分交通上下線区分

走行/追越/拡幅交通車線区分

XGBoost

CatBoost

LightGBM

RealMLP

TabM

予測値A

予測値B

予測値C

予測値D

予測値E

Ridge回帰
5分割交差検証

最終予測

役割特徴種類モデル名

主力予測器精度が高く汎用的

木構造系

XGBoost

区分データの処理カテゴリデータに強いCatBoost

効率的な学習高速かつ大規模データに強いLightGBM

木構造系と異なる視点の予測多層構造で非線形関係を捉えるニューラル
ネットワーク系

RealMLP

複雑なパターンの補完表形式データに特化した深層学習TabM

表-2 適用モデルおよび概要 

図-1 分析対象区間 

対象区間
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ル 2種とした．木構造系モデルは仮定による条件分岐で予測を行うもので，

ニューラルネットワーク系モデルは変数間の複雑な組み合わせパターンを

自動的に学習するものであることから，両者の予測結果を統合することで

単独では見逃しやすいパターンを互いに補完し精度向上を図る目的で選定

した．これらにより得られた予測結果を Ridge回帰を用い統合し，加えて，

5 分割交差検証により予測精度を評価し信頼性の担保を図ることとした． 

本手法にて，表-1に示すデータ（特徴量）を用いてひび割れ率および最

大わだち掘れ量を予測し，実測値との整合性を確認することでモデルの妥

当性を確認した上で、各特徴量が損傷に与える影響度を分析した．  

３．分析結果 

機械学習による予測結果を図-3,4に示す。横軸は実測値，縦軸は機械学

習による予測値となっている．ひび割れ率，最大わだち掘れ量ともに決定

係数 R2が 0.29 程度であり，高い数値ではないものの一定の相関性が認め

られる結果となった．なお，ひび割れ率については負の値の予測結果が一

部見受けられることから十分な予測ができていない可能性が考えられるも

のの，少数のため結果に大きな影響は無いものと考える． 

以上の結果を受け，機械学習モデルの予測に対する各説明変数の寄与度

を評価する手法である SHAP（SHapley Additive exPlanations）を用いて 3)ひ

び割れ率およびわだち掘れ量に対する特徴量の寄与度を確認した．確認結

果を図-5,6に示す．ひび割れ率・わだち掘れ量ともに共通して，床版種別，

交通量，基層経過年が上位となっている．その他，ひび割れ率については，

合成勾配，曲線半径の寄与度が，最大わだち掘れ量は，縦断勾配，横断勾

配の寄与度が続いて高い結果となった． 

以上の結果から，本検討の対象とするデータ（特徴量）について，本手

法による要因分析が一定有効であると考えられる．今回の予測結果からは，

交通量，床版種別が最も大きな影響因子であることが評価でき，交通荷重

による負荷や橋梁の挙動が大きい鋼床版での損傷発生のし易さといった点

はこれまでの技術的な知見に感覚的に整合する．一方で，曲線半径や勾配

は，車両の遠心力や急制動が生じるために舗装損傷への影響が伺えたもの

の，寄与度は高くない結果となった．これは，損傷の発生・進行が，曲線

半径や勾配の変化による車両走行状態にも影響されることから，幾何構造

の数値のみでの予測が困難になっているものと考えられる．したがって，

損傷発生メカニズムを考慮したデータ（特徴量）の取り扱いが課題である． 

４．まとめ 

本稿では，阪神高速道路における舗装補修設計の合理化の実現に向け，

機械学習による予測モデルを用い舗装損傷要因分析を行った．この結果，舗装の損傷に対する要因の抽出が可

能となった．ただし，決定係数 R2は十分に高い値とは言えないことから，より説明性の高い結果となるよう，

対象とするデータ（特徴量）の設定や事前処理方法など，より適切なもとのするよう検討が必要である． 

参考文献 

1) 小林ら：サンプル欠損を考慮した舗装劣化予測モデル，土木学会論文集，63 巻 1 号，pp. 19-33，2007. 
2) 川西ら：高頻度路面調査データを用いたポットホール発生予測手法の検討，AI・データサイエンス論文集，2 巻 J2 号，pp. 661-

670，2021. 
3) 龍田ら：床版調査データと機械学習技術による床版上面土砂化推定モデルの検討，道路橋床版シンポジウム論文報告集，pp. 

211-216，2024. 

図-6 予測結果への寄与度 
  (最大わだち掘れ量) 

図-5 予測結果への寄与度 
 (ひび割れ率） 

図-3 予測結果 
   （ひび割れ率(%)） 

図-4 予測結果 
（最大わだち掘れ量(mm)） 

R2 = 0.2951

予
測
値

実測値

R2 = 0.2905

予
測
値

実測値

床版種別

交通量

基層経過年

合成勾配

曲線半径

車線区分

横断勾配

縦断勾配

上下線区分

床版補修

床版種別

交通量

基層経過年

合成勾配

曲線半径

車線区分

横断勾配

縦断勾配

上下線区分

床版補修
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キーワード 3 次元点群データ，MMS，ヒートマップ図

連絡先 〒541-0054 大阪府大阪市中央区南本町 4-5-7 東亜ビル 2F 
（一財）阪神高速先進技術研究所 調査研究部 TEL06-6244-6023 

3 次元点群データを用いた橋梁の損傷検出における検討 

（一財）阪神高速先進技術研究所 正会員 ○堀川 真伸 

阪神高速道路（株） 正会員 谷口 祥基 

阪神高速道路（株） 非会員 稲生 有希 

１．はじめに 

阪神高速道路は 1964 年に供用を開始し，現在の総延

長 258.1km のうち，50 年以上経過した橋梁が約 3 割を

占め，10 年後には約 5 割，20 年後には 6 割を超える．

今後，構造物の老朽化に伴い，損傷数が増加することが

予想される．また，生産年齢人口の減少による点検員の

不足も予想される中，橋梁点検の効率化・高度化が求め

られている．本検討では，MMS(Mobile Mapping System)

で取得した 3 次元点群データの活用により，3 次元点群

データから損傷検出がどの程度可能かを試行的に確認

することを目的に検討を行った．具体的には，阪神高速

道路上を巡回し，車上目視にて損傷や異常箇所の確認

を行う日常点検を対象に， MMS で取得した 3 次元点

群データをヒートマップ表示することにより，損傷箇

所を特定できるかについて検証を行った．3 次元点群デ

ータにより損傷箇所の特定ができれば，損傷の大きさ

や深さなどの情報を定量的に把握することができ，点

検の高度化にも繋がる． 

２．損傷箇所の可視化についての検証 

(1) 対象損傷

本検討における対象損傷として，実際に日常点検で

発見された高欄はく離の損傷と路面はく離の損傷を選

定した．選定理由としては，はく離の深さを目視で正確

に確認することは難しく，3 次元点群データによる定量

化の効果が大きいと考えたためである． 

(2) ヒートマップ図の作成方法

ヒートマップ図の作成にあたり，以下の 2 つの基準

面作成方法を試行した． 

①全点を使用して近似平面を算出し，基準面を作成

②任意の 3 点を選択し，基準面を作成

対象損傷の損傷箇所を確認するためのヒートマップ

図の作成方法は以下の通りである． 

STEP1：損傷を含む対象箇所の点群の切り取り 

STEP2：①全点を使用して，②任意の 3点を選択して， 

近似平面の算出 

STEP3：STEP2 で算出した近似平面から基準面を作成 

し，点群の後方に配置（図-1） 

STEP4：点群と基準面の距離を算出 

STEP5：色を表示する距離の閾値の設定 

図-1 点群（黒色）と基準面（青色）の配置位置 

(3) 検証結果

高欄はく離，路面はく離について，損傷画像と基準面

作成方法①（全点使用），②（任意の 3 点）にて作成し

たヒートマップ図を図-2，図-3 に示す． 

高欄のはく離については， どちらの基準面作成方法

であっても，損傷箇所の特定が可能であることがわか

った．しかしながら，基準面作成方法②（任意の 3 点）

については，基準面作成方法①（全点使用）と比べると，

損傷箇所の特定が難しい結果となった．これは，基準面

作成のために 3 点を選択するが，高欄の平面から外れ

た点を選択してしまった可能性があり，その 3 点で基

準面を作成したために，傾いた基準面ができてしまい，

損傷箇所の特定が難しくなったと考える．  

路面はく離については，どちらの基準面作成方法で

あっても，損傷箇所（図-3 の赤枠）だけでなく，損傷

箇所の右側の部分もはく離があると判断されてしまう

ため，図-3 だけでは損傷の有無を判断することが難し

い結果となった．また，基準面作成方法①，②で作成し 
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図-2 高欄はく離の損傷画像とヒートマップ図（方法①（全点使用）は左図，方法②（任意の 3 点）は右図） 

 

図-3 路面はく離の損傷画像とヒートマップ図（方法①（全点使用）は左図，方法②（任意の 3 点）は右図） 

 

 

図-4 路面はく離のヒートマップ図（区画線箇所削除） 

 

たヒートマップ図に大きな差異はなかった． 

また，図-3 の損傷箇所の右側部分が区画線箇所であ

るために，対象範囲から区画線箇所を除外することに

より，損傷箇所の特定ができないか検証を行った．図-

4 に示す通り，区画線箇所を除いた場合においても，損

傷の有無を判断することが難しい結果となった．  

今回の結果から，基準面作成方法について，基準面作

成方法②（任意の 3 点）は，選択する 3 点により，基準

面が正しく作成できない可能性があり，損傷の特定も

難しくなる場合があるため，基準面作成方法①のほう

が，損傷箇所の特定がしやすいと考える． 

 

３．おわりに 

本検討では，MMS で取得した 3 次元点群データを用

いた損傷箇所の特定可否について検証を行った．その

結果，高欄はく離は損傷箇所の特定ができた．一方，路

面はく離は損傷箇所の特定が難しいことがわかった．

路面はく離は，カメラによる画像撮影等，他の手段にて

取得した損傷情報と組み合わせることで，損傷箇所の

特定が可能になると考える．その上で 3 次元点群デー

タを活用することで，損傷に対する定量的な数値把握

が可能となり，点検高度化の一助となると考える． 

 

参考文献 

1) 関和彦，山口愛加，窪田諭：3 次元点群データを用いた道

路橋の損傷抽出とヒートマップ表示，土木学会論文集，

Vol.79，No.10，pp. 22-71，2023． 
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阪神高速道路第 57 回技術研究発表会論文集(2025) 

 

 

 

一般高架橋における点検結果の 

4D 表示および活用方法の検討 
 

 
山木誠也 1・服部匡洋 1・安藤翠 2 

 
1 (一財) 阪神高速先進技術研究所調査研究部橋梁・構造研究室 
 2 阪神高速技術 (株) 技術マネジメント部保全マネジメント課 

 

 

要約 
 

特殊橋梁は構成部材が多く部材番号が複雑であり，橋梁全体の損傷の把握に多大な時間を要する．そこ

で，これまで東神戸大橋を対象に既存の 3Dモデル及び 3D表示ツールを用い，点検結果に時間軸を加えた

4D 表示させることで，損傷の全体像の把握や損傷進展箇所の特定を可能にし，長大橋の維持管理の効率

化に繋がる可能性を示した．一方で，阪神高速道路における特殊橋梁が占める割合はごく一部であり，一

般高架橋に対してもこの 4D 可視化技術を用いることで点検・診断・補修計画立案の効率化を実現できる

可能性があると考えられる．このため，本検討では一般高架橋の 1 橋梁を対象に点検結果の 4D 可視化を

試み，活用方法について検討した．  

 

 

キーワード: 点検結果，3D 表示，4D 表示，Google Earth Pro 

 

 

 

１．はじめに 
 
 我が国では道路橋が約 73 万橋存在する．その多

くが高度経済成長期以降に建設されており，2029
年には建設後 50 年を経過した橋梁の割合は全体の

52%となる．さらには事後保全から予防保全への転

換など，今後ますます橋梁の維持管理が重要となる

ことが想定される．このような背景から管理者や大

学といった様々な組織により 3D モデルや AR を用

いた点検結果の可視化により全体像の把握など，維

持管理の効率化を図る取り組みが行われてきた 1),2),3)． 
 阪神高速道路においても，供用開始から約 60 年

が経過し，構造物の老朽化が着実に進んでいる．阪

神高速グループビジョン 20304)では「3.世界水準の

卓越した都市高速道路技術で発展する阪神高速」を

掲げ，都市高速道路の管理の技術・経験を活かした

メンテナンスしやすい高速道路の開発に挑戦してい

る．その取り組みのひとつとして，過年度には部材

数が多くかつ複雑な特殊橋梁のひとつである東神戸

大橋を対象に，既存の耐震設計用動的解析モデル

（以下，動的解析モデル）および地理情報表示ソフ

トを利用した点検結果の 4D（3D に時間軸を追加）

表示を行うことで（図-1），損傷分布・推移を視覚

的に捉え，補修計画の立案等，維持管理の効率化に

繋がる可能性を示した 5)． 
 一方で，阪神高速道路における特殊橋梁が占める

割合はごく一部であり，多くの割合を占める一般高

架橋に展開できれば更なる維持管理の効率化に資す

ると考えられる．本検討では損傷の要因や関連性の

分析に適用できるか評価することを目的に，過年度

の東神戸大橋を対象とした検討で得られたノウハウ

を既設の一般高架橋に適用し，3D モデルに日常お

よび定期点検結果を表示して実務での活用性を検証

する． 

  
(a) 俯瞰図 

 
(b) 部分着目 

図-1 東神戸大橋における点検結果の 4D 表示 5) 
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２．3D モデルの構築 

 
 点検結果の可視化には，点検結果を映し出す 3D
モデルと地理情報表示ソフトが必要である．前述の

通り，過年度の東神戸大橋を対象とした検討で得ら

れたノウハウを活用し，既存の動的解析モデルや地

理情報表示ソフトを使用して，3D モデルの表示を

行う方針とした． 
 本検討は，一般高架橋を対象とした損傷表示の試

行として，阪神高速道路内の 1 橋梁を対象とした．

対象橋梁は下部構造が鋼製ラーメン橋脚，上部構造

が 3 径間連続鋼床版箱桁で構成される橋梁のうち，

老番側にある側径間の 1 径間を対象とした． 

 

(1) 点検結果の区分方法の確認 

 点検結果を 3D モデルに過不足や重複なく表示さ

せるには，どのように部材を分類して点検結果を区

分しているかを把握しておく必要がある．日常およ

び定期点検では上部構造物，下部構造物，はり上構

造物，路面構造物に分類され，それぞれ点検が実施

されている． 
 対象橋梁は箱桁を 3つ有する橋梁であり，図-2に

示すように上部構造は橋軸直角方向には G1～G3 の

箱桁とその両隣の A～D の計 7 箇所のエリアが存在

し，橋軸方向には B17～B23 の横桁で区切られてい

る．また，図-2 の丸印は鋼床版の損傷箇所を示し

ており，対象橋梁では B（橋軸直角方向）-17（橋

軸方向）の区画に損傷があることを示している．横

桁は主桁との添接部と中央部に分かれて損傷が分類

される．下部構造は橋脚の梁，柱，基礎で分けられ，

損傷が分類される（図-3）．はり上構造は支承（図

-4）や伸縮装置，落橋防止構造で分けられ，損傷が

分類される．路面構造は舗装や標識，高欄，中央分

離帯に分けられる．図-5 が示すとおり対象橋梁は

片側 3 車線であり，舗装の損傷はどの車線上にあっ

たかが登録される． 
 

(2) 3D モデル 

 これまでの検討により，点検結果を表示させる上

では必ずしも実構造物を忠実に再現する必要はなく，

また既存の動的解析モデルを活用し座標等の情報を

取得することで，一からモデルを作成するよりも効

率的に作成できることを確認した．阪神高速道路に

おいては過年度に全路線を対象とした広域の地震応

答シミュレーションが実施されており 6)，その時に

作成された動的解析モデル（以下，全路線モデル）

から任意の箇所を抽出することで，モデル作成を省

力化できる．既存の全路線モデルから抽出した対象

箇所の 3D モデルを図-6 に示す． 
 全路線モデルは節点と要素で形成される骨組構造

で形成されており，橋脚柱は断面形状の情報を持つ

ファイバー要素でモデル化されている．一方で橋脚

梁や上部構造は構造解析に必要な数値情報（断面積

や断面二次モーメント等）は有するものの，断面形

状の情報を持たず，また橋脚梁の張り出しは無視さ

れているため（図-7），点検結果をプロットできる

ように 3D モデルを改良し，梁や上部構造にも断面

形状の情報を与える必要がある．  

 
図-2 上部構造点検結果 

 
図-3 下部構造点検結果 

 
図-4 はり上構造点検結果 

 
図-5 路面構造点検結果登録イメージ 

 
図-6 抽出した動的解析モデル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 全路線モデルが持つ情報 

骨組構造 

断面形状表示 

実線：全路線モデルに含まれる情報 
破線：全路線モデルに含まれない情報 
①橋脚柱の断面形状はあり 
②上部構造，橋脚梁の断面形状はなし 
③橋脚梁の張り出しは無視 

③ 

② 

① 

損傷あり 
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 改良した 3D モデルを図-8 に示す．点検結果を表

示させるために橋軸方向，橋軸直角方向，高さ方向

に分割した最小単位を本検討ではポリゴンと呼ぶこ

ととする．改良箇所を次に示す． 
a)上部構造の断面形状の追加 

上部構造は一般部，横桁部，支承部，伸縮装置部

の 4 種類の代表断面を作成した（図-9）．図-10 に

示すような上部構造の代表断面の配置を行うため，

横桁位置や桁端部に新たに節点を追加した（図-

11）．これは，断面形状が節点間の要素に割り当て

られるものであり，全路線モデルにおいては上部構

造の節点は支承部以外では等間隔に設定されている

ことから，そのままでは横桁部や伸縮装置部を配置

できないためである．点検結果の区分と 3D モデル

の断面が 1 対 1 対応となるように 3D モデルの断面

を分割する必要がある．前述した点検結果の区分方

法を踏まえ，本検討では舗装を片側 3 分割，横桁を

3 分割，鋼床版を 7 分割し，それ以外の部材は分割

なしとした． 
b)橋脚梁の張り出し部の追加 
橋脚梁の張り出し部を追加するために橋脚柱と橋

脚梁を結ぶ節点から外側に節点を追加した（図-

11）． 
c)橋脚梁の断面形状の追加 
追加した張り出し部を含め，橋軸直角方向に一定

の矩形断面を追加した．梁軸心までは橋脚柱の断面

形状が配置されているため，梁軸心が断面下端とな

る断面形状にすることにより，橋脚梁と橋脚柱の断

面の重複を避けた（図-12）． 
 
 
 

 
(a) 全体図 

 
(b) 端部拡大図 

図-8 改良 3D モデル（断面形状表示） 
 
 
 

 
 
 
 

 
(a) 一般部 

 

 
(b) 横桁部 

 

 
(c) 支承部 

 
 

 
 

(d) 伸縮装置部 

図-9 上部構造代表断面 

 
 

 

 

 
図-10 上部構造代表断面の配置 

 

 
図-11 骨組構造の改良箇所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-12 橋脚梁の断面形状 
 

XY

Z

節点（横桁）

を追加 

梁の張り出し 

桁端部の張り出し 

舗装 中央分離帯 

鋼床版 

横桁 

支承 

A：一般部 
B：横桁部 
C：支承部 

橋

脚 

線分で囲まれた 1 つ 1 つがポリゴン 

橋

脚 

節点（横桁，伸

縮装置）を追加 

橋脚梁は梁上端～梁軸心までを追加 

橋脚柱 
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(3) 地理情報表示ソフト 

 地理情報表示ソフトは，ArcGIS 等多数市販され

ているが，Google Earth Pro7)を用いた．Google Earth 
Pro は衛星画像を表示する Google 社提供のフリーソ

フトであり，地形の立体表示も可能な 3D 地理情報

表示ソフトである．Google Earth Pro を用いた理由は，

多くの利用者がいつでも簡単に使える利便性を有し，

時間軸を考慮した 4D 表示機能などを備えているこ

とから，求める機能を概ね実現できると考えたため

である． 
 Google Earth Pro に情報を表示するファイル形式に

は，KMLを用いた．KML(Keyhole Markup Language)
は，地理データと関連コンテンツを格納するための

XKL ベ ー ス の 形 式 で ， OGC(Open Geospatial 
Consortium)の公式標準である．KML は簡単にイン

ターネットで配信して，Google Earth Pro や ArcGIS 
Explorer など多くの無料アプリケーションで表示で

きるため，非 GIS ユーザーと地理データを共有する

ための一般的な形式とも言われている 8)． 
 
(4) 3D モデルの表示 

 本検討用に改良した 3D モデルを Google Earth Pro
上にプロットしたものを図-13 に示す．図-13(a)～

(c)では部材ごとに表示する色を分けている．部材

が入り組んでいる箇所では内部構造の部材を確認し

づらいため，図-13(d)に示すチェックボックスをク

リックすることで部材ごとに表示/非表示を切り替

えられるようにした． 
 
 
３．損傷の 3D 表示 
 
(1) 損傷の表示方法 

 本検討では架空の損傷を表示している．その理由

は，一般的に損傷の関連性があると考えられる鋼床

版のき裂（以下，き裂），舗装のポットホール（以

下，PH）を架空の損傷として選定し 3D 表示するこ

とで，損傷の要因・関連性を評価し易いと考えたた

めである．損傷の表示方法はポリゴンを着色あるい

は損傷箇所にピンを立てることとし，損傷ランクご

とに色を分ける．ランクごとに対応する色を表-1

に示す．「損傷報告なし」は点検実施後，損傷報告

のなかった部材，対象外は本検討で対象としなかっ

た径間を指す． 
 
(2) 損傷の表示パターンの比較検討 

 迅速な状況把握，損傷の関連性の評価をし易い表

示パターンを検討するため，き裂と PH の表示方法

を着色とピンで入れ替え，図-14 に示す 4 パターン

での比較を行った．ピン表示する際にき裂と PH の

アイコンが一緒だと識別できないため，き裂は

「◎」，PH は「△」で表示している． 
いずれのパターンにおいても損傷が発生している

ことが俯瞰して分かる． 
図-14(a)，(c)はき裂を確認するために舗装ポリ 

 
(a) 全表示 

 
(b) 舗装非表示 

 
(c) 舗装，鋼床版，U リブ非表示 

 
(d) チェックボックス 

図-13 部材ごとの表示/非表示切り替え 

（Google Earth Pro 上に表示） 

 
表-1 各判定区分に対応する色名と RGB 

判定区分 色名 RGB 

S 赤紫 153,0,153 

A 赤 255,75,0 

B 黄赤 246,170,0 

C 黄 242,231,0 

損傷報告なし 緑 0,176,107 

対象外 黒 0,0,0 

舗装 

中央分離帯 

鋼床版 

伸縮装置 

壁高欄 

主桁 

横桁 
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ゴンを非表示にする必要があり，き裂と PH を同時

に確認することができない．また使用者によっては

部材を全て表示した際に一見してき裂がないと判断

する可能性もあり，状況把握や共通認識を図る上で

は，表示方法として適切ではないと考える．図-

14(b)，(d)はき裂と PH を確認するためにポリゴン

を非表示にする必要はなく，迅速な状況把握，技術

者間の共通認識が可能であると考える． 
図-14(b)～(d)はき裂と PHの発生位置が近接して

いることが分かるため，損傷同士の関連性を把握で

きる．しかし図-14(c)，(d)は PHをピンで表示する

ことにより損傷の関連性を確認しやすいが，現在の

日常点検では PH はどの車線上にあるかの情報しか

登録しないため，ピンで表示するには新たに位置情

報の取得が必要になる．また，図-14(d)はき裂，

PH ともにピン表示であるため，損傷が多数ある場

合は煩雑になり，俯瞰すると状況を理解しづらくな

ることが難点である． 
 したがって，3D 表示する有用性と実務への活用

性のバランスを勘案し，図-14(b)が最も適している

と考える． 
 
 
４．おわりに 
  
 本検討では既存の動的解析モデルを活用し，

Google Earth Pro を用いて架空の損傷の 3D 表示を試

みた．本検討で明らかになったことは次の 4 点であ

る． 
① 東神戸大橋などの特殊橋梁だけでなく，一般高

架橋においても既存の動的解析モデルに対し，

断面形状等の不足する情報を追加して改良を行

い，Google Earth Pro といった既存のツールを用

いることで点検結果の 3D 表示を実現できる． 
② 損傷を 3D 表示することで，迅速な損傷状況の

把握および技術者間の共通認識を図ることがで

き，効率化に貢献できることを確認した． 
③ 損傷同士の位置関係が分かる等，損傷の要因・

関連性を評価し易くなり，維持管理計画の高度

化が期待できる． 
④ 損傷をピン表示するには位置情報が必要となる．

点検における損傷箇所の緯度経度等の取得方法

を考える必要がある． 
今後の展望について次に示す． 

① 本検討では架空の損傷としてき裂と PH のみを

表示させたが，実損傷を入れ，複数種類の損傷

が含まれる場合の表示方法について検討する必

要がある． 
② 複数の日常点検や定期点検結果，補修情報をそ

れぞれ入力し，損傷の発生や補修記録を時系列

で表示（4D 表示）させることにより劣化進行

度や補修効果検証を行う． 
謝辞：本検討を進めるにあたり，株式会社地震工学

研究開発センター馬越一也氏，中村真貴氏，株式会

社アクテム村田学氏には多大な協力と助言を頂いた．

ここに記して謝意を表する． 
 

 
(a) き裂：着色，PH：着色 

 
(b) き裂：ピン，PH：着色 

 
(c) き裂：着色，PH：ピン 

 
(d) き裂：ピン，PH：ピン 
図-14 架空の損傷表示 

（Google Earth Pro 上に表示） 

 
 

◎：き裂 
△：ポットホール 
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一般高架橋における点検結果の 4D 表示および活用方法の検討 
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阪神高速技術株式会社  正会員  安藤  翠  非会員  坂本 直太  正会員  坂根 英樹 

株式会社地震工学研究開発センター  正会員  馬越 一也  正会員  中村 真貴 

株式会社アクテム  非会員  村田  学 

 

１．はじめに  

近年，橋梁分野では設計時に作成される CIM モデル等を用いて点検結果を可視化して，維持管理を効率化

させることを目的とした取り組みが行われている 1)．また，阪神高速では部材数が多くかつ複雑な長大橋を対

象に，既存の耐震設計用動的解析モデル（以下，動的解析モデル）および地理情報表示ソフトを利用した点検

結果の 4D（3D に時間軸を追加）表示を行うことで，損傷分布・推移を視覚的に捉え，補修計画の立案等，維

持管理の効率化に繋がる可能性を示した 2)．そこで，本検討では損傷の要因や関連性の分析に適用できるか評

価することを目的に，これまでの長大橋を対象とした検討で得られたノウハウを既設の一般高架橋に適用し，

3D モデルに日常および定期点検結果を表示して実務での活用性を検証した． 

２．モデルの構築  

これまでの検討により，点検結果を表示させる上では必ずしも実構造物を忠実に再現する必要はなく，また

既存の動的解析モデルを活用し座標等の情報を取得することで，一からモデルを作成するよりも効率的に作

成できることを確認した．したがって本検討においても，3D モデルは既存の動的解析モデル 3)から対象とす

る橋梁部分を抽出し作成した．対象は一般的な 3 径間連続鋼床版箱桁橋であり，側径間に損傷を表示させた

（図-1(a)）．既存の動的解析モデルには上部構造の断面形状の情報が存在しなかったため，点検結果を表示す

るために新たに上部構造の断面形状の情報を追加し，橋軸方向と断面方向に分割して点検結果の区分と 1 対 1

対応が可能なポリゴンを作成した（図-1(b)）．部材が入り組んでいる箇所では内部構造の部材を確認しづらい

ため，チェックボックスで部材ごとに表示/非表示を切り替えられるように 3D モデルを構築した（図-2）． 

地理情報表示ソフトは Google Earth Pro4)を用いた． 

 

 

 

 

 

 

   図-1(a)3D モデル全体図             図-1(b)3D モデル端部拡大図 

 

 

 

 

 

(a)チェックボックス    (b)全表示        (c)舗装非表示    (d)舗装，鋼床版，Uリブ非表示 

図-2 部材ごとの表示/非表示切り替え（Google Earth Pro 上に表示） 

橋軸，断面方向に分割 
線分で囲まれた 1 つ 1 つがポリゴン 
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(a)き裂：着色，ポットホール：着色       (b)き裂：ピン，ポットホール：着色 

 

 

 

 

 

 

 

(c)き裂：着色，ポットホール：ピン       (d)き裂：ピン，ポットホール：ピン 

図-3 架空の損傷表示（Google Earth Pro 上に表示） 

３．損傷の 3D 表示  

本検討では架空の損傷を表示している．その理由は，一般的に損傷の関連性があると考えられる鋼床版のき

裂（以下，き裂），舗装のポットホール（以下，PH）を架空の損傷として選定し 4D 表示することで，損傷の

要因・関連性を評価し易いと考えたためである．損傷の表示方法はポリゴンを着色あるいは損傷箇所にピンを

立てることとし，損傷ランクごとに色を分ける．表示方法の検討として 4 パターンで比較を行った（図-3）．

いずれのパターンにおいても損傷が発生していることが俯瞰して分かる．また(b)~(d)はき裂と PH の発生位置

が近接していることが分かるため，損傷同士の関連性を把握できる．(a)はき裂を確認するために舗装ポリゴン

を非表示にする必要がある．迅速な状況把握，技術者間の共通認識を図る上で，一見するとき裂がないと判断

される可能性もあり，表示方法として適切ではないと考える．(c)，(d)は損傷の関連性を確認しやすいが，現在

の日常点検では PH はどの車線上にあるかの情報しか登録しないため，ピンで表示するには新たに位置情報の

取得が必要になる．また(d)は損傷が多数ある場合は煩雑になり，俯瞰すると状況を理解しづらくなることが難

点である．したがって，本検討では 3D 表示する有用性と実務への活用性のバランスを勘案し，(b)が最も適し

ていると考える． 

４．おわりに  

本検討では一般高架橋の動的解析モデルを活用して 3D モデルを作成し，架空の損傷の 3D 表示を試みた．

損傷を 3D 表示することで，迅速な損傷状況把握および技術者間の共通認識を図ることができ，効率化に貢献

できることを確認した．また損傷の関連性の把握により維持管理計画の高度化も期待できる．今後の展望とし

て①実損傷を入れ，複数種類が含まれる場合の表示方法についての検討，②損傷の発生を時系列で表示するこ

とにより劣化進行度や補修効果検証を行う． 

参考文献：1)青山ら：橋梁の維持管理における CIM の利用と 3 次元モデルの作成，土木技術資料 58-4(2016)，

2)安藤ら：点検結果の 4D 表示を用いた維持管理効率化の可能性，令和 6 年度土木学会全国大会第 79 回年次

学術講演会 CS11-78，3)服部ら：広域ネットワークの地震被害シミュレーションによる地震発生後の走行性評

価 に 関 す る 検 討 ， 阪 神 高 速 道 路 株 式 会 社 「 技 報 」 第 29 号 ， 2018 ， 4)Google Earth ： https: 

//www.google.co.jp/intl/ja/earth/about/ 

◎：き裂 
△：ポットホール 
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ABSTRACT 
 
This report presents a thermal mapping analysis conducted on the Kita-Kobe Route of the 
Hanshin Expressway to identify areas particularly prone to freezing. The study aims to 
address issues related to road freezing and the frequent use of deicing agents by identifying 
the most effective locations for installing road heating systems. Over two winter periods in 
2021 and 2022, a study was conducted using three vehicles to collect road surface 
temperature and infrared radiation data. A total of 54 measurement sessions were 
conducted. 
The main results identified the top 10% of locations with the lowest pavement surface 
temperatures as "cold spots." Specific conditions contributing to pavement surface freezing, 
such as bridge sections, areas permanently in the shade, and sections without roofs, were 
also identified. The majority of the high-frequency cold spots were concentrated in the 
eastern section of the route, with the total length of the most frequent cold spots being 
approximately 1.3 km. The reproducibility of the top locations was confirmed for each year. 
Comparison with feedback from snow removal crews generally matched the thermal 
mapping results, though there were some exceptions due to differences in snow depth 
distribution and solar radiation. These results will be used to prioritize the installation of road 
heating systems using carbon sheets. We have the potential to establish a system that can 
regularly conduct thermal mapping, integrate data with ICT-enabled spraying vehicles, and 
implement on-demand measures that allow for minimal spraying at necessary locations. 
 
1. INTRODUCTION 
 
The Hanshin Expressway is an urban expressway in the Kansai region of Japan. Among its 
routes, the Kita-Kobe Route experiences the lowest road surface temperatures, making it 
the most prone to freezing. Consequently, snow and ice alerts are issued frequently each 
year, and the repeated application of anti-icing agents has led to severe salt damage to the 
expressway's structures. On the other hand, snowfall is not particularly heavy, with closures 
due to snow accumulation occurring only seven times in the past 10 years. However, these 
closures often last for extended periods, causing significant disruption to drivers. This 
situation created a demand for snow and ice countermeasure equipment capable of both 
preventing freezing and melting snow. 
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Figure-1 Location Map 
 
Through validation experiments, road heating using carbon sheets was identified as the 
optimal equipment for both preventing road surface freezing and melting snow. Initially, we 
considered installing this system on steep, high-elevation ramps. However, equipping all 
ramps was not feasible from a cost perspective, necessitating a more selective approach to 
identify the most effective sections. Furthermore, on-site teams responsible for applying anti-
icing agents suggested that many high-risk locations are also scattered along the main 
expressway line. This led us to conclude that a comprehensive plan for the entire Kita-Kobe 
Route was necessary. Therefore, we decided to conduct thermal mapping over a two-year 
period to survey the road surface temperature and identify the specific locations most prone 
to cooling and freezing. 
 
Thermal mapping is an approach in road freezing countermeasures that allows for a linear 
understanding of the road surface's temperature characteristics to find potentially freeze-
prone locations. With thermal mapping, an entire route can be measured within nearly the 
same timeframe, which minimizes discrepancies caused by time lags. By simultaneously 
measuring infrared radiation (the presence or absence of radiative cooling), the method 
provides data that excludes weather-induced variations, making it possible to compare 
various locations under nearly identical conditions. The objective is to specifically identify 
the most hazardous, high-priority locations along the route, leading to more efficient snow 
and ice countermeasures. 
  

Tokyo 

Osaka 

Kansai region 

Kyoto 

Kita-Kobe Route 

Osaka 

Kyoto 
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2. INTRODUCTIOOBSERVATION METHOD AND PERIOD 

2.1． Observation Equipment 

For the thermal mapping, we mounted sensors, including a radiation thermometer and 
recording devices, onto a vehicle as shown in Figure-2, and conducted observations while 
driving the actual routes. 
 

 
 

Figure-2 Sensor Mounting Position 
 

Covering the entire Kita-Kobe Route—including the mainline (both directions) and all 
ramps—with a single vehicle would take over four hours, making the data susceptible to 
changes in road surface temperature over time. To address this, the route was divided into 
sections, and three vehicles were deployed simultaneously, allowing the entire survey to be 
completed in about one hour. The raw data was recorded at 0.2-second intervals, which 
corresponds to a data point approximately every 3.3 meters when traveling at 60 km/h. 
 

2.2． Number of Observations 

Observations were conducted during the winters of 2021 and 2022, with 24 observation runs 
in 2021 and 30 in 2022, for a total of 54 runs. Observations were scheduled three times a 
day at 1:30, 3:30, and 5:30. If any part of the data from a single run was incomplete, all data 
from that entire run was excluded from the analysis. 
 

2.3． Cold Spots 

For each observation run, the data from the entire route was sorted by road surface 
temperature from lowest to highest. The top 10% of these locations were defined as "cold 
spots," representing areas particularly susceptible to freezing or lingering snow. We then 
counted the number of times each location was classified as a cold spot across all runs. 
 
The decision to define cold spots as the top 10% was based on an analysis of the rate of 
change (the slope of the graph) in temperature between ranked data points. As shown in 
Figure-3, this rate of change tended to decrease around the top 5% mark. However, the 
temperature differences around this 5% boundary were small, meaning that minor 
temperature fluctuations between observation runs could easily alter a location's rank. To 
account for this and ensure no critical locations were missed, we decided to use a more 
conservative range, doubling the data volume to the top 10%. The specific procedure for 
extraction is as follows. 
 

Thermometer 

(In-vehicle) GPS, 
Speedometer, and 
Data Logger 

Infrared Radiometer 

Infrared Thermometer 
(for road surface 
temperature) 
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2.4． Analysis Method 

2.4.1 Organizing the Original Data 

As the driving routes for each observation area resulted in some overlapping data, the 
original data was first segmented by route (e.g., eastbound mainline, westbound mainline, 
individual ramps) and organized to ensure there was only one data point for each unique 
location. 

2.4.2 Correcting Data to Standard Coordinates 

Because the observations were made from moving vehicles, the exact measurement 
locations were not identical for each run. Therefore, we used linear interpolation between 
the measured data points to estimate the road surface temperature at standardized 
coordinate positions. This process resulted in a dataset with a uniform 1-meter interval for 
each location, enabling direct comparison of data across different runs. 

2.4.3 Extracting Cold Spots 

The cold spots (the top 10% of locations) were extracted and compiled into a table. With the 
total length of the Kita-Kobe Route, including the mainline and ramps, being approximately 
110 km, the top 10% corresponds to a total length of 11 km. 

2.4.4 Tallying Cold Spot Frequency 

All the individual cold spot tables were aggregated to calculate the total number of times 
each 1-meter section of the route appeared as a cold spot (i.e., ranked in the top 10%) 
across all observation runs. 

3. COLD SPOT EXTRACTION RESULTS

3.1. Aggregated Results from All Observation Runs 

Figure-4 shows the cold spot extraction results, color-coded on a continuous scale based 
on the frequency of occurrence. Colored sections indicate locations that were classified as 
a cold spot at least once, with cooler colors (e.g., blue) signifying a higher frequency. The 
results confirmed that cold spot occurrences were infrequent in the western area and were 
concentrated in the eastern area, which has a relatively higher elevation. 

Figure-3  relationship between Road Surface Temperature and Rank 
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Further investigation into the locations with a high frequency of cold spots revealed they 
commonly share the following conditions: 
 
⚫ Bridge sections 
 
⚫ Sections shaded during the daytime 
 
⚫ Open sections with no overhead structures, which are susceptible to radiative cooling 
 
Next, Table-1 lists the locations with the highest frequency of cold spot occurrences in 
descending order. It details the locations that were classified as cold spots in 40 or more of 
the 54 total observation runs, along with the length of these sections. In calculating the 
section lengths—a task performed with the selection of sites for snow and ice 
countermeasure installation in mind—we consolidated points into lines wherever possible. 
If locations with 40 or more occurrences were within 20 meters of each other, the intermittent 
gaps were included to calculate a total continuous length. 
  

Figure-4  Frequency of Cold Spot Occurrences on the Kita-Kobe Route 

106



 

 
 
 

The total length of the sections identified as cold spots 40 or more times using this method 
was approximately 1.3 km. The length shown in parentheses in the table represents an 
extended range that includes surrounding areas where cold spots occurred 30 or more times, 
indicating a wider high-frequency zone. Although the structural type is not specified in the 
table, most of the sections with 40+ occurrences were on bridges; the remaining locations 
were in areas that receive minimal solar radiation. 

3.2. Reproducibility of Results Over Two Years 

We compared the thermal mapping results from the two years (2021 and 2022) to verify the 
reproducibility of the highest-ranking cold spot locations. The locations that ranked in the top 
5 in the combined results also ranked highly in the analysis of each individual year, 
confirming reproducibility for these key spots. However, for locations with lower ranks, 
reproducibility was not confirmed within the top 10 of each respective year's results. 
Nevertheless, the general trend of top locations being concentrated around the Karato-
higashi and Goshha interchanges demonstrated sufficient reproducibility. 
  

Table-1 Cold Spot Occurrence Frequency and Section Length on the Kita-Kobe 
Route 
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3.3. Comparison with Interview Results from Snow Removal Personnel 

Following a road closure on the Kita-Kobe Route due to snowfall from January 24 to 26, 
2023, we interviewed the snow removal personnel involved. We asked them to identify 
locations where snow remained the longest and where road icing was observed. The results 
of this interview were then compared with the cold spots extracted from the thermal mapping 
data, as shown in Figures 5 through 9. 
 

 

 

 

Section Name
Overall

Rank

2022

Rank

2021

Rank

Karato-nishi Entrance Ramp／Karato-nishi Exit Ramp 1 2 2

Kita Extension Line  Southbound 2.54kp - 2.23kp／Kita-Kobe Northbound

2.57kp - 2.29kp
2 1 6

Karato-higashi Exit Ramp (near exit)／Karato-higashi Exit Ramp (near

mainline)
3 2 2

Mainline Westbound 20.83kp - 20.76kp 3 4 6

Arimaguchi Exit Ramp (near mainline) 5 4 1

Arimaguchi Entrance Ramp (near mainline)／Arimaguchi Entrance Ramp (loop

section)
5 - 1

Mainline Westbound 19.81kp - 19.77kp 7 - 6

Kita Extension Line Northbound 0.88kp - 0.53kp 7 - 4

Kita Extension Line Northbound 3.45kp - 3.43kp 9 6 -

Mainline Westbound 19.42kp - 19.36kp／Mainline Westbound 20.56kp -

20.55kp
10 7 -

Karato-higashi Entrance Ramp - 7 -

Gosha Entrance Ramp／Gosha Exit Ramp - - 4

Nishinomiya-Yamaguchi-Minami Entrance Ramp - - 9

Mainline Westbound 19.7kp - 19.3kp - - 9

Minotani JCT Westbound Exit Ramp - - 9

Table-2 Cold Spot Occurrence Frequency Over Two Years 

Karato-nishi Entrance Ramp

／Karato-nishi Exit Ramp 

Not mentioned in the 
interviews 

Over 40 times 

Cold Spot 

Over 40 times 

Figure-5 Comparison of Cold Spots (left) and Interview Results (right) at Karato-nishi 
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While the extraction results based on cold spot frequency were generally consistent with the 
interview results, some discrepancies were observed. For instance, the Karato-nishi 
entrance/exit ramp (Figure-5), which had the highest cold spot frequency, was not pointed 
out during the interviews. Similarly, the loop section of the Arimaguchi entrance ramp had a 
high number of cold spot occurrences but no reports of lingering snow or ice. One possible 
explanation for these inconsistencies is that snowfall depth is not always uniform even in 
adjacent areas, as it can be influenced by local topography and wind direction. 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
In the section around the 19.4–20.8 kp mark of the mainline (Figure-8), only the eastbound 
lane ranked high in cold spot frequency, whereas the interview results indicated lingering 
snow or ice on the westbound lane as well. This discrepancy is likely due to the influence of 
daytime solar radiation. As mentioned in section (1),being in the shade is one of the 
conditions that contributes to lower road surface temperatures. The topography in this 
section features a slope on the south side of the road, which shades the eastbound lane 
during the day. 
Since the thermal mapping was primarily conducted on clear days, the westbound lane, 
which received sunlight, registered a lower cold spot frequency. In contrast, the shaded 
eastbound lane showed a higher frequency, resulting in a difference between the lanes in 
our data. However, on rainy or snowy days, neither lane receives thermal energy from the 
sun. Given that other conditions such as elevation and road structure are identical for both 
lanes, the westbound lane is also susceptible to temperature drops under these 

Locations identified 
in the interviews 

Over 40 times 

Cold Spot 

Over 30 times 

Figure-6 Comparison of Cold Spots (left) and Interview Results (right) near the 2.54 kp 
mark on the Kita Extension Line 

Karato-higashi Exit 
Ramp (near exit) 

Karato-higashi 
Exit 

Over 40 times 

Cold Spot 

Over 40 times 

Locations identified 
in the interviews 

Figure-7 Comparison of Cold Spots (left) and Interview Results (right) at the Karato-
higashi Exit 
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circumstances. The interviews were conducted during a snowfall event, so it is presumed 
they reflect the on-site conditions where snow cover prevented both lanes from receiving su 
nlight, leading to the potential for lingering snow and ice on the westbound lane as well. 

 

 

 
 

 

 
 
4. CONCLUSION 
 
In this study, we created a thermal map of the Kita-Kobe Route and extracted cold spots 
from it, successfully identifying the locations most prone to significant drops in road surface 
temperature. A comparison of two years of observation data confirmed the reproducibility of 
the highest-ranking cold spot locations. Furthermore, by comparing our analysis with 
interviews conducted with snow removal personnel, we confirmed a general consistency 
between the thermal mapping results and the actual locations where lingering snow and ice 
occur. 
 
The Hanshin Expressway is located in a relatively temperate region of Japan. Although the 
Kita-Kobe Route is the coldest section of this expressway system, it is not frequently 
impacted by heavy snowfall. Nevertheless, the frequent application of anti-icing agents to 
prevent freezing is required. The overall human and financial costs of snow and ice 
countermeasures are substantial, encompassing staff standby duties and construction 

Westbound 

Locations identified 
in the interviews 

Eastbound 

Figure-8 Comparison of Cold Spots (top) and Interview Results (bottom) on the Mainline, 
Westbound (19.4–20.8 kp) 

Arimaguchi Exit Ramp 

Over 40 times 

Cold Spot 

Over 30 times 

Locations identified 
in the interviews 

Arimaguchi 
Entrance Ramp 
(near mainline) 

Figure-9 Comparison of Cold Spots (left) and Interview Results (right) at Arimaguchi 

Arimaguch 

Over 40 times 

Cold Spot 

Over 30 times 
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schedule adjustments dependent on weather forecasts. Moreover, concerns regarding the 
corrosion of road structures caused by these anti-icing agents remain an unresolved issue. 
 
By advancing these studies further, if a system for conducting thermal mapping on a routine 
basis can be established, it could potentially be linked with data from ICT-equipped spreader 
vehicles. This would open up the possibility of realizing on-demand countermeasures, where 
a minimum amount of anti-icing agent is applied only to the necessary locations. We will 
continue to closely monitor the challenges faced on-site and proceed with studies that are 
aligned with real-world needs. 
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３．2025年度の主な研究・行事 
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【2025年度の主な研究・行事】 

 

３-１ 2025年度研究トピックス 

高力ボルト摩擦接合部での変形支圧限界を考慮した設計法に関する一検討 

【検討の目的と概要】 

橋梁部材の高力ボルト摩擦接合継手部に対して、道路橋示方書では各限界状態の照査が

求められるが、一部照査法が確立していないため、合理的な照査方法に向けた基礎的な検討

を実施した。 

 

【検討結果】 

試験体を用いた実験と数値解析で検討した結果、照査に必要な「支圧係数」を導出するた

めの特性値の分布を導出し、照査に適用可能と考えられる特性値の計算式を提案した。 

 

 

 

 

引張
荷重

要素試験体

解析
モデル

パラメータ：
母板厚，連結板厚，板幅，ボルト列数

森山他：板幅および板厚が高力ボルト摩擦接合継手の支圧限界状態に与え
る影響，土木学会論文集A1，Vol. 74，No. 1，pp. 25-43，2018.

森山他：高力ボルト摩擦接合継手の断面構成およびボルト配置間隔がボルト孔の変形
量で規定したすべり後の支圧耐力に及ぼす影響，構造工学論文集Vol.66A，2020.3
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３-２ 技術委員会活動状況 

 平成 26年度から鋼構造、コンクリート構造、基礎構造、アセットマネジメントなどの分

野に精通した 6名の学識経験者をセンターの技術顧問として招聘し、｢阪神高速道路技術セ

ンター技術委員会｣を設置して活動してきた。 

 技術委員会の主な活動として、｢専門委員会の開催｣、｢技術アドバイス｣｢若手技術者との

交流｣を行っている。 

 専門委員会の開催においては、学識経験者と経験豊富な実務者からなる 9 分野の委員会

を設置し、技術委員会の統括のもとに適宜審議を行い、多面的高度な検討を実施している。 

  

2025年度の活動状況（専門委員会） 

 ■鋼構造物検討委員会 

開催日：4/14、6/11、10/7、1/16、3/4 

   委 員：(4/14、6/11)川谷充朗、森猛、北根安雄、石川敏之、廣畑幹人、 

(10/7～)北根安雄、野阪克義、廣畑幹人 

(10/7～)首都高速道路(株) 

日本橋梁建設協会 

   顧 問：(10/7～)杉浦邦征 

   主なテーマ：鋼構造物参考図集の改訂に関する検討 

スタッドボルトを用いた Uリブ取り換え工法の検討 

「皿型高力ボルト摩擦接合継手の設計・施工の手引き」の更新 

鋼床版横リブ交差部の補修対策工法に関する検討 

特殊橋梁の健全性診断の高度化に向けた検討 

鋼橋疲労設計法の高度化に関する検討 

デッキプレートに生じたき裂の損傷判定の合理化 

ゲルバー部を有する鋼 I 桁橋の補修・補強に係わる予備検討状況につ

いて 

阪神高速道路の鋼床版 I 桁橋の健全性評価に関する現地計測結果と分

析 

高力ボルト摩擦接合の限界状態設計法の基準化に向けた検討 

 

 

 ■コンクリート構造物検討委員会 

   開催日：5/9 

   委 員：宮川豊章、三方康弘、山本貴士、三木朋広、上田尚史、 

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会 関西支部 

建設コンサルタンツ協会 近畿支部 
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   主なテーマ：道路構造物の塩害維持管理マニュアルに関する検討 

環境配慮型コンクリートの構造物適用に向けた手引きに関する検討 

喜連瓜破高架橋の垂れ下がりに関する検討 

 

 

 ■PC構造物検討委員会【新設】 

   開催日：開催なし 

   委 員：三木朋広、上田尚史、高谷哲 

首都高速道路(株) 

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会 関西支部 

建設コンサルタンツ協会 近畿支部 

首都高速道路(株) 

   顧 問：井上晋 

 

 

■基礎・地下構造物検討委員会【新設】 

   開催日：開催なし 

   委 員：竹山智英、橘伸也、寺本俊太郎 

首都高速道路(株) 

日本建設業連合会 関西支部 

建設コンサルタンツ協会 近畿支部 

   顧 問：飯塚敦 

    

 

■耐震技術検討委員会 

  開催日：6/11、10/28 

   委 員：(6/11)伊津野和行、高橋良和、後藤浩之 

(10/28)高橋良和、後藤浩之、松村政秀 

(10/28)首都高速道路(株) 

建設コンサルタンツ協会 近畿支部 

   顧 問：(10/28)伊津野和行 

   主なテーマ：木津川大橋における RC梁部のねじりに対する補強効果検証実験計画 

フルシェルモデルを用いた長大橋に対する性能照査手法に関する検討 

柱状付属構造物の軽量化検討 

「プッシュオーバー解析の手引き案」の作成に関する検討 

「光ファイバセンシング」の適用性検討 
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 ■舗装技術検討委員会 

   開催日：10/29、2/20 

   委 員：竹内康、鍋島康之、麓隆行 

首都高速道路(株)、名古屋高速道路公社、 

福岡北九州高速道路公社、(株)高速道路総合技術研究所 

日本道路建設業協会 関西支部、日本改質アスファルト協会 

顧 問：西澤辰男 

主なテーマ：小規模補修材料の性能規定化に関する検討 

コンクリート床版の素地調整方法に関する検討 

舗装の損傷分析に基づく補修設計高度化検討 

アスファルト混合物の耐久性評価方法の確立に向けた研究 

舗装の損傷分析に基づく補修設計高度化検討 

 

 

  ■土工構造物検討委員会 

   開催日：1/23 

   委 員：竹山智英、河井克之、小山倫史、北田奈緒子 

顧 問：常田賢一 

主なテーマ：土工部モニタリング手法の検討 

名谷盛土計測 

神戸管理・保全部管内土工部維持管理マニュアル(案)改訂検討 

設計基準第 3部第 2編 土工の改定 

 

 

■トンネル換気・防災検討委員会 

   開催日：4/24 

   委 員：水野明哲、川端信義、田中太 

   主なテーマ：濃煙空間内における避難者検出技術の検討 

水噴霧設備稼働による火災煙等への影響検証 

 

 

■スマートエクスプレスウェイ検討委員会 

   開催日：開催なし 

   委 員：河野浩之、野村泰稔、窪田諭、全邦釘、川西康友 

顧 問：大西有三、古田均 
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３-３ 講演会 

（1）技術講演会「“その時”に備える－阪神・淡路大震災の教訓と南海トラフ巨大地震への

準備」 

 2025年 11月 25日、中之島会館にて技術講演会「“その時”に備える－阪神・淡路大震災

の教訓と南海トラフ巨大地震への準備」を開催した。 

基調講演では、「阪神・淡路大震災からの創造的復興」にご尽力された兵庫県前知事の井

戸敏三氏を講師としてお招きし、「阪神・淡路大震災を振り返って」をテーマに講演いただ

いた。 

また、特別講演では、地質学者の立場から南海トラフ巨大地震をはじめとした自然災害へ

の警鐘を鳴らす「科学の伝道師」としてご活躍されている京都大学名誉教授の鎌田浩毅氏を

講師としてお招きし、「南海トラフ巨大地震の科学的予測と防災－地学の最新情報と道路イ

ンフラ対応－」をテーマに講演いただいた。 

また、基調講演と特別公演の間において、本年度作成した当研究所の紹介動画を披露する

とともに、受付付近で研究員紹介パネル展示を行い、当研究所の認知向上に努めた。 

WEB 配信併用のハイブリッド形式で開催し、会場では 243 名、オンラインでは 238 名の

方々に聴講いただいた。さらに、当日から年内限定で行ったアーカイブ配信は 321回視聴い

ただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基調講演 

特別講演 

開会あいさつ 

動画上映 
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（2）特別技術講演会「インフラ分野におけるカーボンニュートラルへの対応について」 

 2026年 3月 9日、当研究所の特任顧問である春日昭夫氏（三井住友建設株式会社 エグゼ

クティブ・フェロー【当時】）に、特別講演をいただいた。阪神高速グループにおいては、

2023年１月に「サステナビリティ基本方針」「CSR活動指針」を策定し、グループ理念｢先進

の道路サービスへ｣の具現化を通じたサステナビリティ実現への貢献を目指しており、カー

ボンニュートラルはマテリアリティ１｢地球環境の保全｣の重要テーマであることを踏まえ、

テーマ選定し、阪神高速グループおよび関連財団法人を対象に、特別講演会を実施した。 

会場聴講のみの開催とし、56名の方々に聴講いただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-４ 震災資料保管庫見学者案内運営 

（1）一般公開 

 阪神・淡路大震災での被災・復旧経験を風化させることなく後世に語り継ぐため、事前予

約制（毎月の第１・第３水曜日、日曜日）にて一般公開を実施している。震災当時から阪神

高速道路公団、阪神高速道路株式会社に勤めておられた OBの方々が語り部として、経験談

や被災構造物について詳細な説明を行っていただいている。今年度は、前年度を大きく上回

る 2,950人のお客さまにご来館いただいた。 

 

講演状況 質疑応答状況 

一般公開状況 
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（2）特別開館 

 2026 年 1 月 11 日、阪神高速道路株式会社と共同で震災資料保管庫特別開館を開催し

た。震災経験の継承をテーマに阪神高速道路株式会社の現役社員である伊藤学氏、加藤祥久

氏、茂呂拓実氏に当時の状況や復旧までの苦労等について講演いただいた。また、館内の構

造物の案内ツアーも実施し、229名の方々にご参加いただいた。 

３-５ 土木構造物点検診断技術者資格認定制度

土木構造物の点検及び診断業務の技術水準と信頼性の向上を図り、阪神高速道路等にお

ける土木構造物の保全に寄与することを目的として、土木構造物点検診断技術者資格認定

を継続して実施している。今年度も引き続き試験問題の改善を図り、主任点検診断士は 7人、

点検診断士は 15人を資格保有者として認定した。 

筆記試験（TKP大阪淀屋橋） 実地試験（深江浜） 

３-６ 建設技術展 2025近畿

2025年 10月 30日、31日、インテックス大阪にて「建設技術展 2025近畿」が開催され、

阪神高速道路㈱社員による講演 被災構造物の説明案内 
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阪神高速グループとして、サステナビリティの実現をテーマに出展し、地震被害シミュレー

ションやその他調査・研究事業、公益目的事業についてＰＲを行った。 

なお、展示ブースについて阪神高速グループとして「ベストブース賞」を受賞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

３-７ 道路広報用サイト「カンサイドボクスタイル」運営 

 技術者だけでなく、子どもを含む一般の方々に土木やインフラをより身近なものとして

感じてもらい、土木ファンを増やしていくことを目的に、関西の土木・インフラに関する情

報を発信する HP「カンサイドボクスタイル」を運営している。今年度は 11本の記事を新た

に公開し、27,000回以上のアクセスを記録した。 

【カンサイドボクスタイル URL】   

 https://kansai-doboku-style.com/    

ブース展示(全体) ブース展示(当研究所) 

カンサイドボクスタイル HP 
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３-８ 若手研究者助成 

若手研究者の育成に寄与する社会貢献の一環として、更には研究成果を阪神高速の道路

サービス向上に活かすために、阪神高速道路株式会社、一般財団法人阪神高速地域交流セン

ターおよび当研究所の 3 団体で｢阪神高速若手研究者助成基金｣を設け、都市高速道路に関

する研究に対して助成を行っている。今年度は構造、交通工学および経済など幅広い分野か

ら 13件の応募をいただき、選定委員会において厳正に審査した結果、次の 4件の研究を助

成することを決定し、研究を進めてもらっている。 

 

 

３-９ 土木の日協賛行事「土木フェスタ in 淀川左岸線工事現場内」 

 2025 年 11 月 16 日、土木の日協賛行事を、阪神高速グループと共同開催した。本イベン

トでは、淀川左岸線建設現場見学や土木技術体験イベントが開催される中、当研究所は VR

震災資料保管庫の体験、HP「カンサイドボクスタイル」のパネルを掲示したブースを出展し、

PR活動を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究課題名 所属 職名 氏名 

セメントを使用しないアルカリ活性材料（AAMｓ）と鉄

筋・ＦＲＰの付着強度に関する研究 

京都大学大学院 

工学研究科 社会基盤工学 
助教 佐藤 顕彦 

ＵＦＣ部材中の鋼繊維が漏洩磁束法によるＰＣ鋼材の

健全性評価に与える影響 

大阪大学大学院 

工学研究科 地球総合工学 
助教 寺澤 広基 

使用済み太陽電池モジュールを再利用した壁面設置型

ソーラーパネルの屋外実証試験とリサイクルの実現 

立命館大学 

理工学部 電気電子工学科 
助教 河野 悠 

ロジスティック回帰分析を用いた人間ドライバの割り

込み目標先決定要因の解明 

工学院大学 

工学部 機械システム工学科 
准教授 

ＷＯＯ 

HANWOOL 

(ｳ ﾊﾝｳﾙ) 

ブース展示 阪神高速グループ 
各社キャラクターとの写真撮影 
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３-１０ 道路管理者支援活動 

 道路・橋梁の維持管理やアセットマネジメントへの高い関心や国土交通省における長寿

命化修繕計画策定事業を背景に、2006 年より阪神高速道路株式会社、阪神高速技術株式会

社および阪神高速技研株式会社の協力を得て、「道路・橋梁管理者のためのメンテナンス実

務者コミュニティ（MEC)」を設立し、地方公共団体道路管理者を対象に情報提供、情報交換、

技術的支援を実施している。今年度は 2026 年 3 月 27 日に震災資料保管庫にて「震災資料

保管庫見学会及び意見交換会等」を開催した。関西の自治体等 6団体より申込があり、16名

の方々にご参加いただいた。 

 

 

 

 

 

震災資料保管庫の見学 意見交換 
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参考資料
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参考－１ 組織図 

評 議 員 会 

理 事 会 

理 事 長                

監 事 

技 術 委 員 会 

参考－２ 有資格者(2026年 3月現在) 

工学博士 ５名 

技術士  ４名 

技術士補  ８名 

RCCM  １名 

測量士  １名 

一級土木施工管理技士  ３名 

コンクリート診断士   ２名 

コンクリート主任技士 １名 

基本情報技術者  ２名 

橋梁・構造研究室 

   

統括・コンクリート・舗装研究室

しつ室

情報・施設研究室 

共済部 共済課 

調査研究部 

総務部 理事 

共済運営委員会 
企画室 
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参考－３ 保有特許 

特許名称 特許登録日 概略 

床版パネルの固定構造 

(特開 2016－094819) 

2018/2/16 短い工期で容易に床版パネルを主桁に固定す

る事ができる床版パネルの固定構造 

軽量充填モルタル組成物 

(特開 2014－221702) 

2016/7/15 鋼床版の補強として、鋼床版Ｕリブ等の内部

空間に軽量モルタル組成物、軽量モルタルを

充填する方法  

点検対象部材の決定方法 

(特開 2011－080211) 

2013/10/25 重点的に点検を行うべき点検対象部材を客観

的に把握することが可能な点検対象部材の決

定方法 

橋梁の活荷重測定方法 

(特開 2010－107246) 

2012/12/14 種々の構造形式の橋梁に適用できる活荷重の

測定方法 

橋梁鋼床版の補強構造、

及び橋梁鋼床版の補強方

法 

(特開 2017－133320) 

2020/1/8 縦リブ内の空間を利用して補強材を設置する

橋梁鋼床板の補強構造、及び補強方法 

鋼管矢板及び鋼管矢板の

打設方法 

(特開 2020-169469) 

2023/1/30 下方の継手を省略した鋼管矢板基礎の鋼管を

精度よく打設するための打設方法 
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